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は じ め に 

 

わが国では、超高齢社会における介護問題の解決を図るため、国民の共同連帯の理念に基

づき、要介護者やその家族等を社会全体で支援することを目的とし、平成 12 年に介護保険制

度が創設され、20 年が経過しました。こうした中で、いわゆる「団塊の世代」が 75 歳以上

になる 2025（令和 7）年を見据え、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援を一体的に支

援する施策の取り組み（「地域包括ケアシステム」）を深化・推進してきたところです。さら

にその先を展望しますと、「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上になる 2040（令和 22）年に向

け、総人口・現役世代人口が減少する中で、高齢者人口はピークを迎えるとともに、介護ニ

ーズが高い 85 歳以上人口の急速な増加が見込まれており、社会保障制度を取り巻く状況は、

ますます厳しいものとなっております。 

 

こうした状況をふまえ、本市では、令和 3 年度から令和 5 年度までの 3 か年における高齢

者福祉及び介護保険事業に係る施策の方向性を示すものとして、本計画を策定しました。本

計画の基本理念を「高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり」と掲げ、介護予防、自立支援・

重度化防止のための施策、地域づくりのための施策、将来にわたり持続可能な介護保険サー

ビス等の提供体制を整備するための施策等の一体的な取組を進めます。また、「夢と希望が持

てる元気なまち」東久留米の実現に向け、高齢者一人ひとりが住み慣れた地域で、その有す

る能力に応じ、自立した日常生活を営んでいくための取組として、引き続き、「地域包括ケア

システム」を推進してまいります。 

 

本計画の策定にあたりましては、東久留米市介護保険運営協議会委員の皆様をはじめ、多

くの市民、事業者、関係者の皆様にご協力いただきましたことに、厚く御礼申し上げます。

また、介護サービス事業所等の管理者、従事者の皆様におかれましては、新型コロナウイル

ス感染症が猛威を振るう中、利用者等の生命や生活を守るため、感染症予防対策を講じての

サービス提供を継続いただいておりますことに、感謝申し上げます。 

結びに、本計画の推進にあたりましては、市民の皆様をはじめ、介護事業者、医療機関、介

護・医療従事者やボランティア、ＮＰＯや地域の自主グループなどの団体等の関係者の皆様

との連携・協働がより一層大切になると考えます。今後とも皆様のご理解とご協力をお願い

申し上げます。 

 

 

令和３年２月 

東久留米市長 
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第１章 計画の策定にあたって 

第１節 本計画の趣旨と位置づけ 

（１）計画策定の背景 

平成 12 年度に創設された介護保険制度もその発足から 20 年を経過しました。その間に

も、高齢化の進行に対応し、制度を持続可能なものとしていくため、3 年毎に大きな制度

改正が行われてきました。例えば、平成 18 年施行の制度改正では、予防重視型システムへ

の転換が図られることになり、平成 24 年施行の制度改正では、各自治体が主体となって

地域包括ケアシステムの構築のための取組を図ることが明記されました。 

「東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」は、本市の高齢者福祉に関係する施

策及び介護保険事業を円滑かつ安定的に推進していくことを目的として策定されます。 

本市ではこれまで、3 年を 1 期として策定される本計画に基づき、利用者が真に必要と

する介護サービスを過不足なく提供する体制を整備しつつ、介護予防、自立支援・重度化

防止のための取組、地域包括ケアシステムの構築及びその深化のための取組を推進してき

ました。 

こうした中で、令和 3 年施行の制度改正及び厚生労働省の制定する市町村介護保険事業

計画の基本指針等において、2025（令和 7）年及び 2040（令和 22）年を見据えたサービス

基盤・人的基盤の整備、複雑化・複合化した地域住民の支援ニーズに対応した包括的なサ

ービスの提供体制の整備等の視点が、新たに付け加えられることになりました。 

これらをふまえ、第 7 期までの取組の振り返りを行いつつ、介護予防、自立支援・重度

化防止のための取組、2025（令和 7）年を見据えた、「地域包括ケアシステム」の構築に向

けた一層の推進のための取組を計画的かつ総合的に進めていく、「第 8 期（令和 3～5 年

度）東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第 6 期以降の計画では、2025（令和 7）年を意識し、地域包括ケアシステムの構築に向

けて在宅医療・介護連携等の取組を本格化。 

○ 令和 7 年度までのサービス、給付・保険料を勘案し、中長期的な施策の展開を図る。 

≪2025 年（令和 7 年）までの見通し≫ 

第５期計画 

平成 24～ 

第９期計画 

令和 6～ 

令和 8 年度 

第８期計画 

令和 3～ 

令和 5 年度 

第７期計画 

平成 30～ 

令和 2 年度 

第６期計画 

平成 27～ 

平成 27 年 

団塊世代が 65 歳に 

令和 7 年 

団塊世代が 75 歳に 
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・東京都高齢者保健福祉計画 

（介護保険事業支援計画） 

・東京都地域医療構想 等 

 

（２）他の計画との関係 

 本計画は、老人福祉法に基づく市町村老人福祉計画及び介護保険法に基づく市町村介護

保険事業計画として、一体的に策定されるものです。 

また、「第 5 次長期総合計画」及び「地域福祉計画」を上位計画とし、関連する市の計

画や、「東京都高齢者保健福祉計画（介護保険事業支援計画）」「東京都保険医療計画」

「東京都地域医療構想」等の東京都の諸計画とも整合を図っています。 
 
 
 

 

市の長期的かつ総合的なまちづくりの指針として最上位に位置付けられる計画 
 

 

 

高齢者・児童・障害者などの福祉分野において、住み慣れた地域で行政と住民が一 

体となって支え合う、総合的な地域福祉の取組を定める計画 
 
 

 

 
            

市が実施する、高齢者に係る事業について定めるもの      
  

国の基本指針に即して、介護保険事業の円滑な実施に関する事項を定めるもの 
   

  
  

・東久留米市障害者計画・障害福祉計画 

・東久留米市子ども・子育て支援計画 

・わくわく健康プラン東くるめ 

 

（３）本計画の計画期間 

 本計画の計画期間は、令和 3 年度から令和 5 年度までとします。 

 
平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

令和 

５ 

年度 

長 期 総 合 計 画 
 上 段 ： 基 本 構 想 

 下 段 ： 基 本 計 画 

（平成 23 年度～）第４次 第５次（～令和12年度まで） 

前期 後期 前期（～令和7 年度まで） 

地 域 福 祉 計 画 第３次（～令和 6 年度まで） 

高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 
第６期 第７期 第８期 

高齢者福祉計画（根拠法：老人福祉法） 

介護保険事業計画（根拠法：介護保険法） 

 

東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市の他の諸計画 

整 

合 

東京都の諸計画 

 

東久留米市第５次長期総合計画 



 

4 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 高齢者・介護保険施策の動向 

（１）これまでの介護保険制度の改正等の経緯 

これまでの介護保険制度の改正等の経緯については、以下のとおりです。介護保険制度

及び介護保険法については、3 年ごとに改定される介護保険事業計画の改定年度において、

大きな改正が行われてきました。 

 

第 1 期 

（平成 12 年度～） 

 

  

    第 2 期 

（平成 15 年度～） 

 

 

第 3 期 

（平成 18 年度～） 

 

 

第 4 期 

（平成 21 年度～） 

 

 

   第 5 期 

（平成 24 年度～） 

 

 

第 6 期 

（平成 27 年度～） 

 

 

   第 7 期 

（平成 30 年度～） 

 

 

平成 20 年改正（平成 21 年 4 月施行） 

 〇事業者の法令遵守強化 〇介護従事者の処遇改善（報酬改定） 

 〇医療・介護連携、認知症ケアの充実 

平成 23 年改正（平成 24 年 4 月施行） 

 〇地域包括ケアの根拠規定の追加 〇在宅サービスの充実 

 〇医療・介護連携の強化 〇介護職員処遇改善加算の創設 

平成 26 年改正（平成 27 年 4 月施行） 地域包括ケアの推進 

 〇地域支援事業の拡充（新しい総合事業等の創設） 〇地域ケア会議設置義務化 

 〇自己負担引き上げ（2 割負担導入） 〇補足給付の見直し 

平成 29 年改正（平成 30 年 4 月施行） 

地域包括ケアシステムの深化・推進 

 〇「自立支援介護」の強化 〇地域包括支援センターの機能強化 

 〇医療・介護連携の推進 〇自己負担引き上げ（3 割負担導入） 

平成 12 年 4 月 介護保険法施行  介護保険制度発足 

 

平成 17 年改正（平成 18 年 4 月施行）予防重視型システムへの転換 

 〇介護予防の重視（地域支援事業、地域包括支援センターの創設） 

 〇地域密着型サービスの創設 〇食費・居住費の補足給付の開始 
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（２）近年における介護保険制度改正の概要と「地域包括ケアシステム」 

我が国は、諸外国に例をみないスピードで人口減少、少子高齢化が進んでおり、65歳以

上の人口は「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上になる 2040（令和 22）年頃にピークを迎え、

その後も 75 歳以上の人口割合は増加し続けることが見込まれます。 

このような状況下、第 6 期計画の策定年度である平成 26 年に公布された「地域における

医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」では、「地

域包括ケアシステム」の構築のため、在宅医療・介護連携の推進等の地域支援事業の充実、

全国一律の予防訪問・通所介護の地域支援事業への移行等の規定が整備されました。 

また、第 7 期計画策定年度の平成 29 年には、「地域包括ケアシステムの強化のための介

護保険法等の一部を改正する法律」が公布され、第 6 期に掲げられた地域包括ケアシステ

ムの深化・推進を図るため、保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取

組の推進、医療及び介護の連携の推進等の規定が整備されました。 

本市では、これらの制度改正の内容をふまえ、2025（令和 7）年を見据えた地域包括ケ

アシステムの構築に向けた一層の推進をめざして、第 6 期及び第 7 期期中において、必要

な取組を推進してきました。 

 

■ 地域包括ケアシステムの姿 

 

「ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康

を確保するために医療や介護のみならず、福祉サービスも含めた様々な生活サービスが

日常生活の場で適切に提供できるような地域での体制」を指します。 
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（３）令和 2年における基本指針の改定 

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以下「基

本指針」）」は、介護保険法第 116 条の規定により厚生労働大臣が定めるもので、市町村

が「介護保険事業計画」を策定する際のガイドライン的役割を果たします。 

第 8 期の市町村介護保険事業計画改定にあわせて令和 2 年に改定された基本指針の基本

内容は、介護予防、自立支援・重度化防止の推進、介護給付等対象サービスの充実・強化等

の骨子については第 7 期計画策定時における基本指針改定の内容を踏襲していますが、以

下の 7 項目については、新たに盛り込まれた項目となっています。 

 

① 2025（令和 7）・2040（令和 22）年を見据えたサービス基盤・人的基盤の整備 

② 地域共生社会の実現 

③ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

④ 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に関する都道府県・市町村間の情報連携の強化 

⑤ 認知症施策推進大綱をふまえた認知症施策の推進 

⑥ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保と業務効率化の取組の強化 

⑦ 災害や感染症対策に係る体制整備 

 

本計画は、この「基本指針」に即しつつ、2025（令和 7）年を見据えた地域包括ケアシス

テムの構築に向けた一層の推進を意識し、地域の高齢者の自立した日常生活の支援、介護

予防、自立支援・重度化防止のための取組、介護給付の適正化等のこれまでの取組と、今後

市が取り組むべき施策の方向性について記載します。 

 

（４）令和 2年における社会福祉法等の改正と地域共生社会 

また、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が、令和 2 年

6 月に成立・公布されました。 

これにより、社会福祉法第 4 条において、「地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格

と個性を尊重し合いながら、参加し、共生する地域社会の実現を目指して行われなければ

ならない」こととされ、「地域共生社会」の実現が位置付けられました。 

改正法は、地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ

に対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、老人福祉法や介護保険法

の改正を含む内容となっています。 
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第２章 計画策定の基本事項 

第１節 計画の策定方法 

（１） 計画策定の体制 

① 東久留米市介護保険運営協議会による検討 

東久留米市介護保険運営協議会は、介護サービスの実施状況その他の介護保険に関する

適正な運営を確保するため、条例によって設置されるもので、第 7 期の同協議会は、被保

険者を代表する委員 3 名、保健・福祉・医療を代表する委員 7 名、学識経験者 1 名、市職

員 3 名により構成されています。 

本計画を策定するにあたっては同協議会に諮り、審議及び意見の聴取を経た上で、承認

を得ることとしています。 

 

② 庁内組織による検討 

本計画の策定期間中の事務局は介護福祉課に置き、全体調整及び関係課との施策調整を

図り、基本理念・目標の設定を行うとともに、第 7 期計画に掲げた事業の進捗状況の確

認・検証を実施しました。 

 

 

（２） 市民意見・当事者意見の把握 

計画の策定にあたっては、高齢者アンケート調査等の各種調査（第 3 章第 3 節を参照）

を実施し、市民・当事者・関係者等の意見や要望等を収集し、それらを基礎資料として策

定の工程に取り込みました。 

また、計画の方向性等を記載した「素案」を策定して、パブリックコメント（意見公募手

続）を実施するとともに、市内 3 圏域において市民説明会を実施し、市民の方への情報提

供や意見聴取を行いました。また、事業者を対象にした説明会を実施し、事業者との意見

交換も行いました。 

 

 

 

 

 

 

 



 

8 

第２節 推進体制の確保 

（１）推進体制の構築 

① 庁内体制の構築 

本計画に掲げた施策を全庁的に推進するため、PDCA サイクルに基づき施策の進行管理

を行うとともに、必要に応じて施策を見直し、事業を推進します。また、地域包括ケアシ

ステムの構築を推進するため、庁内関係課や介護保険事業者、医療機関、社会福祉協議会

や NPO 団体等との連携を一層深めていきます。 

 

② PDCA サイクルに沿った計画の推進体制 

「PDCA サイクル」とは、「Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）

→【再度 Plan（計画）に戻る】」というサイクルを繰り返すことで、事業を継続的に実施、

改善していくという手法です。 

厚生労働省の基本指針では、市町村介護保険事業計画の作成にあたっては、「①それぞ

れの地域の実態を把握・課題分析を行い、②実態把握・課題分析をふまえ、地域における

共通の目標を設定し関係者間で共有するとともに、その達成に向けた具体的な計画を策定

し、③この計画に基づき、地域の介護資源の発掘や基盤整備、多職種連携の推進、効率的

なサービス提供も含め、自立支援や介護予防に向けた様々な取組を推進して、④これらの

様々な取組を評価した上で、計画について必要な見直しを行う、という取組を繰り返し行

い保険者機能を強化していくことが重要である」とされています。 

計画の立案と実行、進捗管理、評価と原因分析等を効果的に実施することで、計画を推

進していく体制を整えていく必要があります。 

 

ＰＤＣＡサイクルの概念図 

 

Ｐｌａｎ

（計画）

Ｄｏ

（実行）

Ｃｈｅｃｋ

（評価）

Ａｃｔ

（改善）

目標の設定 

現状把握・課題抽出 

施策の立案 

施策の実行 

実施事項の記録 

施策の実行度合いのチェック 

目標の達成度合いチェック 

原因分析 

改善点の整理 
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③ 保険者機能の強化に係る指標の管理 

介護保険における保険者機能の強化を図るため、高齢者の自立支援・重度化防止等に係

る指標を設定し、サービスの適切な実施を促します。また、設定された指標は、財政的イン

センティブの位置づけを有するものとし、国・東京都への報告事項とします。 

 

 

（２）市民への情報提供と計画への参画 

① 市民への情報提供 

本計画の内容及び市の高齢者施策・介護保険事業に関する情報については、市広報紙や

市公式サイト、その他の媒体を通じて情報提供を行います。また、介護サービスやサービ

スを提供する事業者、介護予防事業等に関する情報をわかりやすく掲載したパンフレット

の作成及び配布、市公式サイトへのサービス情報の掲載等を通じて、必要な情報を利用者

等に周知します。 

また、サービス利用者が本人の希望や心身の状態等にあった適切なサービスの選択がで

きるよう、介護福祉課の窓口対応を行う職員の研修等を行いスキルアップを図るほか、地

域包括支援センターに対しても研修等への参加を促します。 

 

② 計画推進への参画 

地域包括支援センターをはじめとして、医療、介護、ボランティア等の地域住民ととも

に、地域ケア会議や、生活支援、在宅医療・介護連携に関する様々な会議体において地域の

課題を明らかにし、施策に反映できるよう広く計画推進への参画を図ります。 
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第３章 高齢者を取り巻く現況と課題 

第１節 高齢者に係る実績と推計 

（１）人口及び高齢者の動態 

① 総人口と区分別人口 

総人口は、2025（令和 7）年には 115,517 人、2040（令和 22）年には 105,290 人を見込

んでいます。区分別人口では生産年齢人口（15～64 歳）と年少人口（0~14 歳）が減少傾

向、老年人口（※65 歳以上＝高齢者人口）が増加傾向にあります。 

 
 

図表-1 総人口と区分別人口の推移（人） 

 

 

なお、区分別人口割合では、老年人口割合の上昇と、生産年齢人口割合と年少人口割合

の減少が続いており、老年人口割合は 2025（令和 7）年には 29.4％、2040（令和 22）年

には 35.7％を占める見込みとなっています。 

 

図表-2 区分別人口の構成割合の推移（％） 

区分 

第６期 第７期 第８期 推計 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

令和 

2 年 

令和 

3 年 

令和 

4 年 

令和 

5 年 

令和 

7 年 

令和 

22 年 

年少人口 12.5 12.4 12.3 12.2 12.1 11.9 11.9 11.8 11.7 11.5 10.4 

生産年齢人口 60.9 60.4 59.9 59.7 59.6 59.5 59.4 59.3 59.2 59.0 54.0 

老年人口 26.7 27.2 27.8 28.1 28.3 28.6 28.7 28.9 29.0 29.4 35.7 

14,631 14,484 14,331 14,195 14,138 13,970 13,887 13,785 13,662 13,323 10,924

71,257 70,646 70,036 69,737 69,663 69,594 69,379 69,164 68,867 68,175

56,814

31,214 31,870 32,522 32,847 33,151 33,397 33,539 33,636 33,757 34,019

37,552

117,102 117,000 116,889 116,779 116,952 116,961 116,805 116,585 116,286 115,517

105,290

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 7 22

年少人口 生産年齢人口 老年人口 合計

第６期期間 推計第７期期間 第８期期間

※ 「老年人口」と「高齢者人口」は同数になりますが、年齢別人口構造の指標として用いる場合には「老年人口」の概念を用います。 

出典：（実績）住民基本台帳（各年 10 月 1 日）、（推計）自然体推計 

出典：（実績）住民基本台帳（各年 10 月 1 日）、（推計）自然体推計 
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16,130 15,966 15,690 15,402 15,096 15,055 15,009 14,455 13,835 13,083
17,437

15,084 15,904 16,832 17,445 18,055 18,342 18,530 19,181 19,922 20,936
20,115

31,214 31,870 32,522 32,847 33,151 33,397 33,539 33,636 33,757 34,019
37,552

26.7% 27.2% 27.8% 28.1% 28.3% 28.6% 28.7% 28.9% 29.0% 29.4%

32.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 7 22

前期高齢者 後期高齢者 合計 高齢化率

第６期期間 推計第７期期間 第８期期間

51.7% 50.1% 48.2% 46.9% 45.5% 45.1% 44.8% 43.0% 41.0% 38.5% 46.4%

48.3% 49.9% 51.8% 53.1% 54.5% 54.9% 55.2% 57.0% 59.0% 61.5% 53.6%

13.8% 13.6%

13.4% 13.2% 12.9% 12.9% 12.8% 12.4% 11.9% 11.3%

16.6%

12.9% 13.6%

14.4% 14.9% 15.4% 15.7% 15.9% 16.5% 17.1%
18.1%

19.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 7 22

前期高齢者割合 後期高齢者割合 前期高齢化率 後期高齢化率

第６期期間 推計第７期期間 第８期期間

② 高齢者人口と高齢化率 

高齢者の人口は増加傾向にある中、令和 2 年では 33,397 人、高齢化率は 28.6％となっ

ており、2025（令和 7）年には 34,019 人、29.4％、2040（令和 22）年には 37,552 人、

35.7％を見込んでいます。 

平成 27 年から令和 2 年までの高齢者数の推移では 2,183 人の増加があり、そのうち前

期高齢者（65 歳~74 歳）▲1,075 人、後期高齢者（75 歳以上）3,258 人の増減となってい

ます。 

 

図表-3 前期・後期高齢者人口と高齢化率の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（実績）住民基本台帳（各年 10 月 1 日）、（推計）自然体推計 

 

図表-4 前期・後期高齢者人口の構成割合及び高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（実績）住民基本台帳（各年 10 月 1 日）、（推計）自然体推計 

35.7% 
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注 人口推計の方法について 

 人口の増減の要因は出生・死亡による「自然動態」と、開発に伴う転入・転出等による

「社会動態」とに大別され、前者は出生率や平均寿命の動向、後者は社会経済環境等の変

化によって変動します。 

 人口推計を伴う本市における「計画」には、本計画の外、令和 3 年 3 月に策定される

「東久留米市第 5 次長期総合計画」等がありますが、これらの計画は、それぞれ計画期間

も策定目的も異なることから、用いる人口推計の方法にも違いが生じることになります。 

 例えば、本計画よりも計画期間が長い「長期総合計画」（計画期間は 10 年）において用

いられる人口推計は、今後、市で行われる施策を考慮し、社会動態による変動を加味した

ものとする必要がある一方、高齢者人口等の推計を基に直近 3 カ年の介護サービスの見込

量を正確に算定しなければいけない本計画においては、直近で把握できる住民基本台帳上

の人口の動向をふまえた上で、社会動態による変動ではなく自然動態による変動を重視し

た推計としなければなりません。 

また、推計で採用する人口の時点についても、1 月 1 日を基準として採用している長期

総合計画とは異なり、各年度のおおむね中央の月の人口（10 月 1 日）を採用する必要があ

ります。 

以上を考慮し、本計画において用いる人口推計値は、第 5 次長期総合計画において用い

られている人口推計とは異なる推計値とします。 

 

   参考：長期総合計画と本計画の人口推計の比較 

長期総合計画の人口推計 ・推計の実施は令和元年 6 月 

・推計の基準年は 2018（平成 30）年 1 月 1 日 

・自然動態の外、開発等に伴う社会動態の影響を加味 

本計画の人口推計 ・推計の実施は令和 2 年 10 月 

・推計の基準年は 2020（令和 2）年 10 月 1 日 

・自然動態のみを考慮した「自然体推計」 
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0
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（２）高齢者世帯の状況 

① 一人暮らし世帯 

市内の 65 歳以上の高齢者世帯のうち、一人暮らし世帯数は、平成 21 年の 6,201 世帯か

ら 10,171 世帯（令和 2 年）へと増加しています。 

 

図表-5 高齢者一人暮らし世帯数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年 10 月 1 日） 

 

② 高齢者二人暮らし世帯 

市内の 65 歳以上の高齢者世帯のうち、高齢者二人暮らし世帯数は、平成 21 年の 5,293

世帯から 6,666 世帯（令和 2 年）へと増加しています。 

 

図表-6 高齢者二人暮らし世帯数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年 10 月 1 日）  
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（３）65 歳健康寿命 

健康寿命とは、「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」と定

義されており、平均寿命とは異なります。国においては国民生活基礎調査の集計データ等

により算出しています。 

東京都では国とは異なり、65 歳の人が何らかの障害のために要介護（要支援）認定を受

けるまでの状態を健康と考え、その平均的な年数をもとに算出する方式（東京保健所長会

方式）を用いており、65 歳健康寿命としています。 

 

■ 65 歳健康寿命の算出イメージ 

 

 

 

 

東京都では、生活習慣病及びフレイル（高齢者が筋力や活動が低下している状態（虚弱））

の進行による寝たきり、認知症等の要介護状態になる人の増加を抑制するため、健康寿命

の延伸を掲げています。 

令和 2 年 6 月に公表された、本市の平成 30 年の 65 歳健康寿命（要支援 1 以上の認定を

受けるまでの期間）では、男性が 81.85 歳で都平均を 0.64 歳、女性が 83.57 歳で都平均を

0.83 歳上回っており、高い水準を維持しています。 

 

図表-7 東久留米市の性別の 65 歳健康寿命（要支援 1） 

 

出典：東京都福祉保健局 都内各区市町村の 65 歳健康寿命  
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第２節 要介護認定・給付の実績と推計 

（１）要介護（要支援）認定者数の推移 

推計では、要介護（要支援）認定者数は、高齢者人口の増加とともに増加傾向にあり、

2025（令和 7）年には 7,568 人、2040（令和 22）年には 8,267 人となる見込みです。 

 

図表-8 要介護（要支援）認定者数の推移（人） ※第 2 号被保険者を含む 

 

 

第 1 号被保険者の要介護（要支援）認定者に占める前期・後期高齢者の割合は、平成 27

年度から令和元年度まで、後期高齢者の割合が増加しています。 

 

図表-9 要介護（要支援）認定者（第 1 号被保険者）に占める前期・後期高齢者割合の推移（人、％） 

区 分 

（第 2 号被保険者を含まない） 

第６期 第７期 第８期以降（推計） 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

令和 

2 年 

令和 

3 年 

令和 

4 年 

令和 

5 年 

令和 

7 年 

令和 

22 年 

認定者数 4,938 5,152 5,484 5,771 6,115 6,367 6,594 6,857 7,079 7,454 8,179 

 前期高齢者割合 13.5 13.1 12.1 11.9 11.0 11.3 11.2 10.5 9.6 8.4 10.1 

 
後期高齢者割合 86.5 86.9 87.9 88.1 89.0 88.7 88.8 89.5 90.4 91.6 89.9 

出典：（実績）介護保険事業報告（各年 9 月末現在）、（推計）「見える化」システム  

781 859 864 943 983 1,016 1,044 1,080 1,115 1,158 1,176

719 712 772 800 894 908 907 928 945 981 1,022
1,156 1,270 1,406 1524 1651 1,710 1,783 1,868 1,936 2,038 2,231
768 732

823
847

888 897 914 949 980 1,033
1,129

614 667
686

702
721 818 893 930 954

1,012
1,129

546 561
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609
667

696 717
744 769

819

954

460
460

458
471

431
435

450
472

494
527

626

5,044
5,261

5,595
5,896

6,235
6,480

6,708
6,971

7,193
7,568

8,267

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 7 22

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

第６期期間 推計第８期期間第７期期間

出典：（実績）介護保険事業報告（各年 9 月末現在）、（推計）「見える化」システム 
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4,006 3,756 3,930 4,013 4,326 4,451
5,201 5,464 5,678 5,893 6,480

389 807 867 896
909 923

1,054 1,090 1,260 1,302
1,592

2,256 2,287 2,398 2,520
2,647 2,784

2,916
2,986

3,078
3,364

3,812

6,651 6,850
7,195 7,429

7,882 8,158

9,171
9,540

10,016
10,559

11,884

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 7 22

居宅介護（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設介護サービス 合計

第６期期間 推計第８期期間第７期期間

（２）要介護（要支援）認定率及び給付費の推移 

要介護（要支援）認定者数及び認定率は、高齢化の進行とともに増加しています。 

 

図表-10 要介護（要支援）認定者数及び認定率の推移（人） 

 

 

 

サービス別給付費の推移は要介護認定者数とともに増加しています。 

 

図表-11 サービス別給付費の推移（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（推計）「見える化」システム 
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4,271 4,477 4,820 5,086 5,441 5,647 5,853 6,140 6,399 6,829
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第1号被保険者（前期高齢者） 第1号被保険者（後期高齢者） 第2号被保険者 合計 第1号認定率

第６期期間 推計第８期期間第７期期間

出典：（実績）介護保険事業報告（各年 9 月末現在）、（推計）「見える化」システム 
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（３）【参考】認定率と重度認定率 

認定率は、第 1 号被保険者数（65 歳以上の高齢者）全体のうち、要介護（要支援）認定

を受けている方の割合を示す指標で、重度認定率は第 1 号被保険者のうち、要介護 3 以上

の認定を受けている方の割合を示す指標です。 

認定率や重度認定率は、性別や年齢別の人口構成等の要因に大きな影響を受けます（例

えば 75 歳以上の高齢者の割合が多い市区町村では、少ない市町村と比較して認定率は高

くなります）。 

このため、異なる市区町村同士で認定率や重度認定率等の指標を比較する場合、認定率

や重度認定率から、性別や年齢構成の影響を除外して算出した基準として、調整済み認定

率、調整済み重度認定率を用いることとします。 

なお、調整済み認定率、調整済み重度認定率等の指標については、厚生労働省が運営す

る「地域包括ケア『見える化』システム」で公表されている数値を引用しています。 

 

① 調整済み認定率 

全国平均、都平均、近隣市等と比較した本市における「調整済み認定率」は下表のとおり

です。令和元年の本市の認定率をみると、18.6％と全国平均の 18.5％とほぼ同率であり、

都平均の 19.3％をやや下回っています。要介護度別では、要支援１は本市が 2.9％と全国

平均の 2.6％をやや上回り、都平均の 3.0％とほぼ同率です。要介護１では、本市が 4.9％

と全国平均の 3.7％、都平均の 3.9％よりも上回っています。また、重度の要介護 5 では、

本市が 1.3％と全国平均の 1.7％、都平均の 1.9％よりやや下回っています。 

 

図表-12 令和元年の調整済み認定率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「見える化」システム 
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② 調整済み重度認定率 

調整済み重度認定率とは、第 1 号被保険者のうち、要介護 3 以上の認定を受けている方

の割合を示すもので、比較的、介護度の重い方が占める割合です。 

本市の調整済み重度認定率は、全国値、東京都、近隣市と比較して低い水準にあること

がわかります。 

調整済み重度認定率と「65 歳以上健康寿命」を総合すると、本市は近隣の地域と比較し

て、元気で健康的な高齢者の方の割合が高いこと、要介護（要支援）の認定を受けた後も

重度化を抑制し、自立した生活を送っている方の割合が高いことを示しています。 

 

図表-13 令和元年の調整済み重度認定率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「見える化」システム 
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第３節 高齢者アンケート調査等の実施及び結果の概要 

（１）調査の実施 

本計画の策定に関する分析の基礎資料とするため、下記のアンケート調査を実施しまし

た。本調査は、①65 歳以上の市民の方、②要介護認定を受けている方を対象として、生活

実態や福祉・介護サービスに関する利用動向等を調査しました。なお、調査結果の詳細は

「東久留米市高齢者アンケート調査結果報告書」に取りまとめています。 

 

① 調査の概要 

 

調査区分 対象 調査趣旨 

①介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査 

・65 歳以上の市民 

・要支援認定者及び

事業対象者 

日常生活圏域ごとの高齢者の状態・ニーズや地域

の課題等を把握する。また、健康づくりや介護予

防、高齢者福祉サービスの利用意向等を把握、分

析する。 

②在宅介護実態調

査 

在宅で生活する 

・要支援認定者 

・要介護認定者 

「地域包括ケアシステムの構築」という観点に加え、

「介護離職をなくしていくためにはどのようなサービ

スが必要か」といった観点も盛り込むため、「高齢者

等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の

就労継続の実現に向けた介護サービスのあり方」を

検討することを目的とする。 

 

② 調査方法と実施期間 

調査方法：郵送配布、郵送回収、非接続方式 

実施期間：令和元年 12 月 6 日（調査票発送日）～令和 2 年 1 月 10 日（投函期限） 

 

③ 回収結果 

 

調査区分 対象者 有効回収件数 有効回収率 

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 1,800 1,235 68.6％ 

② 在宅介護実態調査 1,000 623 62.3％ 

合計 2,800 1,858 66.4％ 
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（２）調査の活用 

各調査結果は、下記のとおりの集計・分析等を行い、計画策定の基礎資料とします。 

なお、調査結果及び単純集計、クロス集計の結果等については、「東久留米市高齢者ア

ンケート調査結果報告書」にまとめています。 

 

区分 経年比較 単純集計 クロス集計 その他 

①介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査 
〇 〇 〇 

・地域包括ケア「見

える化」システム 
・機能リスク判定 

②在宅介護実態

調査 
〇 〇 〇 - - 

 

 

（３）調査結果の計画への反映 

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の結果は、日常生活圏域ごとの高齢者の状態や

ニーズ、地域の課題等を把握し、健康づくりや介護予防、高齢者福祉サービスの利用意向

等を把握するため、「在宅介護実態調査」の結果は、高齢者の適切な在宅生活の継続、家族

介護者の就労継続の実現に向けた介護サービスのあり方等を検討するための基礎資料とし

て活用しています。 

 

 

（４）介護保険事業者に対するアンケート調査 

高齢者アンケート調査のほか、介護保険サービスを提供している施設や事業者の現状や

課題等を把握することを目的として、市内に事業所を置く事業者に対し「介護保険事業推

進に関するアンケート調査（介護保険サービス提供事業者向け）」を実施しました。結果に

ついては、介護人材の現状把握、介護サービス事業者の意向の把握等に活用します。 
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第４章 基本理念及び施策の展開 

第１節 基本理念と基本方針 

（１）基本理念 

本市では、計画の策定に際して、第 5 次長期総合計画で掲げる基本目標をふまえ、高齢

者が住み慣れた地域で、健康的な生活を送ることができるよう支援するとともに、就労等

の社会参加や地域活動への参画ができる仕組みづくりを進め、高齢者がいきいきと暮らせ

る地域づくりを推進します。 

また、「地域共生社会」の概念を見据えつつ、高齢者の地域での生活を支えるため、包括

的な支援体制の構築等の社会福祉基盤の整備とあわせて、介護保険制度に基づく「地域包

括ケアシステム」の推進や地域づくり等に一体的に取り組みます。 

 

〔基本理念〕 

「高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり」 

 

 

〔基本的なポイント〕 

「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」 

「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」 

に基づいた内容 

 

 

〔基本目標及び施策の体系〕 

基本目標別の施策の展開 

基本理念に基づいて、この計画を推進するための 4 つの基本目標を定めました。

なお、介護保険事業計画の該当内容のうち、保険料算出に係る事項については、基

本目標外とします。 
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（２）基本方針 2025年を見据えた東久留米市の地域包括ケアシステムの姿 

本計画では、2025（令和 7）年を見据えた地域包括ケアシステムの構築を目指し、地域

医療や高齢者の自主活動等のまちの強みを活かしつつ、これまで取り組んできた高齢者福

祉施策や介護保険事業等を進める中で、東久留米市らしい地域包括ケアシステムの姿をめ

ざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．みんなで支えあう基盤づくり 

高齢者が生涯を通じて、地域で安心して暮らし続けるために、地域包括支援センター

の機能強化や地域ケア会議の推進をはじめ、関係機関・団体等との一層の連携を図りま

す。また、高齢者の地域生活を支えるために、介護と医療の一層の連携を図ります。 

 

２．心身の健康づくり 

高齢者が健康で自立した生活を送ることができるように、自主的・積極的な介護予

防・健康づくりを促進します。また、心の豊かさや生きがいを持った暮らしにつなが

るように、高齢者の仲間づくりや社会参加の機会・集いの場づくりを図ります。 

 

３．誰もが安心して暮らせるまちづくり 

高齢者の人権を尊重し、虐待防止や権利擁護を推進します。特に、認知症高齢者に

対しては、地域とともにみまもることができる仕組み・体制づくりに努めます。また、

高齢者に配慮したまちづくりや多様な住まいの確保に努めます。 

 

４．介護保険サービス、多様な支援の充実 

支援が必要な高齢者が、必要な介護保険サービスや高齢者福祉サービス等の情報を

得ることができ、気軽に相談できる体制づくりに努めます。また、地域資源・人材を

活用した取り組みを進めます。 

訪問 

生きがい、 
社会参加 

かかりつけ
医 

通所・入所 

介護予防・生きがいづくり 

医療 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 住まい・ 

暮らし 

介護・福祉・生活支援 

自治会（区）、ボランティア、 
老人クラブ等 

通院・入院 

１ 

２ 

３ 

４ 
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第２節 日常生活圏域の設定 

（１）日常生活圏域の基本的な考え方 

本計画における「日常生活圏域」は、地域の特性、地理的条件、面積や高齢者の人口、

介護給付等の対象サービスの施設整備の状況等を総合的に勘案し、設定されます。 

 

（２）日常生活圏域の設定 

本計画期間は、地域性や介護保険施設等の設置状況、地域の広さや鉄道、幹線道路等の

交通事情等も勘案し、従前の 3 つの圏域（東部圏域、中部圏域、西部圏域）を設定します。 

 

東部圏域 上の原、金山町、神宝町、氷川台、大門町、小山、東本町、新川町、浅間町 

中部圏域 本町、幸町、中央町、南沢、学園町、ひばりが丘団地、南町、前沢一丁目～三丁目 

西部圏域 前沢四・五丁目、滝山、野火止、八幡町、柳窪、弥生、下里 
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第３節 基本目標及び施策の体系 

（１）基本目標の設定 

本計画では、基本理念の実現に取り組むため、第 7 期計画の目標を継承しつつ、介護保

険制度改正に適切に対応するため、以下の 4 つの基本目標及び施策の体系を掲げます。 

 

 

基本目標１ 介護予防・健康づくり施策の推進のための取組 

① 記載方針 

介護予防・健康づくり施策の推進のための取組として、主に地域支援事業（総合事業及

び包括的支援事業・任意事業）の効果的な実施について記載します。 

 

② 記載事項 

施策１ 介護予防給付、介護予防・生活支援サービスの方向性 

記載内容 
予防給付、介護予防・生活支援サービスの現状と課題、今後の方向性についての

考え方を示します。 

 

施策２ リハビリテーションサービス提供体制に関する方向性 

記載内容 

要介護・要支援者が、本人の身体の状況に応じて、必要なリハビリテーションサー

ビスを過不足なく受けることができ、住み慣れた地域において自立した生活を送る

ことを可能にしていくため、リハビリテーションサービス提供体制に関する今後の方

向性を示します。 

 

施策３ 健康づくりの施策及び一般介護予防事業の推進 

記載内容 

第 8 期中における、フレイル予防のための健康づくりの施策、一般介護予防事業

の推進に関し、住民主体の「通いの場」の充実のための施策、専門職の関与や他

の事業との連携等の方向性についての考え方を示します。 
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基本目標２ 要介護状態や認知症になっても、自分らしい暮らしを続けるための取組 

① 記載方針 

重度化防止のための取組の方向性、介護サービスの今後の方向性、家族介護者支援の

ための取組、認知症施策の推進等について記載します。 

 

② 記載事項 

施策１ 介護サービス、その他在宅生活を支えるサービスの方向性 

記載内容 

本市の介護給付の特徴をふまえた今後の介護需要見込と支援の方向性を検討

し、重度化防止と在宅での生活の継続という観点から、地域密着型サービスの整

備の方向性を示します。また、生活面に困難を抱える高齢者に対する住まいと生

活の支援の一体的実施という観点から、有料老人ホームとサービス付き高齢者向

け住宅の現状を分析し、庁内関係部署や都との連携を図ります。 

 

施策２ 家族介護者の支援のための取組 

記載内容 

在宅介護実態調査を通じた家族介護者の現状等をふまえ、介護サービスにおける

レスパイト・ケアとしてのサービス（デイサービス・ショートステイ等）、介護サービス

外の宿泊サービス等の現状、地域支援事業における家族介護者の支援のための

取組等についての方向性を示します。 

 

施策３ 認知症施策推進大綱等をふまえた認知症施策の推進 

記載内容 

「認知症施策推進大綱」における具体的な施策の５つの柱をふまえ、認知症を予

防しつつ、認知症になっても住み慣れた地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮ら

し続けるための施策展開、普及啓発の取組やチームオレンジの設置及び「通いの

場」の充実等について示します。 

 

施策４ 権利擁護の推進 

記載内容 

ひとり暮らし高齢者が増加する中で、高齢者一人ひとりの人格を尊重し権利が守ら

れる社会を実現するため、高齢者虐待の防止に係る施策や、成年後見制度等を

活用した高齢者の権利擁護に係る施策の方向性を示します。 
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基本目標３ 共に参加し共に支える、地域ぐるみの体制づくりのための取組 

① 記載方針 

第 7 期までに深化・推進した地域包括ケアシステムを継続的に発展させ、「地域共生社

会」の概念をふまえた地域づくり、包括的支援体制の整備に係る高齢・介護分野における

考え方、方向性について記載します。 

 

② 記載事項 

施策１ 地域包括支援センターの課題と今後のあり方 

記載内容 

地域包括支援センターの現状や課題等を整理し、将来にわたり各包括におけるサ

ービスの平準化が維持され、高度化する高齢者を巡る課題に対応できる体制を構

築するための地域包括支援センターのあり方についての考え方を示します。 

 

施策２ 在宅医療と介護の一体的な提供体制の構築・推進 

記載内容 
高齢者アンケートの結果等をふまえ、第 7 期中における在宅医療・介護連携推進

事業の振り返りと、第 8 期中における方向性について提示します。 

 

施策３ ひとり暮らし高齢者等の「みまもり」体制の推進 

記載内容 

ひとり暮らし高齢者等の「みまもり」に係る事業の重要性に鑑み、高齢者の「みまも

り」体制に関する事業の推進について、関係部署とも連携の上で第 8 期中におけ

る方向性等を提示します。 

 

施策４ 地域のつながりづくりへの取組と「地域共生社会」に向けた取組 

記載内容 

地域の自主グループの立ち上げ支援や各グループへの専門職の派遣等の取組、

就労的活動やボランティア等高齢者の社会参加の促進、各団体との連携、生活支

援体制の整備等に係る今後の方向性を示します。 

また、地域ケア会議の活動を通じた地域課題の把握、社会資源の活用及び多職

種の連携の発展と、「地域共生社会」の概念をふまえた、高齢・介護分野における

現時点での考え方を示します。 
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基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の提供体制を整備するための取組 

① 記載方針 

介護サービスの基盤を支える介護人材の確保、介護従事者のスキルアップ及び業務効

率化の取組、介護給付適正化の取組等を通じて、2025年、2040年と、将来に向かって持

続可能な介護保険サービスの提供体制を構築していくための施策の方向性について記載

します。 

 

② 記載事項 

施策１ サービスの質の向上・給付適正化に向けた取組 

記載内容 

サービスの質の向上のための取組（指定・指導事務、実地指導、運営推進会議

等）、給付適正化の取組（要介護認定の適正化、ケアプラン点検、住宅改修・福祉

用具点検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費通知、給付実績の活用）に

ついて示します。 

 

施策２ 介護人材の確保・事業の効率化に向けた取組 

記載内容 

介護サービス提供事業所を対象としたアンケートの回答等から介護人材の状況等

を把握し、第８期中における介護人材（介護職員及び介護分野で働く専門職を含

む）確保のための施策の展開、介護ロボットや ICT の活用、文書負担軽減等によ

る業務の効率化等の方向性を示します。 

 

施策３ 要介護（要支援）認定実施体制の計画的な整備に向けた取組 

記載内容 

2025 年・2040 年に向け増加する見込みの要介護（要支援）認定事務（認定申請の

受付、認定調査、認定審査会等）の実施体制の計画的整備の方向性を提示しま

す。 

 

施策４ 災害・感染症対策に係る体制の整備 

記載内容 
近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行をふまえた災害・感染

症対策の重要性と、そのための連携体制等の考え方について示します。 
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介護予防・健康づくり施策の

推進のための取組 

各論Ⅰ 基本目標と施策 

 

（２）施策の体系 

本計画の施策の体系及び〈各論Ⅰ〉〈各論Ⅱ〉の記載事項は、次のとおりです。 

 

 

 

 

基本方針 2025 年を見据えた東久留米市の地域包括ケアシステムの姿 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

基本理念 「高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり」 

各論Ⅱ 介護保険事業の見込量、保険料 

介護保険サービスの実績と見込み 第８期介護保険事業の見通し 

介護保険制度の円滑な運営 

要介護状態や認知症になっ

ても、自分らしい暮らしを続

けるための取組 

共に参加し共に支える、地域

ぐるみの体制づくりのため

の取組 

持続可能な介護保険サービ

ス等の提供体制を整備する

ための取組 

（１）介護サービス、その他在宅生活を支えるサービスの方向性 

（２）家族介護者の支援のための取組 

（３）認知症施策推進大綱等をふまえた認知症施策の推進 

（４）権利擁護の推進 

（１）地域包括支援センターの課題と今後のあり方 

（２）在宅医療と介護の一体的な提供体制の構築・推進 

（３）ひとり暮らし高齢者等の「みまもり」体制の推進 

（４）地域のつながりづくりへの取組と「地域共生社会」に向け

た取組 

（１）サービスの質の向上・給付適正化に向けた取組 

（２）介護人材の確保・事業の効率化に向けた取組 

（３）要介護（要支援）認定実施体制の計画的な整備に向けた取組 

（４）災害・感染症対策に係る体制の整備 

基本目標 1 

基本目標２ 

基本目標３ 

基本目標４ 
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〈各論Ⅰ〉 
 

基本目標１ 介護予防・健康づくり施策の推進のための取組 

基本目標２ 要介護状態や認知症になっても、 

自分らしい暮らしを続けるための取組 

基本目標３ 共に参加し共に支える、 

地域ぐるみの体制づくりのための取組 

基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の提供体制を整備す

るための取組 

全 体 目 標 第 8 期計画における数値目標の設定 
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基本目標１ 介護予防・健康づくり施策の推進のための取組 

施策１ 介護予防給付、介護予防・生活支援サービスの方向性 

現 状 の 分 析 
 

○ 本市の 65 歳健康寿命（東京保健所長会方式）は、都内で常に上位に位置しています。

また、令和元年度の本市の調整済認定率は 18.6％で、全国平均（18.5％）とほぼ同水

準にあるものの、都平均の 19.3％に比べると低い水準にあります。調整済軽度認定率

（令和元年）は本市 13.0％で、全国 12.1％、都 12.7％とほぼ同水準であるのに対し、

調整済重度認定率については 5.6％で、全国 6.3％、都 6.6％と比較しても低い水準に

あり、軽度要介護者の認定を受けても、重度要介護者とならない状態が維持されてい

ます。 

〇 一方、高齢化率は他市に比べ高く、認定者数も増加の傾向が見られます。これらは今

後も上昇が見込まれることから、元気な高齢者を増やし、要介護状態となることを予

防するための取組を継続していくことが求められます。 

〇 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の、「今後、介護・介助が必要となったとして、あ

なたはどのような生活を希望しますか」という設問に対しては、「自宅で、主に介護サ

ービス等を利用したい」（38.1％）、「自宅で、主に家族や親族に介護をしてもらいたい」

（16.8％）の 2 つで 5 割を超え、住み慣れた自宅での生活の継続を望む傾向が見られ

ました。 

〇 令和元年度より自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議(行政主催)を開始し、

事業対象者や要支援者について検討しました。令和 2 年度より管理栄養士が参画する

こととなり、予防の支援を重視した会議へと深化を図りました。 

〇 第 7 期中において地域ケア会議で検討する計画及び検討した個別事例について、地域

包括支援センター・在宅介護支援センター・在宅療養相談窓口会議を利用して、その

後のモニタリングや検討する会議体について合議する仕組みを構築しました。地域ケ

ア個別会議や地域ケア推進会議（第 2 層）で把握した地域課題について、具体的な解

決策、資源開発等については、関係機関と連携し実現化することができました。 

〇 平成 29 年より介護予防訪問介護・介護予防通所介護から移行し、平成 30 年に完全移

行した介護予防・生活支援サービスについては、基本チェックリストを活用したサー

ビス利用者の割合は低く、要支援の認定を受けた者を対象とした総合事業型のサービ

ス（従来の介護予防訪問介護・介護予防通所介護）の利用が中心になっています。 

〇 支援強化型や支え合いのサービスを事業対象者として利用したのち、要支援認定に至

り総合事業型のサービスに移行するケースが多くみられます。介護保険事業推進に関

するアンケート調査（介護保険サービス提供事業所向け）結果では、支援強化型・支

え合いのサービス提供事業所が事業所の指定数に比べて少なく、「支援強化型・支え

合いのサービス提供をしない理由は何か」との問いに対する回答は、「現状の事業の

維持で精一杯である」が 16.3％でした。 
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課 題 の 抽 出 
 

〇 重度化が抑制されている傾向がある一方で、認定率全体は高齢化の影響により増加傾

向にあり、近隣他市と比較して軽度要介護者の割合は高くなっています。介護予防の

取組と新規認定者（軽度者が多い）の重度化防止の取組を並行して推進する必要があ

ります。 

〇 高齢者数の増加に伴い、新規の認定申請件数も増加しています。また、新規認定者の

46.2％が要支援者である現状もふまえれば、今後、介護予防給付、介護予防・生活支

援サービスに対するニーズが高まっていくものと考えられます。介護予防・生活支援

サービスの提供体制としては、支援強化型や支え合いのサービス提供事業所が少なく、

安定したサービス提供や利用者の増加に対応できていないことが課題です。 

〇 今後、必要となってくるサービスの量の見込みを推計するにあたっては、介護が必要

になった場合でもできる限り在宅生活の継続を希望する方が多いことをふまえ、今後

の利用者数の増加を見込む必要があります。 

〇 身体介護が必要な方及び認知症の症状がある方のみが従来型サービスを利用し、それ

以外の方は原則として初めに支援強化型サービスを利用し、短期間での回復を目指す

という運用がされていないケースがあります。また、いったんサービスの利用が始ま

ると、利用者の中にサービスを利用し続けたいという意識が生まれてしまい、介護予

防・日常生活支援総合事業の目的のひとつである「卒業」にまで至らないケースが多

く見られます。介護予防と機能回復を促すという観点から、今後、基本チェックリス

トを活用した支援強化型・支え合いのサービスの利用につなげるケースを増やす必要

があります。 

〇 介護支援専門員が自立支援・重度化防止に資する（介護予防）ケアマネジメントに対

する理解を深め推進していくために、助言、指導を継続していく必要があります。 

〇 要介護認定に至る前の介護予防の取り組みを、各福祉分野とも連携しつつ、地域包括

支援センターを中心に推進していく必要があります。 
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主な事業と今後の方向性 

 

 

参考：東久留米市の介護予防・生活支援サービスの種類 

総合事業型訪問介護 支援強化型訪問介護 支え合い訪問介護 

食事や入浴・排せつ等の介助等の身体

介護、食事の準備や掃除等の生活援

助。以前の介護予防訪問介護と同じ内

容のサービス。 

通常の訪問介護に加え、家庭にリハビ

リ専門職が月 1 回訪問し、介護予防に

関する助言を行う。3 か月集中サービ

スで、必要に応じて3か月延長も可能。 

買物・調理・掃除等の生活援助で、有資

格者と事業所で研修を受けた地域住民

等がサービスを提供する。緩和型サー

ビス。 

総合事業型通所介護 支援強化型通所介護 支え合い通所介護 

生活機能向上のための機能訓練、運

動、レクリエーション、入浴、食事

等。以前の介護予防通所介護と同じ内

容のサービス。 

通常の通所介護の中で、リハビリ専門

職が月 1 回日常生活動作や介護予防に

関する助言を行う。3 か月集中サービ

スで、必要に応じて3か月延長も可能。 

生活機能向上のための機能訓練、運動、

レクリエーション、食事等。有資格者と

事業所で研修を受けた地域住民等がサー

ビスを提供する。緩和型サービス。 

 

  

事業名 方向性 担当課 

介護予防サービ

ス 

地域密着型介護

予防サービス 

・自立支援・重度化防止に資する介護予防ケアマネジメントが実施でき

るよう、地域包括支援センターを中心にリハビリテーション専門職等の

多職種参加による地域ケア会議の活用や介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）への支援を実施します。 

・本人参加型の自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議を地

域包括支援センターが開催できるように、地域包括支援センターの主

任介護支援専門員で仕組みを検討し、体制の構築を図ります。 

介護福祉課 

介護予防・生活支

援サービス（総合

事業型） 

・自立支援・重度化防止に資する介護予防ケアマネジメントの視点を通

じて、総合事業型（従来型）サービスの利用者の状態の変化に応じた

ケアプランの作成を推進します。 

介護福祉課 

介護予防・生活支

援サービス（支援

強化型） 

・介護予防の取り組みが必要な高齢者を把握し、基本チェックリストを

活用して早期に支援強化型サービスにつなぐことで自立を推進しま

す。 

・自立に向けた効果を高める事業体制やサービス提供内容の見直し及

び介護予防の推進を図ります。 

介護福祉課 

介護予防・生活支

援サービス（支え

合い） 

・サービス提供事業所と連携したサービスの提供体制の検討や介護人

材育成研修等を活用した、地域包括ケアシステムの推進のため、世

代を超えた地域住民の発掘、担い手の養成等介護人材のすそ野を広

げる取り組みを継続していきます。 

介護福祉課 
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施策２ リハビリテーションサービス提供体制に関する方向性 

現 状 の 分 析 
 

〇 介護保険制度における高齢者の自立支援のための取組としては、主に訪問リハビリテーシ

ョン、通所リハビリテーション、介護老人保健施設で実施されるリハビリテーション、訪

問看護ステーションからの看護職員、理学療法士等の訪問、通所介護で実施される機能訓

練、指導、地域リハビリテーション活動支援事業があります。 

〇 訪問リハビリテーションの利用率が、全国平均、東京都、近隣市に比べて低い（特に要支

援 1・2 の利用率が低い）傾向があります。また、サービス提供事業者数に比べ、PT（理

学療法）、OT（作業療法）の従事者数が少ない傾向があります。 

〇 上記の理由としては、通常の通所介護にて、機能訓練加算を利用したリハビリテーション

の実施が多いことが影響している可能性があります。また、ウォーキング等の運動習慣が

ある高齢者も多く、生活期におけるリハビリテーションの代替となっている可能性があり

ます。 

〇 介護予防・生活支援サービスの支援強化型サービスでは、リハビリ専門職の関与がありま

すが、3 か月の短期集中サービス利用後、身体的な改善効果があっても、サービスを継続

したい利用者の希望により要支援認定を受け、総合事業型サービスへ移行することが多い

傾向があります。 

 

出典 厚生労働省「要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体制に関する検討会報告書」 
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課 題 の 抽 出 
 

〇 「要介護・要支援者が、本人の身体の状況に応じて、必要なリハビリテーションサー

ビスを過不足なく受けることができ、住み慣れた地域において自立した生活を送るこ

とができている状態」を、地域として目指すリハビリテーションサービス提供体制の

理想像として設定します。 

〇 医療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテーション、介護保険で実施する生活

期リハビリテーションへの切れ目のないサービス提供体制の構築に向けて、医療機関

やリハビリテーション関係者等との連携が重要になっています。 

〇 介護支援専門員（ケアマネジャー）が自立支援・重度化防止に資する（介護予防）ケ

アマネジメントに対する理解を深め推進していくために、助言、指導を継続していく

必要があります。 

 

※「生活機能」について  

国際生活機能分類（ICF:International 

Classification of Functioning, disability and 

health）では、 

人が生きていくための機能全体を「生活機能」

として捉え、 
  

① 体の働きや精神の働きである「心身機能」 

② ADL・家事・職業能力や屋外歩行といっ

た生活行為全般である「活動」 

③ 家庭や社会生活で役割を果たすことであ

る「参加」 
 

 

の３つの要素から成るものとしている。 

（「高齢者の地域における新たなリハビリテーションの在り方検討会」報告書（平成 27 年３月）より引用） 

 

生活機能は健康状態と背景因子（すなわち，環境因子と個人因子）との間の，相互作用あるいは

複合的な関係とみなされる。そのため「環境因子」なども生活機能の重要な因子であることは前

提となる。 

（「「国際生活機能分類－国際障害分類改訂版－」（日本語版）の厚生労働省ホームページ掲載について（平成 14 年８月

５日）」より引用） 

出典 厚生労働省「介護保険事業（支援）計画における要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体

制の構築に関する手引き」 
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主な事業と今後の方向性 

 

 

 

 

 

  

事業名 方向性 担当課 

介護保険サービ

ス 

介護予防サービ

ス 

・訪問リハビリテーション・通所リハビリテーション・介護老人保健施設・

訪問看護ステーションの看護職員、理学療法士等の訪問・通所介護

で実施される機能訓練指導等の地域におけるリハビリテーション資源

の把握、連携体制の推進をめざします。 

介護福祉課 

介護予防・生活支

援サービス 

・介護予防の取り組みが必要な高齢者を把握し、基本チェックリストを

活用して早期に「支援強化型サービス」につなぐことで自立を推進しま

す。また、自立に向けた効果を高める事業体制やサービス提供内容

の見直しを通じて、介護予防の推進を図ります。 

・基本チェックリストを活用した「支援強化型サービス」を利用するケー

スを増やし、要介護認定に至る状態を予防します。 

介護福祉課 

地域リハビリテー

ションの推進 

・本人参加型の自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議を地

域包括支援センターにおいて開催できるように、地域包括支援センタ

ーの主任介護支援専門員で仕組みを検討し、体制の構築を図りま

す。また、要介護認定に至る前の介護予防の取り組みを地域包括支

援センターとともに推進します。 

・要支援高齢者等が自身の地域ケア個別会議に参加することで、自立

に向けた意欲、意識の向上を図ります。 

介護福祉課 
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施策３ 健康づくりの施策及び一般介護予防事業の推進 

現 状 の 分 析 
 

【一般介護予防事業】 

〇 介護予防教室（シャキシャキ介護予防教室、脳の健康教室、若さを保つ元気食教室等）

の開催や介護予防講演会を通じて、市民、関係者へ介護予防・フレイル（虚弱化）予

防に係る普及啓発を行い、介護予防の推進を図りました。 

〇 介護予防に資する「通いの場」について、生活支援コーディネーターと連携しその活

動を把握するとともに、各グループ代表者へ介護予防・フレイル予防についての情報

提供を行い、希望するグループには専門職（リハビリテーション専門職、栄養士）を

派遣しました。 

〇 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、「15 分位続けて歩いていますか。」の設問に

は「できるし、している」との回答が 79.2％、「過去一年間に転んだ経験があります

か。」の設問には「ない」との回答が 73.0％とそれぞれ高い割合を占め、高齢者全体

としては健康維持が図られていることが推察されます。地域活動への参加の問いには、

「いずれかの活動に参加している方」が 73.1％、「いずれにも参加していない方」が

26.9％であり、地域活動への参加が介護予防・フレイル予防につながることを周知し、

参加を促すための動機付けにしていく必要があります。 

〇 75 歳を境に外出頻度の減少が認められるため、後期高齢者への積極的なアプローチ

が必要です。第 7 期中では「あんしん生活調査訪問」において基本チェックリストを

実施し、フレイル状態の後期高齢者を早期に発見し、介護予防事業を紹介しています。 

〇 令和 2 年に発生した新型コロナウイルス感染症の影響により外出の機会が減少し、フ

レイルが進行することを予防するため、市公式ホームページに介護予防ご当地体操

「わくわくすこやか体操」の動画を作成し、掲載する事業（フレイル予防体操動画作

成事業）を実施しました。 

【健康づくりのための施策】 

〇 （健康課）東久留米市健康増進計画（第 2 次）推進のため、健康づくり推進員と協働

して活動しました。健康の目標を立て、取り組み、申請することで、市内店舗で特典

が受けられるカードを発行する「東くるめわくわく元気 plus＋」の周知を中心に活動

し、今までの活動に比べ、より多くの市民の参加があり、特に働く世代の参加が多く

なりました。また、令和元年度に新規開拓も含め市内 8 コースで 5 種（全域版含む）

のウォーキングマップを作成し、教室やキャンペーン等の周知活動を行っています。 

〇 （健康課）平成 30 年度にこころの健康に関する実態調査の実施、令和元年度に庁内

連絡会及び自殺対策推進協議会等を設置し、市自殺対策計画を策定しました。計画期

間は令和 2～5 年度で、基本理念を「みんなでこころ支えあう 心地よいまち」とし、

市職員や関係機関を含む全市民で推進していくこととしました。令和 2 年度より計画

に位置付けた新規事業として事例検討会、自殺予防啓発パンフレット作成、市民・関

係者向けゲートキーパー養成講習を実施しています。 
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〇 （道路計画課）市では、地域公共交通の充実に向けた短期的な施策として、①公共交

通空白地域の解消、②子育てしやすい環境づくり、③介護を受けない元気な高齢者を

増やす、④東久留米市デマンド型交通のあり方の検討を行う、という 4 つの視点に基

づき、地域公共交通の充実に向けた検討を進め、令和 2 年 3 月 16 日に高齢者及び子

育て世帯を対象とした東久留米市デマンド型交通「くるぶー」の実験運行（5 年間）

を開始しました。 

 

図 「わくわくすこやか体操」冊子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「わくわくすこやか体操」の動画一部 
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課 題 の 抽 出 
 

【一般介護予防事業】 

〇 介護予防・フレイル予防に対する関心が高い高齢者が自主的に教室に参加している

一方、取り組みが必要なフレイル状態にある高齢者に対し十分に情報が届いていな

いことも多く、定員に満たない教室も見られます。介護予防・フレイル予防等に無関

心な層への働きかけには課題があります。 

〇 介護福祉課において現在把握していない「通いの場」についても、関係機関との連携

構築により広く把握していくことで、地域資源の有効活用を図る必要があります。 

〇 第 7 期中、後期高齢者健診の結果返却時用に、介護予防・フレイル予防事業に関する

リーフレットを健康課と合同で作成・配布しましたが、その活用方法についての検討

が不十分であったため、効果が十分に検証されていません。今後、効果検証を行い、

地域資源を活用した予防の取組みや健康づくりと連携した介護予防・フレイル予防

事業の展開について、具体的に検討していく必要があります。 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響で高齢者の外出の機会が減少したことについて、

今後、その影響の分析を行い、引き続き感染症拡大への対策を行いながら、介護予

防のための施策を計画的に実施していく必要があります。 

〇 市民主体で立ち上げられた「通いの場」の活動についても、新型コロナウイルス感染

症の影響で活動を休止しているグループがあることをふまえ、今後の支援策を検討

していく必要があります。 

〇 感染症の影響下で作成した介護予防ご当地体操「わくわくすこやか体操」の動画につ

いては、感染症の終息以降も体操の存在を多くの市民に広く周知し、市民主体の介

護予防の取組を広げていくために引き続き活用していくことが重要です。 

 

【健康づくりのための施策】 

〇 （健康課）わくわく健康プラン東久留米の推進に関しては、新型コロナウイルス感染

症予防対策のため、積極的な活動ができないことが課題です。今後も新型コロナウ

イルス感染症予防のため、対面・集団に対する周知活動ができない状況が続くと思

われます。 

〇 （健康課）自殺対策の推進に関しては、市民へゲートキーパーの知識の普及と、支援

者のこころの負担を軽減する庁内連携体制づくりが課題です。 
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主な事業と今後の方向性 

  

事業名 方向性 担当課 

介護予防普及啓

発事業 

・シャキシャキ介

護予防教室 

・脳の健康教室 

・若さを保つ元気食

教室（低栄養予防） 

・各種介護予防講

演会 

・様々な介護予防・フレイル予防事業を継続することで、知識の習得と

体験を通して学ぶことができ、その体験を通して個人の取り組みや通

いの場でのグループ活動による介護予防・フレイル予防活動の継続

を推奨します。また、厚生労働省発行の介護予防マニュアルに沿っ

て、効果的なプログラムを検討します。 

・介護予防の取り組みが必要な高齢者を把握し、これまで無関心だっ

た層を取り込みつつ、教室への参加につなげるための方策を検討し

ます。心身の状況に応じて、介護予防・生活支援サービスと連動した

取り組みを検討します。 

介護福祉課 

地域介護予防活

動支援事業 

・自主グループ支

援事業 

・生活支援コーディネーター、自主グループ支援事業等の活用により、

自主グループたちあげ支援や活動の継続支援を安定的に行い、核と

なる人材発掘と地域における介護予防の通いの場の推進を図りま

す。 

介護福祉課 

地域リハビリテー

ション活動支援事

業 

・お楽しみ測定会 

・わくわくすこやか

体操呼びかけ隊 

・地域リハビリテーション活動支援事業を通じて、自主グループたちあ

げ支援や核となる人材を発掘、育成します。 

・介護予防ご当地体操「わくわくすこやか体操」を活用した取り組みを推

奨します。特に、令和 2 年度に作成した動画を第 8 期においても積極

的に活用し、広く介護予防・フレイル予防についての普及啓発を図り

ます。 

介護福祉課 

わくわく健康プラ

ン東くるめの推進 

・個人でも取り組める「東くるめわくわく元気 plus＋」やウォーキングマッ

プ、適塩スープの「しおかるくるめスープ」レシピ集等について、市民が

積極的に活用できるようにするため、周知活動をどのようにしていくと

効果的か、健康づくり推進員とともに検討し、実施していきます。 

健康課 

自殺対策 ・計画に位置付けている事業を実施することで、庁内・外の連携体制の

充実と、ゲートキーパーに関する知識の普及により市民が身近な人と

支え合い、気づくことのできる地域づくりを目指します。また、庁内連

絡会及び協議会にて PDCA サイクルにより自殺対策を総合的に推進

します。 

健康課 

高齢者の移動支援

（東久留米市デマン

ド型交通「くるぶー」

の実験運行事業） 

・サービス水準と財政負担の均衡を念頭に入れつつ、利用者アンケー

トを実施し、その結果を必要に応じ地域公共交通会議に諮りながら、

実験運行を実施していきます。 

道路計画課 
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基本目標２ 要介護状態や認知症になっても、 

自分らしい暮らしを続けるための取組 

施策１ 介護サービス、その他在宅生活を支えるサービスの方向性 

現 状 の 分 析 
 

【介護サービス】 

〇 令和 3 年 3 月に認知症対応型共同生活介護（グループホーム）及び小規模多機能型居

宅介護をそれぞれ 1 か所、公募により整備しました。 

〇 市内の介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の整備率は、令和元年度末の北多摩

圏域の平均が約 1.60％であるのに対して、本市の整備率は平成 29 年 10 月１日現在

で約 1.89％、令和元年度末現在で 1.86％となっており、高い水準となっています。ま

た、令和 7（2025）年においても、1.82％の見込みで第 7 期計画策定時と大きな差は

ありません。また、次表の※1 のとおり、待機者数は年々減少傾向にあります。 

〇 施設系・居住系サービスに係る、市内の施設整備数等は以下のとおりです。 

施 設 名 称 等 整備数 定員 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）※1 6 か所 625 人 

介護老人保健施設 1 か所 150 人 

  ※1 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所待機者数（各年 10 月 1 日現在）

は、平成 30 年が 363 人、令和元年が 331 人、令和 2 年が 282 人です。  

施 設 名 称 等 
2 年 10 月 1 日現在 3 年 3 月 1 日予定 ※2 3 年 7 月 1 日予定 ※2 

整備数 定員 整備数 定員 整備数 定員 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム）※3 
6 か所 84 人 7 か所 111 人 5 か所 99 人 

※2 令和 3 年 3 月に公募により 1 か所整備、令和 3 年 6 月に 2 か所廃止予定です。 

※3 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の入所待機者数（各年 10 月 1 日 

現在）は、平成 30 年が 47 人、令和元年が 43 人、令和 2 年が 47 人です。 

 

【在宅生活を維持するための住宅の提供体制の整備】 

〇 （福祉保健部福祉総務課）高齢者向け優良賃貸住宅として認定を受けたこもれび滝山

公園とリベーレほんむらに対する家賃補助や、都営住宅のシルバーピアに生活協力員

を配置し、団らん室の管理や居住者の安否確認を行っています。 

〇 （福祉保健部福祉総務課）生活困窮者自立支援事業においては、低廉な家賃物件への

転居の相談があった際には、高齢者向け優良賃貸住宅の空室を確認し対応する等、担

当間で密な連携を行っています。また、ひとりぐらし高齢者住宅手当支給事業では、

65 歳以上の高齢者（非課税）で民間賃貸住宅に居住している方に対し、家賃補助を行

っています。 
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課 題 の 抽 出 
 

〇 介護給付費は年々増加傾向にあり、制度を持続可能なものとしていくためには、利用

者が真に必要としているサービスを過不足なく提供するための体制づくりが必要で

す。 

〇 介護サービス基盤については、後期高齢者人口、要介護者が増加していく中で、サー

ビス需要に応じた体制の確保や持続可能なサービスの提供のため、計画的な整備が

必要です。 

〇 介護老人福祉施設については、東京都の基準によれば北多摩北部は充足地域に位置

付けられていることから、第 8 期中の整備は見込んでいません。在宅生活の継続を

望むニーズが大きい中、施設サービスの比重を高めることは保険料の上昇の要因に

つながることもふまえる必要があります。 

〇 短期入所者生活介護（ショートステイ）については、国・都・近隣市等と比較して受

給率自体は高くはない一方で、長期利用者の割合が高い傾向があります。介護が必

要な高齢者の在宅生活の支援、家族介護者等の負担の軽減（レスパイト・ケア）とい

う本来の趣旨の利用が行われるよう、他のサービスや施設整備とのバランスをとる必

要があります。 

〇 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の「介護等が必要になったとして、どのような生

活を希望するか」という問いに対し、在宅での介護を希望するという回答が多かった

ことから、要介護状態になっても、介護サービスを利用しながら、可能な限り住み慣

れた地域で在宅生活を継続できるようにするために必要な地域密着型サービスの基

盤整備を、第 7 期に引き続き推進する必要があります。 

〇 有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の施設数等

（令和 2 年 4 月 1 日現在）は、以下のとおりです。 

■ 介護付（混合型を含む）有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護） 

施設数 総定員数 総入居者数 
入居者数内訳 

自 立 軽度要介護者 重度要介護者 

6 施設 387 人 321 人 37 人 145 人 139 人 
 

■ 住宅型有料老人ホーム 

施設数 総定員数 総入居者数 
入居者数内訳 

自 立 軽度要介護者 重度要介護者 

1 施設 28 人 7 人 0 人 0 人 7 人 
 

■ サービス付き高齢者向け住宅 

施設数 総定員数 総入居者数 
入居者数内訳 

自 立 軽度要介護者 重度要介護者 

3 施設 142 人 126 人 3 人 62 人 61 人 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

地域密着型サー

ビスの基盤整備 

・医療ニーズの高い高齢者の在宅療養を支えていくため、公募により、

市内初の看護小規模多機能型居宅介護の整備をめざします。 

介護福祉課 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、認

知症対応型通所介護については、サービス利用につなげるため、利

用者、家族介護者、介護支援専門員（ケアマネジャー）、地域住民等

へのサービス内容の周知・啓発等の取組により、サービスの定着に向

け支援していきます。 

 

宿泊サービスの

適正な利用と充

実 

・介護が必要な高齢者の在宅生活を支援し、家族介護者等の負担を軽

減する観点から、短期入所生活介護、短期入所療養介護（ショートス

テイ）、地域密着型通所介護等のデイサービス事業所の設備を利用

する宿泊サービス（介護保険外サービス）、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護のそれぞれの特性と利用者、家族

介護者のニーズに合った利用がされるよう、介護支援専門員（ケアマ

ネジャー）等に働きかけるとともに、整備や定着に向けた支援を行い

ます。 

介護福祉課 

施設・居住系サー

ビス等の充実 

・認知症になっても、住み慣れた地域で、家庭的な環境や地域住民と

の交流、支え合いの下で生活が続けられるよう、公募により、認知症

対応型共同生活介護（グループホーム）の整備をめざします。また、低

所得者向け居室の整備について、調査・検討します。 

介護福祉課 

・介護老人福祉施設、介護老人保健施設については、入所待機者の状

況や職員体制を含めた施設の稼働状況等を把握しつつ、2025 年、

2040 年、さらに先の高齢者数のオフピーク後も見据えた中長期的な

視点で、整備の必要性を検討していきます。 

 

・介護付有料老人ホームについては、本市の被保険者の入居が結び

付きにくい状況を考慮し、「東京都高齢者保健福祉計画」に基づく北多

摩北部圏域における必要利用定員総数と圏域内の整備の動向等に

ついて、東京都と情報共有し、必要に応じて協議に対応します。 
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事業名 方向性 担当課 

高齢者の「住ま

い」の確保 

・高齢者が、「住宅確保要配慮者」（住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の促進に関する法律）に位置付けられていることから、住居

の問題で困っている高齢者に対しては、個々の高齢者の希望や心身

の状態、経済的事情等をふまえ、公営住宅、シルバーピア（高齢者集

合住宅）、高齢者向け優良賃貸住宅、サービス付き高齢者向け住宅、

住宅型老人ホーム等について引き続き情報提供していきます。 

福祉総務課 

介護福祉課 

都市計画課 

低所得高齢者の

住宅対策（生活困

窮者自立支援事

業） 

・低廉な家賃物件への転居の相談については、引き続き市の事業を案

内するとともに、東京都の事業等の状況を注視し、相談者への情報提

供等円滑な支援に努めます。 

福祉総務課 

ひとりぐらし高齢

者住宅手当支給

事業 

・低所得の独居高齢者に対する経済的負担軽減のための施策として、

事業の継続的な実施を図ります。 

 

福祉総務課 

高齢者訪問理美

容助成事業 

・要介護 3 以上の重度要介護者の在宅生活を支援するための施策とし

て、対象者の清潔保持とその他の者との公平性という観点を考慮しつ

つ、事業の継続的な実施を図ります。 

福祉総務課 

 

 

 

 

 

 

 

泊まり 

通い 

泊まり・通い 

訪問 

訪問 

（介護・看護） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 登録利用者以外

の地域住民に対

しても訪問看護

を提供 
（訪問看護事業所

の指定を受けてい

る場合） 

自宅 

図 看護小規模多機能型居宅介護のイメージ図 
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施策２ 家族介護者の支援のための取組 

現 状 の 分 析 
 

〇 在宅介護実態調査では主な介護者の年齢は 60 代が 26.6％、70 代が 19.4％、80 代が

15.7％で、合わせると 6 割を超える状況です。また、50 代も 25.3％を占めており、

高齢者が高齢者を介護する「老々介護」は今後も増加していくと推測されます。 

〇 同調査によれば、介護を行う上で特に困っていることは、心身の負担（36.7％）、リフ

レッシュの時間が取れない（23.4％）、早朝・夜間・深夜等の突発的な対応（23.1％）、

本人が介護サービスを利用したがらない（21.8％）等が挙げられています。 

〇 また、不安に感じる介護等については、認知症状への対応（27.4％）、夜間の排泄

（25.8％）、通院（23.7％）、入浴・洗身（21.8％）等が多い回答となっており、日常

生活で必要な身体的な介護に不安を感じている結果になりました。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 家族介護者の負担を軽減するには、自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメン

トによる、高齢者それぞれのニーズに合ったサービス利用が不可欠です。このため、

引き続きケアマネジメントの質の向上に取り組む必要があります。 

〇 「老々介護」の問題と絡んで、主たる介護者が入院されたり亡くなられた場合に、親

族と疎遠等の理由により、副介護者がいないことや親族の支援が受けられないケー

スがあり、福祉関係者や介護支援専門員の支援が必要なケースが増加しています。 

〇 【再掲】短期入所者生活介護（ショートステイ）については、国・都・近隣市等と比

較して受給率自体は高くはない一方で、長期利用者の割合が高い傾向があります。

介護が必要な高齢者の在宅生活の支援、家族介護者等の負担の軽減（レスパイト・ケ

ア）という本来の趣旨の利用が行われるよう、他のサービスや施設整備とのバランス

をとる必要があります。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

ケアマネジメント

の充実 

・家族介護者の負担を軽減するには、自立支援・重度化防止に向けた

ケアマネジメントによる、高齢者それぞれのニーズに合ったサービス

利用が不可欠です。このため、ケアマネジメントの質の向上に向けた

取組として、居宅介護支援事業所（介護支援専門員）向けの質の向上

研修、ケアプラン点検、集団指導等を実施します。 

介護福祉課 

地域密着型サー

ビ ス の 周 知 と 理

解促進 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、認

知症対応型通所介護等について、利用者、家族介護者、介護支援専

門員、地域住民へのサービス内容の周知・啓発等を進め、利用しやす

い環境を作り、家族介護者の負担軽減に取り組みます。 

介護福祉課 

宿泊サービスの

適正な利用と充

実 

【再掲】・介護が必要な高齢者の在宅生活を支援し、家族介護者等の

負担を軽減する観点から、短期入所生活介護、短期入所療養介護（シ

ョートステイ）、地域密着型通所介護等のデイサービス事業所の設備を

利用する宿泊サービス（介護保険外サービス）、小規模多機能型居宅

介護、看護小規模多機能型居宅介護のそれぞれの特性と利用者、家

族介護者のニーズに合った利用がされるよう、介護支援専門員等に働

きかけるとともに、整備や定着に向けた支援を行います。 

介護福祉課 

認知症への理解

を深めるための

普及啓発事業 

・認知症ケアパスの配布、認知症サポーター養成講座の開催により認

知症への理解促進をめざします。 

・認知症ステップアップ講座受講者の地域活動へのつながりを促進して

いきます。 

・認知症介護者家族会を各地域包括支援センターで開催し、介護者の

不安や悩みを共有するとともに、専門職へ相談してもらうことで介護者

の孤立化防止や介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 

認知症初期集中

支援チーム事業 

・事業の活用促進により、適切な医療や介護サービスへつなぎ介護負

担の軽減を図り、家族介護者の支援をしていきます。 

介護福祉課 

認知症地域支援

推進員配置・認知

症カフェ継続支援 

・認知症地域支援推進員の相談スキルの向上をめざします。 

・地域住民の気軽な相談場所としての主体的な認知症カフェが継続的

に運営できるよう後方支援していきます。 

介護福祉課 
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施策３ 認知症施策推進大綱等をふまえた認知症施策の推進 

現 状 の 分 析 
 

〇 第 7 期計画では、「認知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）の改訂が示され、

その内容をふまえて各事業を実施し、認知症ケアの質の向上を図りました。認知症の

方を含むすべての高齢者にやさしい地域づくりを推進しています。 

〇 認知症に関する相談先や認知症の方を医療や介護につなげる支援「認知症初期集中支

援チーム」、認知症サポート医・認知症かかりつけ医の一覧、地域交流の場「認知症カ

フェ」等の具体的な情報を掲載したパンフレット、「東久留米市知って安心認知症（認

知症ケアパス）」を、令和元年 11 月に改訂しました。認知症ケアパスについては、平

成 30 年度より毎年年間 1,000 部を印刷し、介護福祉課窓口、地域包括支援センター、

市内の医療機関（病院・薬局）等で配布しています。 

〇 認知症サポーター養成講座を、市民、企業、市職員等を対象に実施し、認知症の理解

促進につなげています。また、認知症サポーターステップアップ講座を開催し、地域

の認知症サポーター養成講座のスタッフや認知症カフェの支援等の活動につながり

ました。令和元年には「チームオレンジ」を 1 チームたちあげることができました。 

〇 平成 30 年 1 月より、認知症初期集中支援チームを設置し、介護保険サービスや専門

医につながらず、ご家族が認知症ケアに苦慮しているケースの支援に当たりました。

※ 認知症初期集中支援チーム検討ケース数（平成 30 年度 1 月～12 件） 

〇 認知症カフェ等開設数は、第 7 期中に 12 か所（平成 29 年度 8 か所、30 年度 4 か所）

増加しています。 

〇 各包括で年間 6 回開催されている認知症家族会は、参加者数は横ばいですが、介護の

悩みを話す場として活用されています。 

〇 認知症の人が行方不明となり、事故に巻き込まれる等のケースが増えてきていること

から、認知症高齢者の行方不明について、認 

知症ケアパスや認知症サポーターステップア 

ップ講座で市民周知を図りました。また、令 

和 2 年度より認知症高齢者等行方不明事前登 

録制度をスタートさせ、認知症の人を地域で 

支える仕組みの推進を図りました。同制度は、 

若年性認知症の方も対象としています。 

〇 高齢者虐待の被虐待者のうち認知症自立度 

がⅡ以上の人は 86.8％（令和元年度調査） 

おり、養護者への助言、指導や適切な介護 

サービスの利用により権利擁護が図られま 

した。 

 

 

 

 

東久留米市知って安心認知症 

（認知症ケアパス） 
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課 題 の 抽 出 
 

〇 「認知症施策推進大綱」（令和元年 6 月 18 日認知症施策推進関係閣僚会議決定）の内

容をふまえ、大綱の内容に沿った取組を進めていく必要があります。 

〇 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、認知症に関する相談窓口を知っていますか

という問いに、相談窓口を知っている方（「はい」）は 18.5％、「いいえ」が 77.7％と

なっており、相談窓口である地域包括支援センターの更なる周知が必要です。 

〇 認知症への理解を深めるための普及啓発については、多世代に向けた啓発活動が必要

です。 

〇 認知症の人やその家族の視点の重視については、地域包括支援センターの職員やケア

マネジャーが相談者・サービス利用者及びその家族と接する中で、認知症介護者家族

会や認知症カフェについて、必要に応じて案内・周知を行うことで参加者を増やして

いく必要があります。 

〇 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護の提供については、支援が必要なケー

スを把握し、認知症初期集中支援チーム事業の活用促進を図る必要があります。 

〇 認知症を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進については、適切な福祉用具の利用

をはじめ、認知症高齢者の生活しやすい環境の整備、行方不明認知症高齢者の対応の

整備が必要です。 

 

認知症施策推進大綱の概要 
 

基本的な考え方 
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家

族の視点を重視しながら、共生 と 予防 を車の両輪として施策を推進 
 

共生                  予防 
  

 

 

 
    

①普及啓発・本人発信支援 

・認知症に関する理解促進 

認知症サポーター養成の推進 

認知症ケアパスの配布 

・相談先の周知 

  地域包括支援センター 

東京都地域連携型認知症疾患センター 

・認知症本人からの発信支援 

  

②予防 

・予防に資する可能性のある活動の推進 ・予防に関するエビデンス収集の推進 

介護予防に資する通いの場の参加率の向上 
 

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 

             
 

④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

 

 

 

東久留米市介護福祉課作成 

≪認知機能の低下のない人≫ 
   

認知症発症を遅らせる取組の推進 

 

≪認知機能の低下のある人≫ 
 

早期発見・早期対応 

認知症発症を遅らせる取組の推進 

 

≪認知症の人≫ 
 

認知症の人本人の視点に立った

「認知症バリアフリー」の推進 

認知症の人が尊厳をもって認知症とともに生きる 

認知症があってもなくても同じ社会で共に生きる 

「認知症にならない」という意味ではなく、 

「認知症になるのを遅らせる」「進行を緩やかにする」 

・早期発見・早期対応、医療体制の整備   ・介護サービス基盤整備・介護人材確保 

・医療従事者等の認知症対応力向上の促進  ・介護従事者の認知症対応力向上の促進 

・医療・介護の手法の普及・開発      ・認知症の人の介護者の負担軽減の推進 

・バリアフリーのまちづくりの推進 

・住宅、移動手段、交通安全の確保 

・成年後見制度の利用促進 

・消費者被害防止施策の推進 

・虐待防止施策の推進 

・若年性認知症の実態把握 

・社会参加活動や社会貢献 

 の促進 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

地域密着型サー

ビスの基盤整備 

【再掲】・定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅

介護、認知症対応型通所介護については、利用者、家族介護者、介護

支援専門員、地域住民等へのサービス内容の周知・啓発等、サービス

利用につなげるための取組により、サービスの定着に向け支援してい

きます。 

介護福祉課 

【再掲】・認知症になっても、住み慣れた地域で、家庭的な環境や地域

住民との交流、支え合いの下で生活が続けられるよう認知症対応型共

同生活介護（グループホーム）の整備をめざします。また、低所得者向

け居室の整備の可能性について、調査・検討します。 

 

認知症への理解

を深めるための

普及啓発事業 

【再掲】・認知症ケアパスの配布、認知症サポーター養成講座の開催に

より認知症への理解促進をめざします。 

【再掲】・認知症サポーターステップアップ講座受講者の地域活動への

つながりを促進していきます。 

【再掲】・認知症介護者家族会を各地域包括支援センターで開催し、介

護者の不安や悩みを共有するとともに、専門職へ相談してもらうことで

介護者の孤立化防止や介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 

認知症初期集中

支援チーム事業 

【再掲】・事業の活用促進により、適切な医療や介護サービスへつなぎ

介護負担の軽減を図り、家族介護者の支援をしていきます。 

・事業の運営については、認知症初期集中支援チーム検討委員会で

適切な助言を得ながら、進めていきます。 

介護福祉課 

認知症地域支援

推進員配置・認知

症カフェ継続支援 

【再掲】・認知症地域支援推進員の相談スキルの向上をめざします。 

【再掲】・地域住民の気軽な相談場所としての主体的な認知症カフェが

継続的に運営できるよう後方支援していきます。 

介護福祉課 

高齢者権利擁護

事業 

・東久留米市高齢者虐待防止マニュアルに則り、関係機関と連携し早

期発見・早期対応をめざします。 

・引き続き関係機関と連携し円滑に成年後見制度の利用へつなげていきます。 

・高齢者の尊厳を守ると同時に養護者に対して必要な支援を行います。 

介護福祉課 

（都）行方不明認

知症高齢者等情

報共有サイト事業 

（市）認知症高齢

者等行方不明事

前登録事業 

・制度の周知及び効果的な活用を促進します。 介護福祉課 
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施策４ 権利擁護の推進 

現 状 の 分 析 
 

【成年後見制度】（福祉総務課・介護福祉課） 

〇 成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害等の理由で判断能力が不十分な人の財

産や権利を保護し、支援する制度です。高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者のほ

か、身寄りのない高齢者や虐待を受ける高齢者も増加することが予想され、成年後見

制度への需要が増大すると見込まれます。 

〇 市では、成年後見推進機関として、成年後見制度の相談、市長申立支援、成年後見広

報、社会貢献型後見人（市民後見人）の育成、後見監督業務等を実施しました。 

〇 市長申立検討委員会の開催件数及び市長申立件数（審判が下りた件数）は、下表のと

おりです（令和 2 年度は 12 月 1 日現在）。 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

市長申立検討委員会開催件数 4 件 9 件 8 件 8 件 

市長申立件数 4 件 18 件 13 件 18 件 

 

【高齢者権利擁護事業（高齢者虐待の防止と養護者の支援）】 

〇 高齢者虐待通報対応件数は、下表のとおりです（令和 2 年度は 12 月末日現在）。 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 

高齢者虐待通報対応件数 35 件 46 件 44 件 38 件 
 

〇 うち、認知症自立度がⅡ以上の被虐待者は、令和元年度調査で 86.8％となっており、

養護者への助言、指導や適切な介護サービスの利用により権利擁護が図られています。 

 

【消費者被害の防止】（生活文化課） 

〇 東京都の高齢者被害防止キャンペーン事業に参加し、「高齢者被害特別相談」を毎年

度 9 月に実施しました。 

〇 消費生活相談員による出前講座を自治会、地域包括支援センター、東久留米市社会福

祉協議会、ミニデイホーム、認知症カフェ等で実施しました（平成 30 年度 6 回、令

和元年度 8 回、2 年度未定）。 

〇 出前寄席として、「高齢者消費者被害啓発落語」を実施しました（平成 30 年度 2 回、

令和元年度 2 回）。令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で、出前講座・

寄席の依頼が控えられています。消費者被害のほとんどが高齢者であるため、関係機

関と連携して啓発活動を行っていくことが重要です。 
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課 題 の 抽 出 
 

【成年後見制度】（福祉総務課・介護福祉課） 

〇 高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者のほか、身寄りのない高齢者や虐待を受ける

高齢者も増加することが予想され、成年後見制度への需要が増大すると見込まれます。

また、制度の利用が必要な高齢者を早期に発見し、制度の利用につなげていく必要が

あります。 

〇 成年後見の申立ができる親族がいないケース、所得が少ないため後見人の報酬が支払

えないケース、成年後見人にふさわしい者が親族内にいないケース等、様々なケース

に対応するため、関係機関との連携を密にしていく必要があります。 

〇 成年後見人の担い手不足が指摘されています。 

 

【高齢者権利擁護事業（高齢者虐待の防止と養護者の支援）】 

〇 高齢者虐待対応では、虐待者側の要因として「障害・疾病」38.3％、「精神状態が安

定していない」55.3％（令和元年度調査）等があり、いわゆる「8050 問題」から高齢

者のみの処遇に留まらずに虐待者を適切な支援につなぐケースが増加しており、地

域包括支援センターのみでは対応が困難となっています。ネットワークを活用した

早期発見、継続的な支援と適切な権利擁護の推進が必要です。 

〇 孤独死、身寄りのない方の相談も増加しており、対応に苦慮することが多く、結果

的に行旅死亡人や墓地埋葬法第 9 条に基づき、市が葬祭を行うこととなるケースも

あります。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

成年後見制度の

推進 

成年後見制度の利用促進のため、以下の取組を進めていきます。 

① 中核機関の設置 

成年後見制度の利用の促進に関する法律が平成 28 年 4 月に公布、

同年 5 月に施行されたことに伴い、市では、令和 3 年度中に、現在東

久留米市社会福祉協議会に委託している成年後見推進事業を拡大し

て、社会福祉協議会に「中核機関」を設置します。中核機関では、相談

や権利擁護に関する普及啓発といった既存の事業だけでなく、親族後

見人への支援や、成年後見の申立手続きに対する支援も行います。こ

れにより、成年後見制度を利用しやすくするだけでなく、親族後見人等

の理解不足・知識不足による不正の発生を未然に防ぐ効果も期待され

ます。 

福祉総務課 

 ② 市長申立・報酬助成・後見人候補者のマッチング 

地域包括支援センター等関係機関と連携して、利用が必要な方を適

切に成年後見制度につないでいきます。申立できる親族がいないケー

スでは市長申立を行い、後見人の報酬が支払えない低所得者等には

報酬助成を行い、親族後見人にふさわしい者がいないケースでは専門

職団体（弁護士会・司法書士会・社会福祉士会等）と連携し、中核機関

が後見人候補者のマッチングを行うことで、高齢者の権利を守ります。 

 

 ③ 社会貢献型後見人の養成・支援 

後見人の担い手不足を解消するため、平成 27 年度から社会貢献型

後見人（市民後見人）の養成を行っています。令和3年度以降も中核機

関において、社会貢献型後見人（市民後見人）養成とアドバイス、後見

人になった後の支援を継続します。 

 

高齢者権利擁護

事業（高齢者虐待

の防止と養護者

支援） 

【再掲】・東久留米市高齢者虐待防止マニュアルに則り、関係機関と連

携し早期発見・早期対応をめざします。 

・引き続き関係機関と連携し円滑に成年後見制度の利用へつなげていきます。 

・高齢者の尊厳を守ると同時に養護者に対して必要な支援を行います。 

介護福祉課 

みまもりネットワ

ーク事業（認知症

高齢者を含む） 

※早期発見・見守

りネットワーク 

・みまもり協力員、協力機関、協定機関との連携を推進していきます。

みまもりの意義について、市民、介護支援専門員（ケアマネジャー）等

の福祉関係者へ継続的に普及啓発を実施していきます。 

・みまもりに関する仕組みの構築や啓発活動の充実を図ります。みまも

り関連事業の連携と効果的な活用を推進します。また、個別の事例を

通してネットワークの構築に努めていきます。 

介護福祉課 
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事業名 方向性 担当課 

各種関係者会議

等 

※保健医療福祉

サービスネットワ

ーク 

・支援困難なケースについて、関係者でカンファレンスを行い問題の解

決をめざします。また、個別の事例を通してネットワークの構築に努め

ていきます。 

介護福祉課 

高齢者虐待等事

例検討会 

※関係専門機関

介入支援ネットワ

ーク 

・支援困難なケースの対応方法について専門家より助言・指導をうけ問

題の解決をめざします。また、個別の事例を通してネットワークの構築

に努めていきます。 

介護福祉課 

困難事例への対

応 

・地域の住民や民生委員、介護支援専門員等の支援では十分に問題

解決できない、又は適切なサービス等につながる方法が見つからな

い等の困難状況にある高齢者が、地域において尊厳のある生活を維

持し安心して生活を行うことができることをめざします。 

・家庭内に重層的に問題が存在するケースや高齢者自身が支援を拒

否しているケース等の把握を行い、地域包括支援センターの 3 職種が

連携し、課題の分析およびセンター全体で対応を検討し、必要な支援

を行います。また、関係機関との連携の推進を図ります。 

介護福祉課 

消費者被害の防

止 

・引き続き事業等の周知を行っていくとともに、地域包括支援センター

等の関係機関と連携して啓発活動を行っていきます。 

生活文化課 
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基本目標３ 共に参加し共に支える、 

地域ぐるみの体制づくりのための取組 

施策１ 地域包括支援センターの課題と今後のあり方 

現 状 の 分 析 
 

〇 地域包括支援センター・在宅介護支援センター・在宅療養相談窓口連絡会や各種連

絡会にて、課題の共有・検討、事業計画推進を図りました。 

〇 令和 2 年 10 月現在、本市では 3 か所に地域包括支援センター（以下、「包括」とい

う）を設置し、5 つの窓口（各日常生活圏域ごとに 1 包括）があります。包括のあり

方を考える上では、日常生活圏域の設定をどう考えるかが重要です。過去 3 年間の日

常生活圏域別高齢者数の推移は、以下のとおりです。 

 年 東部 中部 西部 合計 

日常生活圏域別高

齢者数 

平成 30 年 7,983 人 11,546 人 13,119 人 32,648 人 

平成 31 年 8,032 人 11,621 人 13,227 人 32,880 人 

令和 2 年 8,048 人 11,801 人 13,323 人 33,172 人 

出典: (各年 1 月 1 日現在)住民基本台帳 

〇 市の西部地域における高齢者の割合が多く、東部地域が少ないことがうかがえますが、

各地区ともに高齢化は進展しています。 

〇 平成 27 年 4 月の地域支援事業の改正による、在宅医療・介護連携推進事業、認知症

総合支援事業、生活支援体制整備事業の実施（東久留米市では平成 29 年度から実施）

により包括の委託業務も増加しています。 

〇 平成 28 年 4 月から、生活支援コーディネーターを各包括に 1 名ずつ配置したことに

より、東部包括・中部包括で事務室が手狭になりました。これに伴い、事務スペース

を確保するため、平成 28 年度より地域包括支援センター本部を各包括の受託法人の

運営する施設内に移転し、移転前の包括は出張所としての窓口機能の役割を担うこと

となりました。 

〇 平成 30 年度における包括の利用形態、件数をまとめると、下表のとおりです。 

相 談 種 別 件 数 

総合相談 15,960 件 

利用形態 電話・訪問・文書・その他 (14,809 件) 

 来所 (1,151 件) 

介護予防 8,096 件 

権利擁護 4,866 件 

ケアマネジメント支援 453 件 

※(  )は再掲 
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〇 令和 2 年 3 月の「東久留米市高齢者アンケート調査」の結果では、「地域包括支援セ

ンターを利用したことがありますか」との問いに対して「知らない」と回答した割合

が 40.7％であり、包括の認知度が不十分であることがうかがえます。しかし、「ご相

談の際に、すぐに連絡がつきましたか」という問いに対しては「すぐに連絡が取れた」

と回答した割合が 91.2％であり、また「相談をした際に、必要な情報が充分に得られ

ましたか」に対しては、「満足」が 37.0％、「やや満足」が 22.3％であり、相談に対

する即応性・満足度は比較的高いと言えます。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 各包括の受託法人の施設長から、現状の包括の課題や今後のあり方に関しての聞き取

りを行い、以下の課題（原文のまま）を共有しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 包括には、扱う業務量の拡大、高度化に伴い、センター機能の効率性と専門性の向上

等の課題に対応し得る体制の構築が求められています。 

〇 高齢者が安心して日常生活を送るための「最後のよりどころ」として、包括に配置さ

れた各専門職が、相互に協力して高度な専門性を発揮するためには、地域包括ケアの

深化・推進において包括の専門性をさらに高め、チーム力が発揮できる環境整備をも

って高齢者の安心を向上させていくことが重要です。 

〇 包括が実施する 4 事業（①介護予防事業、②総合相談事業、③権利擁護事業、④ケア

マネジメント支援）について、現状を把握するとともに、業務量及び内容に応じた適

切な人員配置や、包括間及び市との連携強化を図ることが重要です。また、4 事業を

「目標未達成時の結果重大性」「現在配分している時間資源の量」の 2 軸で評価した

ところ、「総合相談事業」を効率化し、「権利擁護事業」に充てる時間を創出すること

が必要との結果を得ています。 

  

・ 権利擁護事業において複合課題を抱える家庭が増え、高齢者以外にも支援する対象

が広がってしまっている。 

・ 飛び込みのタスクが多く、計画的に仕事ができない。飛び込みタスクをコントロール

する仕組みとして、例えば電話を一括で受けるコールセンターがあるといいのでは

ないか。 

・ 会議が多く、会議ごとに移動の時間も多くかかる。 

・ 利用者の生活実態を知らないと支援のプランニングができないため、アウトリーチ

が必須。むしろ職員が窓口に固定されると仕事がしにくい。 
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〇 「総合相談事業」は、高齢者に関するあらゆる相談に対応する、包括の主軸をなす事

業です。「飛び込み案件」をその場その場で処理することになり、非効率になっている

案件の処理について、単に時間を短縮する考えではなく、一つひとつの案件の処理を

丁寧かつ効率的に進める方策を考える必要があります。また、相談を受け、適切な機

関へつなぐために、認知症施策、在宅医療・介護連携に係る施策、生活支援・介護予

防サービスとの連携を構築することが重要です。 

〇 高齢者数の増加に伴い、新規認定者の 46.2％が要支援者です。介護予防事業(介護予

防ケアマネジメント業務)に係る業務量が増加しています。 

〇 権利擁護業務のうち、高齢者虐待対応では、虐待者側の要因として「障害・疾病」

38.3％、「精神状態が安定していない」55.3％（令和元年度調査）等があります。いわ

ゆる「8050 問題」等、高齢者のみの処遇に留まらずに虐待者を適切な支援につなぐ

ケースが増加し、包括のみでは対応が困難となっています。ネットワークを活用した

早期発見、継続的な支援と適切な権利擁護の推進が必要です。 

 

主な事業と今後の方向性 

 

〇 包括については、将来にわたり各包括のサービスの平準化が維持され、高齢者を巡る

高度化する課題に対応し得る体制を構築し、かつ業務の効率化を図ることにより生産

性を維持・向上させる必要があります。 

〇 第 8 期中においては、先進的な取組を行っている保険者の事例を調査するなど更なる

情報収集を行うほか、第 7 期中における検討により抽出された課題や方向性を整理

し、深めていくために、介護保険運営協議会での審議を継続し、法的な視点や財政面

からの検討を経て、新たな体制の構築に向けた準備を図ります。 

 

介護予防支援事業 
 

要支援と認定された人や、 

その手前の人の身体状況の悪化を防ぎ、 

自立した生活ができるように支援する。 

 

総合相談事業 
 

様々な相談を受け状況把握を行い、 

地域のネットワークを駆使して、 

適切なサービス・機関・制度利用につなぐ。 

 

権利擁護事業 
 

権利擁護の観点から、 

成年後見制度活用のサポートや、 

高齢者虐待への対応を行う。 

 

ケアマネジメント支援事業 
 

地域ケア会議やケアマネ支援等により 

地域のネットワークを構築し、 

高齢者の課題解決や調整に臨む。 

 

 

図 地域包括支援センターの 4 事業 
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施策２ 在宅医療と介護の一体的な提供体制の構築・推進 

現 状 の 分 析 
 

〇 在宅医療・介護連携推進事業で国から示されている以下の事業を高齢者が住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生のさいごまでできるよう、在宅医療、介護を一体的に

実施するために、東久留米市在宅医療・介護連携推進協議会で検討・実施し、医療機

関と介護関係者の連携推進を図りました。※番号 1～7(次ページ表中ア～クの事業) 

１．地域医療・介護資源の把握 

地域の医療機関や介護事業所の分布等が視覚的に把握できるためのマップを掲載す

るなど、平成 31 年 3 月に「東久留米市在宅療養ガイドブック」を改訂（第 2 版）し、

市民・関係者向けに 10,000 部発行しました。令和 3 年 3 月には、第 3 版を発行予定

です。 

２．課題抽出と対応策の検討 

年 3 回開催される東久留米市在宅医療・介護連携推進協議会において、在宅医療・介

護連携の課題の抽出、対応策の検討等についての議論を実施しました。医療・介護関

係者の情報共有部会及び 24時間診療体制確保部会の 2つの専門部会を設置しました。

令和 2 年 3 月には医療・介護の事業者へ課題検討アンケートを実施しました。 

３．切れ目のない在宅医療・介護体制の構築 

24 時間診療体制確保部会や医療・介護関係者の情報共有部会を設置し、切れ目のない

在宅医療・介護体制の構築について検討しました。 

４．医療・介護関係者の情報共有支援 

在宅ケアチームと医療機関との連携を強化するため、「ケアマネジャーからの入院時

連携情報シート」の活用を推進しました。また、関係者が使用しやすい ICT ツールと

して、東久留米市医師会が提供する「るるめネットワーク」の利用を開始しました。 

５．在宅療養に関する相談支援 

東久留米市在宅療養相談窓口（東久留米白十字訪問看護ステーション委託）の設置を

継続し市民及び関係者の相談支援を実施しました。相談窓口主催のイベント（シンポ

ジウム・緩和ケア週間等）を実施しました。 

６．医療・介護関係者の研修 

年間３～４回の多職種研修会等を実施し、グループワーク・事例検討・映画上映等様々

な方法を取り入れました。 

７．地域住民への普及啓発 

「東久留米市在宅療養ガイドブック」冊子作成配布（市 HP 掲載）、東久留米市在宅療

養相談窓口主催のシンポジウム（毎年開催）、東久留米市介護サービス事業者協議会・

本協議会共催の映画企画「在宅療養を考える映画“ピア”鑑賞と座談会」（令和元年度）

等を実施しました。 
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課 題 の 抽 出 
 

〇 介護保険法施行規則の改正（令和 3 年 4 月 1 日施行）により、在宅医療・介護連携推

進事業として市町村が行うことと定められていた 8 つの事業についての事業構成の

見直しが行われました。改正の内容は、市町村が地域のあるべき姿を意識しながら主

体的に課題解決が図れるよう、現状分析や課題把握、企画・立案等に関する事業を整

理し取組趣旨を明確化し、地域の実情に応じた取組が可能となるよう事業選択を可能

にし、他の地域支援事業等と連携して事業を行うこと、最近の動向（看取りや認知症

への取組の強化）の観点をふまえること、都道府県による市町村支援の重要性（医師

会等の関係機関との調整、情報発信、人材育成等）を明確化したものとなっています。 

〇 在宅療養者の生活の場で医療と介護を一体的に提供するために、高齢者のライフサイ

クルを意識した上で、医療と介護が主に共通する４つの場面（日常の療養支援、入退

院支援、急変時の対応、看取り）を意識した、切れ目のない医療と介護の連携体制が

求められています。 

〇 近隣市や 2 次医療圏を超えた機関・事業所の利用があり、実態把握が困難です。 

〇 単身者への金銭管理・意思確認・死後対応等の支援に苦慮しています。 

〇 ACP（Advance Care Planning：医療・介護を受ける本人、家族、医療・介護従事者

等と一緒に、あらかじめ、今後の医療や介護について話し合い、本人の意思を話し合

うこと）の周知の方法について、検討する必要性があります。 

〇 東久留米市医師会が提供する医療介護専用の SNS である「るるめネットワーク」の

活用を今後も推進していく必要があります。 

〇 高齢者だけでなく多世代への情報提供の方法について検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」（令和 2 年 9 月） 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

地域医療・介護資

源の把握 

・東久留米市在宅療養ガイドブックの発行については、Web 媒体等の

活用も検討しつつ、より効果的かつ効率的に事業を継続するための

方策を検討していきます。 

介護福祉課 

課題抽出と対応

策の検討 

・引き続き、東久留米市在宅医療・介護連携推進協議会（年 3 回）での

検討を実施していきます。 

・医療・介護関係者の情報共有部会や 24 時間診療体制確保部会専門

部会等の部会については、今後も目標に応じ設置を検討していきま

す。設置にあたっては設置に係る目標を立て、達成状況についての評

価検討を行い、目標が達成された場合には終結するなど、目的意識

を持った部会運営を行います。 

介護福祉課 

切れ目のない在

宅医療・介護体制

の構築 

・東久留米市在宅医療・介護連携推進協議会の議論において検討し、

体制の整備を進めます。 

・病院、薬局、介護施設等で働く関係者の多職種連携や、患者・家族と

のコミュニケーションに資するツールとして、「るるめネットワーク」の活

用を促進していきます。 

介護福祉課 

医療・介護関係者

の情報共有 

・「ケアマネジャーからの入院時連携情報シート」の周知を継続をしてい

きます。 

・東久留米市在宅療養相談窓口作成の包括向け「退院支援情報収集

シート」の検討を継続していきます。 

・「るるめネットワーク」の活用を促進していきます。 

介護福祉課 

在宅療養に関す

る相談支援 

・東久留米市在宅療養相談窓口の周知の継続をしていきます。 

・ACP に関するガイドブックを作成し、活用します。 

介護福祉課 

医療・介護関係者

の研修 

・3 密（換気が悪い・人が密に集まる・不特定多数の人と接触）対策のと

れる研修方法の検討をしていきます。 

介護福祉課 

地域住民への普

及啓発 

・東久留米市在宅療養ガイドブック作成配布（市公式サイト掲載）、シン

ポジウム等の実施（毎年開催）、東久留米市介護サービス事業者協

議会との連携強化を図ります。 

・令和 3 年 3 月に第 3 版を発行する東久留米市在宅療養ガイドブック

に ACP について掲載することで、普及啓発を図ります。 

介護福祉課 
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施策３ ひとり暮らし高齢者等の「みまもり」体制の推進 

現 状 の 分 析 
 

〇 市内の 65 歳以上の高齢者世帯のうち、一人暮らし世帯数は、平成 21 年の 6,201 世帯

から 10,171 世帯（令和 2 年）へと増加しています。また、市内の 65 歳以上の高齢者

世帯のうち、高齢者のみの二人世帯数は、平成 21 年の 5,293 世帯から 6,666 世帯（令

和 2 年）へと増加しています。 

〇 一人暮らし高齢者、高齢者のみ世帯が増加するのと並行して、自治会や近隣住民との

交流がない高齢者も増えています。このため、みまもりに関わる地域包括支援センタ

ー職員との連絡会等での課題の共有、具体策の検討を行い、「私のみまもりシート」を

作成し、みまもり連絡会等で協力員との連携を図りました。 

〇 みまもりネットワーク事業登録者については、フォローが行き届いていますが、新規

の事業登録者は増えていません。事業登録者以外の支援が必要なケースの把握が少な

く、事業登録者以外のみまもり活動につながっていません。 

〇 みまもり協定機関からの連絡により、異常の早期発見・支援につながっています。反

面、高齢者自身がみまもりの必要性を感じていないケースも多く、緊急連絡先等の把

握が困難であり、有事の際に問題となることがあります。 

〇 第 7 期中も各年度毎に地域を絞った上で、一人暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯の方

を対象に、地域包括支援センターの職員が直接自宅を訪問し、聞き取りを行う「高齢

者あんしん生活調査」を実施しました。当該調査は当該地域の地域性、生活環境、地

域資源の把握、高齢者の実態把握等の「地域アセスメント」に資するものとして実施

される調査であり、地域包括支援センターの事業の計画的な運営等に活用されていま

す。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 高齢者自身がみまもりの必要性を感じておらず、緊急連絡先等の把握が困難であり、

有事の際に問題となるケースがあります。ケアマネジャー等福祉関係者への啓発を通

して高齢者へ継続的な働きかけが必要です。また、支援が必要な高齢者を把握し、地

域住民による「緩やかな見守り」の重要性が増しています。 

〇 孤独死、行旅死亡人、身寄りのない方の相談も増加しており、福祉総務課、成年後見

推進機関等と連携し権利擁護の推進を図る取り組みと連携していく必要があります。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

みまもりネットワ

ーク事業（認知症

高齢者を含む） 

【再掲】・みまもり協力員、協力機関、協定機関との連携を推進していき

ます。みまもりの意義について、市民、ケアマネジャー等福祉関係者へ

継続的に普及啓発を実施していきます。 

【再掲】・みまもりに関する仕組みの構築や啓発活動について検討しま

す。みまもり関連事業の連携と効果的な活用を推進します。 

介護福祉課 

配食サービス事

業 

・みまもり協力機関、協定機関との連携を推進していきます。 

・食の確保や軽度者のみまもりにより健康維持・自立支援をめざしま

す。 

介護福祉課 

あんしん生活調

査 

・在宅生活の不安や孤立感等を解消します。また、援助が必要な者を

早期に発見し、その情報を地域包括支援センターで把握し支援してい

きます。 

介護福祉課 

東久留米市救急

情報シート 

・高齢者自身が急病に備えることができるよう、救急情報シートを配布

するとともに、引き続き普及啓発を実施していきます。 

介護福祉課 

緊急通報システ

ム事業 

・ひとり暮らしの高齢者で急病・災害等の発生時の緊急連絡、援助体制

を確立することにより、日常生活の不安を解消することを目的に、継

続した事業運営に努めます。 

福祉総務課 

乳酸飲料配布事

業 

・ひとり暮らし高齢者の安否の確認及び栄養の補給を図ることを目的

に、継続した事業運営に努めます。 

福祉総務課 

慶祝事業 ・長年にわたって社会に尽くしてこられた高齢者の方々を敬愛し、その

長寿を祝うとともに、いつまでも健康で幸福な生活を続けられるよう啓

発することを目的に、年 1 回老人週間中の事業として「いきいき長寿

大会」を開催しています（令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の

影響により中止）。また、同じく老人週間中の事業として、高齢者慶祝

事業を実施しています。 

・いきいき長寿大会は、市と東久留米市社会福祉協議会と市民とで協

働していくことで、事業の周知に努めます。高齢者慶祝事業は、引き

続き民生委員の協力を得ながら継続した事業運営に努めます。 

福祉総務課 

ミニデイホーム支

援事業 

・市民が主体となり、地域福祉の課題に関心を持ち、その解決に向けて

協力し合いながら「より安心して心豊かに暮らせる地域づくり」に向け

て取り組む活動を行う団体を、東久留米市社会福祉協議会が支援し

ています。高齢者等の生きがいづくりや閉じこもり防止のため、支援を

継続します。（令和元年度実績 19 団体） 

介護福祉課 
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図 みまもりネットワーク事業のしくみ 

 

 

図 見守りの方法 

① 緩やかな見守り 

地域住民や民間事業者が日常生活、日常業務の中で、いつもと違

う、何かおかしいと感じる人がいたら、専門の相談機関に相談す

るなど、地域で緩やかに行う見守り活動。 

② 担当による見守り 

定期的な安否確認や声掛けが必要な人に対して、民生・児童委員、

老人クラブ、住民ボランティアが訪問するなど、担当を決めて定

期的に行う見守り活動。 

③ 専門的な見守り 

認知症、虐待など対応が困難なケース等に対して、地域包括支援

センター、高齢者見守り相談窓口等の専門機関の職員が専門的な

知識や技術をもって行う見守り。 

（出典：東京福祉保健局 3 版高齢者等の見守りガイドブック） 
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施策４ 地域のつながりづくりへの取組と「地域共生社会」に向けた取組 

現 状 の 分 析 
 

〇 地域ケア会議の体系図を整理し、協議体との連携の仕組みを構築しました。令和元年

度より自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議（行政主催）を開始し、事業

対象者や要支援者の支援について検討しました。また、令和 2 年度より管理栄養士が

参画することとなり、予防の支援を重視した会議へと深化を図りました。 

〇 地域ケア会議で検討する計画及び検討した個別事例について、地域包括支援センター

長会議の会議体を利用して、その後のモニタリングを実施し、検討する会議体につい

て合議する仕組みを構築しました。地域ケア個別会議や地域ケア推進会議（第 2 層）

から把握した地域課題について、具体的な解決策、資源開発等を関係機関と連携し実

現化することができました。 

〇 生活支援コーディネーターによる自主グループの立ち上げ支援や活動継続支援によ

り、介護予防・フレイル予防の推進につなげました。また、地域ネットワーク構築活

動の継続により自主グループや地域住民との顔の見える関係が構築されました。 

 

 

地域ケア個別会議 

 

 

 

＜目的＞ 
・個別課題の解決 
・地域包括支援ネットワークの構築 
・地域課題の発見 

① 自立支援・重度化防止等に資する観点の個別ケース（元の生活を取り戻す） 

 
地域ケア推進会議 

 

 
④地域づくり・資源開発 

⑤政策の形成 

上位の会議体で検討すべき課題か検討 

 
第 1層協議体 

④地域づくり・資源開発 

⑤政策の形成 

それぞれの会議体で、第 1 層協議体で検討すべき課題か検討 

地域包括支援センター 
在宅介護支援センター 
在宅療養相談窓口 

（生活圏域ごと） 

（生活圏域ごと） 

（生活圏域ごと） 

（市全域） 

（市全域） 

（市全域） 

 
地域包括支援センターの

活動から課題抽出 

（第 2 層協議体） 

図 地域ケア会議の体系図 
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課 題 の 抽 出 
 

〇 地域ケア個別会議や地域ケア推進会議（第 2 層）から把握した地域課題について、具

体的な解決策、資源開発等については、関係機関と連携し実現化することができまし

たが、まだ十分とはいえません。地域課題に応じた他課や関係機関との連携が今後さ

らに必要です。 

〇 子育て支援と高齢者のサポートを同時に行う団体の支援について、関係機関との連携

を検討する必要があります。 

〇 【再掲】高齢者虐待対応では、虐待者側の要因として「障害・疾病」38.3％、「精神状

態が安定していない」55.3％(令和元年度調査)があり、いわゆる「8050 問題」から高

齢者のみの処遇に留まらずに虐待者を適切な支援につなぐケースが増加しており、地

域包括支援センターのみでは対応が困難です。 

〇 他部署に関わる多問題ケースについての対応に課題があります。 

【地域共生社会について】 

〇 「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や、支え手・受け手といった従

来の関係性を超え、地域住民や地域の多様な主体が地域の課題の解決に向け、≪我が

事≫として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超え≪丸ごと≫つながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会をいいます。 

〇 本市においてはこれまでも、地域包括ケアシステムの推進という観点から、生活支援

や介護予防、認知症施策等の地域づくりに資する取組を進めてきました。高齢者福祉・

介護保険の分野で誕生した地域包括ケアシステムは、今後、地域共生社会を推進して

いくにあたり中核的な基盤の一つとなりうるものです。第 8 期中においては、まずは

これまでの地域ケアシステムの深化推進の取組を継続し、2025（令和 7）年に向けた

地域包括ケアシステムの一層の推進を目指します。 

 

 

 

 

 

「我が事・丸ごと」地域共生社会の概念について 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025（令和 7）年、団塊ジュニア世代が 65 歳となり高齢者の

人数がピークに達する 2040（令和 22）年に向けて高齢化が一層進行していく中で、長年にわ

たる少子化社会の影響により、高齢者を支える現役世代が減少することに伴い、元気な高齢者

は「支える側」として、社会に参画していくことが求められるようになりました。 

 また、地域社会においては、「8050 問題」（長年引きこもりとなっていた子の両親が後期高齢

者となり、両親の介護や経済的困窮等の問題に直面する）等、福祉分野の枠を超えた複数の問

題が複合的に絡み合い困難事案になっているケースへの対応等、新しい問題が出現するように

なりました。 

 こうした時代の変化に対応し、高齢者介護、障害福祉、生活支援等の制度・分野の枠、「現役

世代＝支える側」「高齢者＝支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会が相

互につながり合い、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことの

できる包括的な社会（＝地域共生社会）の実現という理念が誕生しました。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

生活支援体制整

備事業 

 

生活支援コーディ

ネーター 

第一層協議体 

第二層協議体 

地域ケア個別会

議 

・地域における高齢者の生活支援サービスの検討、地域における支え

合いの体制づくりの推進をめざします。地域ケア個別会議や地域ケア

推進会議（第 2 層）から把握した地域課題について、モニタリングを継

続し具体的な解決策、資源開発等の更なる実現を図ります。また、第

1 層協議体を活用し他課や関係機関と連携した生活支援サービスの

提供をめざします。 

・高齢者の社会参加を推進し、元気な高齢者が生活支援の担い手とな

ることをめざします。 

・住民参加による支え合いの仕組みづくり、地域ネットワーク構築を図り

ます。 

・支え合うための人材の確保を推進します。 

・高齢者が社会的役割をもつことにより、生きがいや介護予防の推進を

図ります。 

・住民の主体的活動を支援することにより、介護予防の推進を図りま

す。 

・介護予防の取り組みが必要な高齢者の把握、介護予防の場となる通

いの場について関係部署とも連携し、把握に努めていきます。 

・本人参加型の自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議を開

催し、高齢者本人の自立支援を促進します。 

介護福祉課 

個別相談 

各種関係者会議 

【再掲】・支援困難なケースについて、関係者でカンファレンスを行い問

題の解決をめざします。また、個別の事例を通してネットワークの構築

に努めていきます。 

介護福祉課 

高齢者虐待等事

例検討 

【再掲】・支援困難なケースの対応方法について専門家より助言・指導

をうけ問題の解決をめざします。また、個別の事例を通してネットワーク

の構築に努めてます。 

介護福祉課 

みまもりネットワ

ーク事業（認知症

高齢者を含む） 

【再掲】・みまもり協力員、協力機関、協定機関との連携を推進していき

ます。みまもりの意義について、市民、ケアマネジャー等福祉関係者へ

継続的に普及啓発を実施していきます。 

【再掲】・みまもりに関する仕組みの構築や啓発活動について検討しま

す。みまもり関連事業の連携と効果的な活用を推進します。 

介護福祉課 
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事業名 方向性 担当課 

認知症への理解

を深めるための

普及啓発事業 

【再掲】・認知症ケアパスの配布、認知症サポーター養成講座の開催に

より認知症への理解促進をめざします。 

【再掲】・認知症サポーターステップアップ講座受講者の地域活動への

つながりを促進していきます。 

【再掲】・認知症介護者家族会を各地域包括支援センター毎に開催し、

介護者の不安や悩みを共有するとともに、専門職へ相談してもらうこと

で介護者の孤立化防止や介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 

認知症地域支援

推進員配置・認知

症カフェ継続支援 

【再掲】・認知症地域支援推進員の相談スキルの向上をめざします。 

【再掲】・地域住民の気軽な相談場所としての主体的な認知症カフェが

継続的に運営できるよう後方支援していきます。 

介護福祉課 

老人クラブ（東久

留米市シニアクラ

ブ連合会） 

・地域の活性化につながるため、地域で活動する団体として自主的か

つ機能的に、生きがい活動や健康増進活動、スポーツ活動等を行う

シニアクラブ連合会を中心とした老人クラブを、引き続き支援します。 

福祉総務課 

高齢者向けの生

涯学習・スポーツ

振興 

・“誰もがいつでもどこでも”学習することができ、学習成果を生かすこと

ができる「生涯学習社会」の構築をめざし、第 2 次教育振興基本計画

（「生涯学習社会の構築」）に基づき、生涯学習・スポーツ振興を継続

します。 

生涯学習課 
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基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の 

提供体制を整備するための取組 

施策１ サービスの質の向上・給付適正化に向けた取組 

現 状 の 分 析 
 

〇 サービスの質の向上、給付適正化をめざすためには、サービス事業所との情報共有や

連携が必要であり、地域密着型サービスの運営推進会議やケアプラン点検、東久留米

市介護サービス事業者協議会との連携を通して、情報共有や相談しやすい顔の見える

関係の構築を進めてきました。 

〇 集団指導は平成 30 年度より居宅介護支援事業所、訪問介護事業所、通所系介護事業

所に対し、令和元年には認知症対応型共同生活介護（グループホーム）にも実施しま

した。コンプライアンス意識の定着や実地指導における指摘の多いポイント等の情報

共有の場として活用しています。 

〇 令和 2 年度は感染症拡大防止の観点から、運営推進会議をはじめとする連携等の場が

中止、延期、文書による情報提供・報告となることが多くなりました。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 居宅介護支援事業所の質の向上が給付適正化の推進に必要不可欠であるため、引き

続き居宅介護支援事業所への助言、指導を行うとともに、主任介護支援専門員連絡

会と連携し、ケアプラン点検の効果的な実施を図る必要があります。 

〇 ケアプラン点検、実地指導等の事業所の負担を軽減するためのより効果的な実施や、

実施後の改善状況の確認方法の検討を進める必要があります。 

〇 感染症拡大防止の観点から今までとは違う事業所との連携、情報共有の在り方を検

討していく必要があります。 

〇 寄せられる事故報告や苦情について、その原因分析や再発防止策について介護事業者

に適切な助言・指導を行ない、サービスの質の向上、給付適正化を図る必要がありま

す。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

事業所の指定・更

新事務 

・国や東京都の方向性に沿い、文書の削減に取り組み、事業所の負担

軽減を図ります。 

・新規指定時、指定更新時に、事業所の運営が運営基準等に則って行

われるよう、適切な審査、監督や助言を行います。 

介護福祉課 

指導事務 

（実地指導） 

・市指定の地域密着型サービス、居宅介護支援事業所は、指定有効期

間である６年に一度の実地指導を行っていくことを原則としつつ、効果

的、効率的な実施をめざします。 

・運営基準等に則った運営、サービスが行われているかとともに、自立

支援、重度化防止に資するケアプラン、介護サービス計画が作成、実

行、実践がされているかについて確認・指導・支援します。 

・東京都の実施する実地検査に可能な限り立ち会い、その手法を学ぶ

とともに国や東京都の研修を受講する等指導業務の質の維持、向上

を図ります。 

介護福祉課 

指導事務 

（集団指導） 

・居宅介護支援事業所、訪問介護事業所、通所系介護事業所の集団

指導を実施します。その他のサービスについても、集団指導の実施や

毎年度の自己点検の実施を推奨する等、コンプライアンス意識の定

着をめざします。 

介護福祉課 

指定・指導事務 

（宿泊サービス） 

・地域密着型通所介護等のデイサービス事業所の設備を利用する宿

泊サービス（介護保険外サービス）は実施届け出先が市区町村であ

り、利用率が高いサービスです。本市では第 8 期計画期中において

も、利用者が安心安全なサービスを受けられるよう、事業所の事業運

営に関しては保険内外を問わず一体的に捉えて、引き続き指導や支

援を行っていきます。 

介護福祉課 

東京都との連携 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の質の確保を図るた

め、居宅サービス等の提供状況の把握や要介護認定の過程等で未届

けの有料老人ホームを確認した場合は、積極的に東京都へ情報提供

を行うなど、連携に努めます。 

介護福祉課 

運営推進会議、

事業者との連絡

会 

・引き続き介護福祉課や地域包括支援センターが積極的に参加し、支

援、助言を行い、顔の見える関係構築を図っていきます。 

・法令等に沿いつつ、新しい生活様式に合った連携の方法を検討して

いきます。 

介護福祉課 
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事業名 方向性 担当課 

給付適正化 ・介護を必要とする高齢者に対して、以下の 6 つの観点（別途記載）か

ら公正・公平な介護サービス提供が行われているか内容を検討し、介

護サービスの質の向上および費用の効率化を通じて、介護保険制度

の信頼性を高め、持続可能な制度の構築・維持をめざしていきます。 

・要介護認定の適正化  ・ケアプラン点検  ・住宅改修・福祉用具点

検 

・縦覧点検・医療情報との突合  ・介護給付費通知  ・給付実績の活

用 

・介護保険受給者、家族をはじめとする市民が、介護保険の適正な運

営について関心を持ち、「ケアプランに沿った適正な介護サービス計

画が実施されているか」「自立支援、重度化防止のためのケアプラン

が立てられているか」という視点を持つことが重要です。そのため、引

き続き給付適正化について、市民に対し情報提供を行っていきます。 

介護福祉課 

事故・苦情に対す

る対応 

・介護サービス事業所・施設等で発生した事故については、随時報告を

求め、事故の状況を把握し、当該事業者の対応や再発防止について

助言・指導していきます。 

・介護サービス等に関する苦情については、苦情相談窓口としてその

内容を真摯に受け止め、関係各所への事実確認を通じて問題点を把

握し、再発防止について助言・指導していきます。また、運営推進会議

や実地指導と連動し、再発防止やサービスの質の向上に取り組みま

す。 

介護福祉課 

第三者評価 施設運営やサービスの質の向上を図り、評価結果を利用者に公表する

ことを目的として、第三者評価の受審を促進します。第三者評価の受

審にあたっては、東京都の補助金を活用し、市が受審費の一部または

全額を補助しています。 

介護福祉課 

施設虐待 介護従事者等からの虐待はあってはならないことであり、虐待を個人

の問題ではなく事業者の体制の問題として捉え、利用者の人権・権利

擁護を意識した助言・指導を行います。また、日頃提出される事故報告

や苦情相談から虐待の可能性について検討し、潜在的な虐待案件の

未然阻止に努めます。生命・財産を脅かす重大な案件は、東京都や高

齢者権利擁護支援センターと連携して対応します。 

介護福祉課 
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施策２ 介護人材の確保・事業の効率化に向けた取組 

現 状 の 分 析 
 

〇 本市においては、高齢化率は増加しつつありますが、自立支援・重度化防止の対策は

一定の効果を得ており、介護人材不足は実感しづらい状況にあります。しかし、全国

的な傾向として、介護現場での安定的な人材確保は進んでいるとはいえず、定着率の

低さも相まって、負担を感じている職員もいる現状です。 

〇 介護事業者を対象とした「介護保険事業推進に関するアンケート調査」における職員

の定着度は、「離職者が多く不安である」との回答が 6.1％あり、数字としては少ない

ですが無視できない状況にあります。 

〇 介護職に対する、「身体的な負担が大きい」「十分な収入が得られない」等のイメージによ

り、若い世代の介護職への参入が進まず、介護職員の高年齢化が懸念されています。 

〇 令和元年度より開始した「介護のしごと入門研修」については、これまで介護の仕事

に関心のなかった市民が、より身近に介護を捉えるようになる等、一定の成果を挙げ

ています。また、研修最終日には「おしごと相談会」を市内の介護サービス事業者と

協働して実施し、事業者が研修参加者に直接アプローチできる機会を設けています。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 安定的な介護人材の確保にあたっては、介護職の魅力の発信が必要です。平成 26 年

に鳥取県が実施した調査では、介護の仕事のイメージについて「社会的意義がある」

との回答が 76.4％に上った一方で、仕事の内容が「きつい」との回答も 79.4％に上っ

ています。発信にあたっては、ターゲットを明確にした上で、介護職に対するポジテ

ィブなイメージを伝えていく工夫が必要です。 

〇 「介護のしごと入門研修」の事業の実施にあたっては、都の補助事業として継続でき

る可能性に注視しつつ、今後、事業者が求める即戦力となる介護人材の養成という観

点から、効果的な研修カリキュラムの検討を図っていきます。 

〇 全国の自治体で行われている介護人材の発掘のための取組を調査・分析し、就労的活動支援コ

ーディネーター等の好事例については本市においても展開していくことが可能か、都の補助金

やインセンティブ交付金の活用も視野に入れつつ検討していく必要があります。また、介護人

材の確保については、その問題の性質上、市だけで解決できる問題ではないことをふまえ、東

京都等において実施される今後の取組も十分に注視していく必要があります。 

〇 研修等による介護人材の技能向上を図るにあたり、研修参加メリット等を積極的に発

信していく必要があります。 

〇 人材のみに依らない介護ツールの導入・活用（ICT、介護ロボットの活用等）により

介護職の方の負担軽減と介護サービスの生産性向上を図ることが求められています。 

〇 介護現場での ICT、介護ロボットの活用は、介護事業者単独では費用や維持管理の点

から導入に限界があります。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

東久留米市介護

のしごと入門研修 

・これまで介護とかかわりがなかった方、介護について知りたい、勉強

したい、働きたい等、市内で介護の仕事に就くことに興味ある人材を

発掘・確保する入門研修は、介護人材のすそ野を広げ、世代を超えて

支え合うという意味において一定の効果を得ていることから、都の補

助事業として継続できるかどうかを注視しつつ、事業の継続を検討し

ます。 

介護福祉課 

介護人材のすそ

野を広げる取り組

み 

・地域住民が共に支え合う手段として、若年層、中高年齢層、子育てを

終えた層、高齢者層等の各層の介護分野への参入促進について検

討します。 

介護福祉課 

文書負担軽減に

向けた取り組み 

・業務の効率化の観点から、文書による負担軽減のため、国が示す方

針に基づく個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化、様

式例の活用による標準化を進めます。 

介護福祉課 

ＩＣＴの活用 ・介護ロボット、センサー、ＩＣＴを用いることで、介護職員の身体的・精

神的な負担を軽減し、介護の質を維持しながら効率的なサービスを提

供できることから、その環境づくりに資する情報提供を行ないます。 

介護福祉課 

介護人材の離職

防止の取り組み 

・介護人材が利用者や家族からも感謝され、やりがいを持って働き続け

られるような環境、また結婚・出産・子育てを続けながら働ける環境の

整備を図るため、東京都の労働担当部局等と連携し、職場環境改善

に関する普及啓発活動や各種相談窓口等の情報提供を行ないます。 

介護福祉課 
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施策３ 要介護（要支援）認定実施体制の計画的な整備に向けた取組 

現 状 の 分 析 
 

〇 認定調査については、介護福祉課に所属する認定調査員と市内外の居宅介護支援事業

所等に委託しての調査を実施しています。認定調査の平準化のため、委託調査の場合

はその全件を介護福祉課の認定調査員がチェックしています。 

〇 認定調査員新任研修（年 2 回程度）、現任研修（年 1 回）を実施しています。また、

介護福祉課の認定調査員の事例検討会（不定期）を実施し、必要に応じて審査会委員

や委託の認定調査員に情報提供しています。 

〇 認定審査会は、現在 8 合議体、32 人の認定審査員を委嘱しています。年に１回の審

査会全体会等を通じ、平準化への取組や情報共有を行っています。 

〇 国の方針に基づき、認定審査会の同意の上で認定期間 36 カ月の導入や簡素化に取り

組んできました。 

〇 増加し続ける介護保険認定申請に対応するため、平成 29 年 3 月に定型的でありなが

らも専門性の高い業務をアウトソーシングしています。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 高齢者の増加に伴い、要支援、要介護認定申請数が増加していますが、受付から認

定結果の通知まで、原則 30 日以内に行う必要があります。 

〇 要支援、要介護認定の平準化に引き続き取り組む必要があります。 

〇 これまでの新規申請の状況や更新時期を勘案し、要支援、要介護認定申請数について

推計を行い、認定調査の委託や認定審査会の実施回数等を検討していく必要がありま

す。 

〇 要介護認定の有効期間については、平成 27 年度の制度改正で最大 24 カ月まで、平成

30 年度の制度改正で 36 カ月までと、それぞれ延長できることとなりましたが、令和

3 年度の制度改正により、さらに 48 カ月に延長されることとなりました。 

〇 今回の制度改正の内容を受け、本市で

は、適正な認定事務の確保という観点

に加え、認定審査会の意見もふまえ

て、今後の対応について検討します。

平成 28 年度から令和 3 年度（令和 2

年度以降は推計値）までの要介護認定

申請者数の推移は右表のとおりです

が、認定更新の時期が一時期に偏るこ

とにより、認定結果の通知が遅滞する

ことがないよう、計画的に事務を進め

ていく必要があります。 
図表 認定申請者数の推移（推計） ※市独自集計 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

認定調査員のス

キル向上 

要支援、要介護認定申請受付から認定結果の通知までを可能な限り

スムーズに実施するため、認定調査の平準化、調査員のスキル向上

の研修、事例検討会を計画的に行います。また、業務分析データを活

用し、事例検討や情報共有を行い、認定調査の平準化を図ります。 

介護福祉課 

受託法人の活用 本市以外の場所での認定調査が必要な場合、受託法人の調査を活用

し、効率的に調査が行えるよう体制を整備します。 

介護福祉課 

認定審査会との

連携 

東久留米市認定審査会全体会等を通じ、東久留米市認定審査会委員

との連携、情報共有に努めます。 

介護福祉課 

認定の簡素化 国の方針に基づき、東久留米市認定審査会と連携し、認定期間多様化

への対応や簡素化への検討を行います。 

介護福祉課 
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施策４ 災害・感染症対策に係る体制の整備 

現 状 の 分 析 
 

【新型コロナウイルスへの対応】 

〇 令和 2 年に発生した新型コロナウイルス感染症に係る対応として、介護福祉課では以

下の対応を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 要介護認定に係る対応 

重症化リスクが高い高齢者について、感染拡大防止を図る観点から、面会が困難な場合更

新申請に係る認定有効期間を延長できる旨の取扱が厚生労働省から示されたことを受けて、

本市においても家族等に希望の確認の上、延長対応の取扱を行いました。 

 

② 介護保険料の減免 

新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少等により介護保険料の納付が困難にな

った第１号被保険者に対して介護保険料の減免を行った市町村に対する財政支援の基準等が

国より示されたことを受け、本市においても介護保険料の減免措置を実施しました。 

 

③ 衛生用品の配布等 

 本市で調達した手指消毒用エタノールのほか、国や東京都、民間団体等から提供されるマ

スク、その他衛生品の配布を迅速に事業所等へ提供できるよう努めました。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用 

国の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を活用して、以下の事業を実施

しました。 

➢ フェイスシールドの購入 

介護予防教室参加者・従事者が使用するフェイスシールドを購入。 

➢ フレイル予防体操動画作成事業 

外出の機会等が減少することによりフレイルが進行することを予防するため、フレイ

ル予防に資する体操の動画を作成し、市ホームページに掲載する。 

➢ 新型コロナウイルス感染症対応従事者応援金 

重症化リスクの高い利用者との接触を伴いながら、強い使命感を持って継続的にサー

ビスを提供している介護従事者に対し、応援金を支給する。 

➢ 新型コロナウイルス感染症対応事業者支援金 

感染症対応のため、通常の介護サービス提供時には想定されない経費等がかかること

をふまえ、介護サービス事業所及び介護施設等に支援金を支給する。 

 

⑤ ＰＣＲ検査等経費補助事業の実施 

➢ 介護サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補

助事業 

ＰＣＲ検査（行政検査）の対象外となる事業所等の従事者及び利用者に対し、医療機

関の関与によるＰＣＲ検査を行う経費等を補助。 
  

⑥ 在宅要介護者への支援 

➢ 在宅要介護者の受入体制整備事業 

在宅で高齢者（在宅要介護者）を介護する家族等が新型コロナウイルスに感染し

た場合等において療養に専念できる環境を整えるため、在宅要介護者が緊急一時的

に利用できる施設やサービスの受入体制を整備する事業。 
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〇 上記の対応のほか、国や東京都から提供される情報や、それに伴う本市の取扱い等を

迅速に事業所等へ提供できるよう、メール・FAX・市公式サイト等での周知に努めま

した。 

〇 介護福祉課主催の介護予防教室等のイベントについては、イベントの主催者とも協議

の上、令和 2 年 3 月より中止としました。その後、5 月末に緊急事態宣言が解除され

たことに伴い、感染症対策を徹底した上で、7 月より随時、再開しました。 

 

【災害・感染症対策に係る体制の整備】 

〇 （防災防犯課）第 7 期中において、避難行動要支援者の支援体制、二次避難所の開設

についての協議を行いました。 

 

課 題 の 抽 出 
 

〇 新型コロナウイルス感染症の拡大は、これまで経験したことのない大きな脅威であっ

たことをふまえ、感染拡大の中で本市が実施した対応策の振り返りを行うとともに、

今後、同じような感染症の脅威に直面した際に参考にできるよう、必要な知見を収集・

整理していく必要があります。また、感染症の影響をふまえ、今後新たに、第 8 期以

降の介護予防、自立支援・重度化防止や地域づくりに係る取組を整理していく必要が

あります。 

〇 近年の大規模災害における犠牲者に占める高齢者の割合は 6 割と高いものになって

います。災害時において自ら避難することが困難で、支援を要する高齢者の把握に努

める必要があります。また、令和 2 年に九州地方で発生した豪雨水害では、河川の氾

濫により高齢者施設が浸水し多くの犠牲者を出す等、痛ましい被害も起こりました。

有事に対応するため、施設等においてあらかじめ災害時のマニュアルを作成する、有

事に備えて避難訓練を行う等、災害への備えを強化する必要があります。 

〇 災害時だけでなく、新型コロナウイルス感染症や新型インフルエンザ等の感染症が発

生した際にも、国や都から得られた情報を介護サービス事業所等にスムーズに提供し、

共有できる体制を引き続き整える必要があります。 
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主な事業と今後の方向性 

 

事業名 方向性 担当課 

各機関との連携

の構築 

・介護事業所・施設等と連携し、防災や感染症対策についての周知啓

発、研修、訓練を実施していきます。 

・東京都や市、関係機関と連携して、災害、感染症発生時の支援・応援

体制の構築をめざします。 

介護福祉課 

事業所における

災害対策 

・介護事業所等における災害や感染症の発生時に必要な物資につい

ての備蓄・調達・輸送体制について、東京都や関係機関と連携して推

進します。 

介護福祉課 

ＩＣＴの活用 ・介護ロボット、センサー、ＩＣＴを用いることで、介護職員の身体的・精

神的な負担を軽減し、介護の質を維持しながら効率的なサービスを提

供することは、身体的接触や感染症罹患のリスクを低減する効果があ

るため、感染症対策としてもＩＣＴの活用について介護事業所・施設等

に情報を提供していきます。 

介護福祉課 

迅速、正確な情

報の提供、共有 

・様々な通信手段や市公式サイトを活用し、より早くより正確に、情報の

提供や共有の促進をはかります。 

・市公式サイトでの情報提供は、「見やすさ」についても検討し、改善に

努めます。 

介護福祉課 

感染症感染拡大

防止への対応 

・認定調査員に対し、調査時に申請者や家族に不安を与えないよう、手

指の消毒をはじめとする衛生管理の徹底を指導します。 

・感染症蔓延時にも認定審査が滞らないよう、対面以外での認定審査

会の実施ができるよう、体制の整備に努めます。 

介護福祉課 

災害時における

高齢者の支援体

制（災害時避難行

動要支援者支援

体制の整備） 

・避難行動要支援者の支援体制について、引き続き関係各課との協議

を実施し、個別支援計画策定に向けた協議を行います。 

防災防犯課 

災害時における

高齢者の支援体

制（二次避難所の

整備） 

・避難行動要支援者の支援体制についての関係各課との協議にあわ

せて、二次避難所の開設方法についての協議を行います。 

防災防犯課 

感染症の流行に

関する備え 

・新型インフルエンザ等の感染症の流行に備え、防護服やサージカル

マスク等を計画的に備蓄していきます。また、「東久留米市新型インフ

ルエンザ等対策行動計画」は、状況にあわせて見直しを行っていきま

す。 

健康課 
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全体目標 第 8期計画における数値目標の設定 

第 7期計画における数値目標の達成状況 

 地域分析等により抽出した現状と課題に応じて「取組と目標」を設定し、その達成状況に

ついて計画期中においてチェックを実施し、PDCA サイクル（8 ページ）に基づく計画の進

捗管理を行うことを目的として、第 7 期計画より、計画期中における「数値目標」を記載し

ています。 

 数値目標の達成状況については東久留米市介護保険運営協議会に報告し、その議事録及び

報告の際の資料を市公式サイトに掲載することにより、市民の皆さまに広く公表することと

しています。 

第 7 期計画において設定した数値目標の指標及び期末における達成状況（令和 2 年 12 月

現在）は、以下のとおりです。 

 

数値目標１ 一般介護予防事業（通いの教室）の実施回数 

第 7 期中の数値目標 

期中における一般介護予防事業（通いの教室）の実施回数 390 回 

 

達成状況  

第 7 期中の実績（令和 2 年 12 月時点での見込み）は 498 回で、数値目標を達成しま

した。なお、各年度における内訳は、平成 30 年度 166 回、令和元年度 166 回、令和 2

年度 166 回（令和 2 年度については実施見込みの回数）です。 

 

 第 8 期に向けた振り返り 

介護予防の意義について、引き続き市民や関係者に対する普及啓発を継続的に実施す

るとともに、健康づくりの施策との連携を図る必要があります。また、令和 2 年度に作

成した動画（37 ページ）も活用しながら、介護予防ご当地体操「わくわくすこやか体

操」の啓発の強化を図る必要があります。また、市民主体の活動につなげるため、地域

包括支援センター等を通して自主グループ立ち上げ講座等の積極的な参加を促していく

必要があります。 

 

数値目標２ 小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護の整備数 

第 7 期中の数値目標 

① 期中における小規模多機能型居宅介護の整備数 1 か所 

② 期中における看護小規模多機能型居宅介護の整備数 1 か所 
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達成状況  

小規模多機能型居宅介護については、令和 3 年 3 月に 1 か所整備予定（令和 2 年 12

月現在）で、数値目標を達成しました。看護小規模多機能型居宅介護については、認知

症対応型共同生活介護（グループホーム）の併設として公募しましたが応募事業者がな

く、未達成となっています。 

 

 第 8 期に向けた振り返り 

看護小規模多機能型居宅介護については、医療ニーズの高い高齢者の在宅療養を支え

ていくため、第 8 期中においても引き続き公募による整備をめざします。 

 

数値目標３ 見守り協力員の活動回数・地域ケア会議の開催回数 

第 7 期中の数値目標 

① 期中における見守り協力員の活動回数 1,400 回 

② 期中における地域ケア会議の開催回数 30 回 

 

達成状況  

見守り協力員の活動回数は第 7 期中において 2,339 回、地域ケア会議の開催回数は第

7 期中において 54 回で、それぞれ数値目標を達成しました。なお、各年度における実

績は下表のとおりです（令和 2 年度は見込）。 

 

指 標 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 7 期中合計 

見守り協力員の活動回数 799 回 886 回 654 回 2,339 回 

地域ケア会議の開催回数 16 回 26 回 12 回 54 回 

※ 「令和 2 年度」及び「7 期中合計」は、令和 2 年 12 月末現在での見込みの回数。 

 

 第 8 期に向けた振り返り 

「見守り協力員」については、第 8 期計画の基本目標 3・施策 3「ひとり暮らし高齢

者等の「みまもり」体制の推進」（59～61 ページ）において、新たに施策としての位置

づけを行いました。 

「地域ケア会議」については、令和 2年度より自立支援・重度化防止に資する地域ケア個

別会議（行政主催）に管理栄養士を参画させ、介護予防の支援を重視した会議へと深化を図

っています。本人参加型の自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議を地域包括支援

センターにおいて開催できるよう、地域包括支援センターの主任介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）の連絡会で仕組みづくりについて検討し、体制の構築を図ります。 
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数値目標４ ケアプラン点検の実施件数 

第 7 期中の数値目標 

期中におけるケアプラン点検の実施件数 60 件 

 

達成状況  

第 7 期中における実施件数は 110 件で、数値目標を達成しました。なお、各年度にお

ける実績は下表のとおりです（令和 2 年度は見込）。 

 

※ 「令和 2 年度」及び「7 期中合計」は、令和 2 年 12 月末現在での見込みの件数。 

 

 第 8 期に向けた振り返り 

第 7 期中において、市内指定居宅介護支援事業所に所属する介護支援専門員（ケアマ

ネジャー）の 90％以上に対し、ケアプラン点検を実施しました。第 8 期中において

も、3 年間で再度、全事業所のケアプラン点検を実施する予定です。あわせて、サービ

ス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム等の入居者に焦点を当てた点検の実施について

も検討します。 

 

 

 

 

 

  

指 標 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 7 期中合計 

ケアプラン点検の実施件数 29 件 59 件 22 件 110 件 
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第 8期計画における数値目標の設定 

 第 8 期計画においても第 7 期と同様に、介護予防や地域づくり等に係る「取組と目標」の

うち、特に重点的に実施する項目に「数値目標」（または、「いつまでに～する」ということ

を示す「期限目標」）を設定することとし、計画の進捗管理を行う上での指標として活用し

ます。 

数値目標を定めるにあたっては、第 7 期計画において設定した数値目標の達成状況と、本

計画の基本目標 1 から基本目標 4 に記載した各施策における課題及び課題を受けた「主な事

業と今後の方向性」の内容をふまえています。 

なお、各数値目標の「指標」に参考として掲載している令和 2 年度の数値については、令

和 2 年 12 月末現在の実績からの見込の数値です。 

 

数値目標１ 介護予防・生活支援サービスの方向性の見直し（期限目標） 

平成 29 年より開始した介護予防・生活支援サービス（支援強化型訪問・通所介護、支え合

い訪問・通所介護）については、30～31 ページに記載した現状の分析及び課題の抽出をふま

え、自立に向けて、介護予防と機能回復の効果を一層高めるという観点から、第 8 期中にお

いてサービスの提供体制を検討し、必要に応じて見直しを講じます。 

 

基本目標 基本目標１ 介護予防・健康づくりの施策の推進のための取組 

施 策 施 策 １  

施 策 ２  

介護予防給付、介護予防・生活支援サービスの方向性 

リハビリテーションサービス提供体制に関する方向性 

掲載ページ 30～32 ページ、33～35 ページ 

指 標 介護予防・生活支援サービスのサービス提供体制について検討し、必要に応じて見直

しを講じる。 

期限目標 令和 4 年度中 
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数値目標２ 介護予防に資する「通いの場」の設置数・自主グループへの専門職派遣回数 

第 7 期には「一般介護予防事業（通いの教室）の実施回数」を指標としましたが、第 8 期

においては住民主体の活動として、介護予防に資する「通いの場」の把握に努めるとともに、

その立ち上げ等を推奨し、核となる人材発掘を推進することにより、地域に根差した市民主

体の介護予防・フレイル予防の取組の推進を図ります。また、専門職（リハビリテーション

専門職、栄養士）を派遣することにより、「通いの場」の支援を行います。 

 

基本目標 基本目標１ 介護予防・健康づくりの施策の推進のための取組 

施 策 施 策 ３  健康づくりの施策及び一般介護予防事業の推進 

掲載ページ 36～39 ページ 

指 標 ① 介護予防に資する「通いの場」の新規設置数 

② 自主グループへの専門職派遣回数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：31 回 令和元年度：50 回 2 年度：12 回） 

数値目標 ① 8 期中 20 箇所（令和 3 年度：6 箇所 4 年度：7 箇所 5 年度：7 箇所） 

② 8 期中 90 回（令和 3 年度：20 回 4 年度：30 回 5 年度：40 回） 

 

 

数値目標３ 地域密着型サービスの整備数 

医療ニーズの高い高齢者の在宅療養を支えていくためのサービスとして、市内初の看護小

規模多機能型居宅介護の整備（令和 6 年 3 月までの開設）をめざします。また、認知症にな

っても住み慣れた地域で家庭的な環境や地域住民との交流、支え合いの下で生活が続けられ

るよう、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の整備（令和 6 年 3 月までの開設）

をめざします。 
    

基本目標 基本目標２ 要介護状態や認知症になっても、自分らしい暮らしを続けるための取組 

施 策 施 策 １  介護サービス、その他在宅生活を支えるサービスの方向性 

掲載ページ 40～43 ページ 

指 標 ① 8 期中における看護小規模多機能型居宅介護の整備数 

② 8 期中における認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の整備数 

数値目標 ① 看護小規模多機能型居宅介護を 1 か所整備 

② 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）を 1 か所整備 
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数値目標４ 認知症介護者家族会への参加人数 

令和元年度に実施した「在宅介護実態調査」の結果では、家族介護者が不安に感じている

介護として最も回答が多かったのが「認知症状への対応」でした。認知症施策推進大綱の中

でも、認知症の人へのケアとあわせて、「介護者への支援」が掲げられています。認知症の

人を在宅で介護している家族等介護者の方が、認知症介護者家族会において介護の悩みを話

すことで、介護者の孤立化を防止するとともに、専門職との相談の機会を得ることにより、

認知症の人とその家族の視点や意向を取り入れた介護の継続を図ります。なお、令和 2 年度

には新型コロナウイルス感染症の影響を受け中止になることもあり、「3 密」を回避すると

いう観点から、電話等を活用したリモート開催の方法について試行しています。 

 

基本目標 基本目標２ 要介護状態や認知症になっても、自分らしい暮らしを続けるための取組 

施 策 施 策 ２  

施 策 ３  

家族介護者の支援のための取組 

認知症施策推進大綱等をふまえた認知症施策の推進 

掲載ページ 44～45 ページ、46～48 ページ 

指 標 認知症介護者家族会への参加人数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：116 人 令和元年度：99 人 2 年度：30 人） 

数値目標 8 期中 378 人（令和 3 年度：108 人 4 年度：126 人 5 年度：144 人） 

 

 

数値目標５ 新規の認知症サポーターの人数 

認知症施策推進大綱における「認知症に対する理解促進の推進」に係る施策として、認知

症サポーター養成講座を、市民・企業・市職員等を対象に実施しています。第 8 期中におい

ても引き続き講座を実施し、認知症サポーターの数を増やしていくことで、認知症に対する

一層の理解促進を図り、認知症等で困っている人の早期発見につなげるとともに、支援者を

増やすことにより認知症高齢者やその家族が生活しやすい環境づくりへとつなげます。な

お、令和 2 年度の新規認知症サポーターの人数は、新型コロナウイルス感染症の影響により

令和 2 年 4 月から 6 月まで講座を中止したこと等の影響により減少していることから、その

影響も加味しつつ数値目標を設定しています。 

 

基本目標 基本目標２ 要介護状態や認知症になっても、自分らしい暮らしを続けるための取組 

施 策 施 策 ３  認知症施策推進大綱等をふまえた認知症施策の推進 

掲載ページ 46～48 ページ 

指 標 新規の認知症サポーターの人数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：525 人 令和元年度：500 人 2 年度：169 人） 

数値目標 8 期中 1,100 人（令和 3 年度：250 人 4 年度：350 人 5 年度：500 人 
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数値目標６ 在宅療養に関する研修会の開催回数 

切れ目のない在宅医療と介護サービスの提供体制の構築を推進していくためには、医療・

介護関係者及び市民の方に対し、在宅療養についての正しい知識を普及することが求められ

ることをふまえ、第 8 期中においても在宅医療に関する研修会（医療・介護関係者の研修及

び地域住民への普及啓発のための研修）を継続的に実施し、一人ひとりが「自分らしい」在

宅療養を受けることができるための体制づくりの推進につなげていきます。 

 

基本目標 基本目標３ 共に参加し共に支える、地域ぐるみの体制づくりのための取組 

施 策 施 策 ２  在宅医療と介護の一体的な提供体制の構築・推進 

掲載ページ 56～58 ページ 

指 標 在宅療養に関する研修会の開催回数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：7 回 令和元年度：6 回 2 年度：2 回） 

数値目標 8 期中 12 回（令和 3 年度：3 回 4 年度：4 回 5 年度：4 回） 

 

 

数値目標７ みまもり協力員の活動回数 

「みまもり協力員」の活動は、支援が必要な高齢者を早期に発見し、把握することにつな

がります。一人暮らし高齢者の増加に伴い、地域住民による「緩やかなみなもり」の重要性

が増している中、「みまもり協力員」の活動を引き続き推進していくことで、支援が必要な

高齢者を早期に発見し、地域の中で安心して生活できる体制の構築をめざします。 

 

基本目標 基本目標３ 共に参加し共に支える、地域ぐるみの体制づくりのための取組 

施 策 施 策 ３  ひとり暮らし高齢者等の「みまもり」体制の推進 

掲載ページ 59～61 ページ 

指 標 みまもり協力員の活動回数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：799 回 令和元年度：886 回 2 年度：654 回 

数値目標 8 期中 2,400 回（令和 3 年度：800 回 4 年度：800 回 5 年度：800 回） 
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数値目標８ 地域ケア会議の開催回数 

生活圏域ごとの地域課題を発見し、地域における高齢者の生活支援サービスの創設、地域

における支え合いの体制づくりの推進につなげるため、「地域ケア個別会議」及び「地域ケ

ア推進会議（第 2 層）」を開催し、関係機関との連携を図ります。特に、令和 3 年度以降に

ついては、新型コロナウイルス感染症の影響により開催ができなくなることがないように、

会議の方法を工夫することで継続的に実施していきます。 

 

基本目標 基本目標３ 共に参加し共に支える、地域ぐるみの体制づくりのための取組 

施 策 施 策 ４  地域のつながりづくりへの取組と「地域共生社会」に向けた取組 

掲載ページ 62～65 ページ 

指 標 地域ケア会議の開催回数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：16 回 令和元年度：26 回 2 年度：12 回） 

数値目標 8 期中 84 回（令和 3 年度：28 回 4 年度：28 回 5 年度：28 回） 

 

 

数値目標９ ケアプラン点検を実施した指定居宅介護支援事業所数 

第 7 期に引き続き、ケアプラン点検を計画的に実施することにより、居宅介護支援事業所

の質の向上を図り、給付適正化の推進、サービス利用者の自立支援・重度化防止に資するケ

アプランが作成・実行・実践されることをめざします。また、サービス付き高齢者向け住宅

や有料老人ホーム等の入居者に焦点を当てた点検の実施についても検討します。第 8 期中に

おいては点検の実施件数に加え、事業所に対する研修等を実施することにより、各居宅介護

支援事業所の主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）が自ら点検を行うことができるよ

うな体制づくりを支援する等の取組を進めます。 

 

基本目標 基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の提供体制を整備するための取組 

施 策 施 策 １  サービスの質の向上・給付適正化に向けた取組 

掲載ページ 66～68 ページ 

指 標 ケアプラン点検を実施した指定居宅介護支援事業所数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：29 回 令和元年度：59 回 2 年度：22 回） 

数値目標 市内の指定居宅介護支援事業所を対象とし、3 年間で全事業所（令和 2 年 10 月 1 日現

在 26 事業所）を点検 
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数値目標１０ 介護給付費通知の送付回数 

給付適正化を推進するためには、サービス利用者本人やその家族の方が、介護サービス事

業所においてケアプランに沿った適正な介護サービス計画が実施されているか、自立支援・

重度化防止のためのケアプランが立てられているかという視点をもち、サービスの確認を行

うことが重要です。年に 1 回以上、介護給付費通知を送付することにより、利用したサービ

スの詳細について被保険者が確認することができ、利用者にとって真に必要な介護サービス

が過不足なく提供される体制の推進が期待されます。 

 

基本目標 基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の提供体制を整備するための取組 

施 策 施 策 １  サービスの質の向上・給付適正化に向けた取組 

掲載ページ 66～68 ページ 

指 標 介護給付費通知の送付回数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度から令和 2 年度まで、毎年度 1 回の送付） 

数値目標 年１回以上（8 期中において 3 回以上）送付 

 

 

数値目標１１ 介護人材の確保に向けた事業の参加者数 

東京都の補助金を活用して令和元年度より実施している「介護のしごと入門研修」は、介

護人材のすそ野を広げ、地域において、世代を超えて支え合う体制の構築に向け、一定の効

果を得ています。第 8 期中も、東京都による補助が継続されるかどうかに注視しつつ、補助

事業として事業の継続が可能な場合は、事業の周知等を行うことにより定員に対し十分な参

加者を確保することで、事業の効果を高めます。 

 

基本目標 基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の提供体制を整備するための取組 

施 策 施 策 ２  介護人材の確保・事業の効率化に向けた取組 

掲載ページ 69～70 ページ 

指 標 実施事業の定員に対する参加者（実数）の割合 

【参考】令和 2 年度前期実績 74.2%（参加者 26 名／定員 35 名） 

数値目標 定員比 75％の参加者の確保 
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数値目標１２ 認定調査員の研修の実施回数・審査会全体会の実施回数 

要支援・要介護認定申請受付から認定結果の通知までの流れを円滑にし、かつ認定調査の平準

化を進めるためには、個々の調査員が現在有している知識や経験に応じ、適切な研修を実施する

ことにより、さらなるスキルアップを図る必要があります。また、業務分析データを活用した分

析を行い、審査会全体会の中で事例検討や情報共有を行う必要があります。 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止・延期となっていますが、令

和 3 年度以降については、研修等の方法を工夫することで継続的に実施していきます。 

 

基本目標 基本目標４ 持続可能な介護保険サービス等の提供体制を整備するための取組 

施 策 施 策 ３  要介護（要支援）認定実施体制の計画的な整備に向けた取組 

掲載ページ 71～72 ページ 

指 標 ①  認定調査員新任研修、現任研修の実施回数 

【参考】7 期実績 

認定調査員新任研修（平成 30 年度：2 回 令和元年度：2 回 2 年度：0 回） 

現任研修（平成 30 年度：1 回 令和元年度：1 回 2 年度：0 回） 

②  審査会全体会の実施回数 

【参考】7 期実績（平成 30 年度：1 回 令和元年度：1 回 2 年度：1 回予定） 

数値目標 ① 認定調査員新任研修を年 2 回程度、現任研修を年 1 回開催 

② 審査会全体会を年 1 回実施 

※ ①については、令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止または延期 
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〈各論Ⅱ〉 
 

第１章 介護保険サービスの実績と見込み 

第２章 第 8 期介護保険事業の見通し 

第３章 介護保険制度の円滑な運営 
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第１章 介護保険サービスの実績と見込み 

第１節 介護サービスの見込みの考え方 

 本章では、要介護（要支援）者の数、居宅介護（介護予防）サービス、地域密着型（介

護予防）サービス、施設サービス、介護予防・生活支援サービス等に係る第 7 期中におけ

る利用者数の動向等を把握し、市民のニーズや今後のサービスの供給体制の整備等をふま

え、計画中におけるサービスの需要の見込みを推計します。 

 

 

※1 以下、本章に記載する第 8 期中の事業所・施設等の開設の予定数は、現時点でのものです。計

画期中の介護需要や市況の動向等に応じて変動することがあります。 

※2 通所介護、短期入所生活介護等のサービスにおいて、令和 2 年中に発生した新型コロナウイル

ス感染症の影響により、令和 2 年度の介護サービス利用者数の実績が、平成 30 年度から令和元年

度までの利用者数の伸びと比較して減少している傾向が見られるため、これらの影響を考慮して

自然体推計を補正しています。 

現状把握

将来推計

（自然体推計）

施策反映

第 7 期中における要介護（要支援）者数の推移、介護サービスの利用

者数の推移、令和 2 年 10 月における介護サービスの提供体制（市内

における事業所・施設の数等）、地域の高齢者ニーズやサービス提供事

業者の意向（高齢者アンケート調査等）を把握します。 

厚生労働省より提供される「地域包括ケア『見える化』システム」に

実装されている将来推計の機能を活用して、第 8 期計画期間における

要介護（要支援）者数、介護サービス利用者数の自然体推計を実施し

ます 

自然体推計は過去の伸び率等のデータからシステムにより自動的

に算出されるものであり、第 8 期中に整備予定の事業所数（※1）

や個々の施策の効果等の影響は含まない推計です。このため、自然

体推計による介護サービスの見込み数に、これらの施策的な影響

等（※2）を加味した補正を行います。 
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第２節 居宅（介護予防）サービス 

高齢者が可能な限り住み慣れた自宅での生活を継続できるよう、良質なサービスの確保

に向けた施策を推進するとともに、充実が必要なサービス事業にあっては、事業者の参入

を促すことにより適切な居宅サービスや、各種サービスの必要量の確保に努めます。居宅

介護支援（介護予防支援）のみが市の指定であり、それ以外の事業所は都が指定します。 

 

（１）訪問サービス 

① 訪問介護（ホームヘルプサービス） 

ホームヘルパー等が居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護、その他の日常生活上

の世話・相談を行います。通院時の乗降介助等も利用できます。なお、介護予防訪問介護

は、平成 30 年度に、地域支援事業の介護予防・生活支援サービス事業に完全に移行しまし

た。 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 25 事業所が指定を受けています。要介護状態になっ

ても可能な限り住み慣れた自宅での生活を継続したいという高齢者のニーズをふまえて、

サービス利用者数は増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） － － － － － － 

介護サービス（人/月） 900 918 956 984 1,036 1,073 

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

② 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

看護師と介護職員が自宅を訪問し、浴槽を持ち込んで入浴介助を行います。 

■ サービス見込みについての考え方 

市内に事業所はありませんが、市外の事業所によりサービスが提供されています。在宅

での生活を希望する要介護者の増加をふまえ、介護サービス利用者数は若干の増加傾向を

見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 1 1 1 1 1 1 

介護サービス（人/月） 70 68 70 72  74  77  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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③ 訪問看護・介護予防訪問看護 

心身機能の維持や回復のために、看護師や保健師、理学療法士等が自宅を訪問し、主治

医の指示に基づく療養上の世話や診療の補助を行います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在、市内で 9 事業所（うち、休止１事業所あり）が指定を受けてい

ます。在宅での生活を希望する要介護者の増加をふまえ、介護サービス、介護予防サービ

スともに増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 90  111  117  119  123  126  

介護サービス（人/月） 657  717  734  780  816  855  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

④ 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

心身機能の維持や日常生活の自立を高めるために、理学療法士や作業療法士、言語聴覚

士等が自宅を訪問し理学療法や作業療法、その他のリハビリテーションを行います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在、市内で 3 事業所が指定を受けています。退院・退所後もスム

ーズに在宅生活に復帰することを希望する要介護者のニーズをふまえ、介護サービスの利

用者数は増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 6  3  2  2  2  2  

介護サービス（人/月） 43  36  49 52  53  57  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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⑤ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師等が自宅を訪問し、薬の飲み方や食事等、療養上の管理と指導を

行います。また、ケアマネジャーと連携して、ケアプランの作成に必要な情報提供等も行

います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

在宅での生活の継続を希望する要介護者の増加をふまえ、介護サービス、介護予防サー

ビスともに増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 71  82  88  90  90  92  

介護サービス（人/月） 884  994  1,119  1,248  1,330  1,391  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

 

（２）通所サービス 

① 通所介護（デイサービス） 

定員 19 人以上の通所介護施設において、日帰りで入浴・排せつ・食事等の介護、その他

の日常生活上の世話・機能訓練・相談を行います。平成 28 年度より、定員 18 人以下の小

規模な通所介護施設で行われるものは「地域密着型通所介護」に移行しました（地域密着

型通所介護については、地域密着型通所介護を参照）。また、介護予防通所介護は、平成 30

年度に、地域支援事業の介護予防・生活支援サービス事業に完全に移行しました。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 19 事業所がサービスを提供しています。要介護者の

増加を受け、利用者数は増加傾向を見込んでいます。 

なお、令和 2 年度の見込値については、同年度に発生した新型コロナウイルス感染症の

影響により前年度から減少に転じているものと思われるため、そのことをふまえて令和 3

年度以降の推計値を補正しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） － － － － － － 

介護サービス（人/月） 970  1,011 965  1,040  1,099  1,140  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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② 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

心身機能の維持回復や自立した日常生活を営めるように、介護老人保健施設や医療機関

において、日帰りで理学療法や作業療法等のリハビリテーションを行います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 3 事業所がサービスを提供しています。要介護者の

増加を受け、介護サービス・介護予防サービスともに増加傾向を見込んでいます。 

なお、令和 2 年度の見込値については、同年度に発生した新型コロナウイルス感染症の

影響により前年度から減少に転じているものと思われるため、そのことをふまえて令和 3

年度以降の推計値を補正しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 82  87  85  91  89  92  

介護サービス（人/月） 311  328  270  350  366  382  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

 

（３）短期入所サービス 

① 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

介護老人福祉施設等に短期間入所して、入浴・排せつ・食事等の介護、その他の日常生活

上の世話と機能訓練を行います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 7 事業所がサービスを提供しています。要介護者だ

けでなくレスパイト・ケアを必要とする家族等介護者のニーズにも対応して、利用者数は

介護サービスで若干の増加傾向を見込んでいます。 

なお、令和 2 年度の見込値については、同年度に発生した新型コロナウイルス感染症の

影響により前年度から減少に転じているものと思われるため、そのことをふまえて令和 3

年度以降の推計値を補正しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 8  8  7  8  8  9  

介護サービス（人/月） 232  235  184  236  246  256  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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② 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（医療型ショートステイ） 

介護老人保健施設等へ短期間入所して、看護、医学的管理のもとに介護や機能訓練、そ

の他必要な医療と日常の生活上の世話やリハビリを行います。家族介護者の負担を軽減す

る役割も担っています。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 1 事業所（介護老人保健施設と併設）がサービスを

提供しています。介護サービス・介護予防サービスともに、ほぼ横ばいとなることを見込

んでいます。 

なお、令和 2 年度の見込値については、同年度に発生した新型コロナウイルス感染症の

影響により前年度から減少に転じているものと思われるため、そのことをふまえて令和 3

年度以降の推計値を補正しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 1  0  0  0  0  0  

介護サービス（人/月） 25  26  18  26  27  28  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

◆ 短期入所療養介護（病院等）及び短期入所療養介護（介護医療院）については、市内に
当該サービスを提供する事業所がないこと、令和 2 年度の実績がないことから、第 8 期
中におけるサービスの利用を見込んでいません。 

 

 

（４）福祉用具・住宅改修サービス 

① 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

自宅で自立した日常生活を営めるように、車いすや特殊寝台等の福祉用具の貸し出しを

行います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 7 事業所がサービスを提供しています。在宅での生

活を希望する要介護者の増加をふまえ、介護サービス・介護予防サービスともに利用者の

増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 400  461  501  515  523  536  

介護サービス（人/月） 1,448  1,555  1,667  1,790  1,894  2,010  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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② 特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

自宅で自立した日常生活を営めるように、同一年度 10 万円を上限として、入浴や排せつ

等に使用する特定福祉用具の購入費の 7～9 割を、支給します。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在で、市内で 9 事業所がサービスを提供しています。在宅での生

活の継続を希望する要介護者の増加をふまえ、介護サービスは増加を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 9  11  9  16  16  16  

介護サービス（人/月） 29  26  28  38  41  44  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

③ 居宅介護住宅改修費・介護予防住宅改修費 

自宅で自立した日常生活を営めるように、被保険者 1 人当たり 20 万円を上限として、住

宅の改修にかかった費用の 7～9 割を支給します。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期は、在宅での生活の継続を希望する要介護者の増加をふまえ、介護サービスは増

加を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 12  14  13  14  12  12  

介護サービス（人/月） 19  18  17  23  25  26  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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（５）その他のサービス 

① 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等に入居する要介護者等に対し、特定施設サービス計画に基づいて、入

浴・排せつ・食事等の介護やその他の日常生活上の世話・機能訓練・療養上の介助を行いま

す。有料老人ホーム等は入居している居室を自宅とみなしてサービスが提供されることか

ら、施設サービスではなく居宅サービスに分類されます。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在、市内に 6 施設があります。市内・市外の既存施設への入所者

の自然増のほか、第 8 期計画期中（令和 3 年 9 月）に市内に新たに 1 か所が整備される予

定であることをふまえ、介護サービス・介護予防サービスともに利用者数の増加を見込ん

でいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 42  47  45  51  54  58  

介護サービス（人/月） 320  356  393  484  498  520  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

② 居宅介護支援・介護予防支援 

居宅介護支援事業者や地域包括支援センターが、要介護（要支援）者の心身の状況に適

したサービスの利用計画（ケアプラン）を作成し、自立支援、重度化防止に向けた適切なサ

ービス提供が受けられるように支援を行います。利用者の自己負担はありません（全額を

介護保険で負担します）。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月 1 日現在、市内に 26 事業所があります。第 8 期は、要介護（要支援）者

の増加を受け、介護サービス・介護予防サービスともに増加傾向を見込んでいます。 

また、居宅介護支援事業所の管理者を原則として主任介護支援専門員にしなければなら

ない旨の制度改正（令和 9 年 3 月までで経過措置終了）が行われたことにより、特定事業

所加算を算定する事業所が増加していることから、給付費が増加する見込みです。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 531  594  625  652  663  673  

介護サービス（人/月） 2,299  2,457  2,524  2,645  2,772  2,880  

※ 令和 2 年度は見込値。 
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第３節 地域密着型（介護予防）サービス 

地域密着型サービスは、高齢者が住み慣れた地域できめ細かく配慮されたサービスの提供

を受けることができるよう、平成 18 年に創設された介護保険のサービスです。地域の実情

を反映し、きめ細かく対応できる小規模事業所によりサービスが提供され、利用対象者は原

則として事業所が所在する市区町村の被保険者となります。 

 地域の特性に即したサービスを提供するために、事業者の指定や監督は各市区町村が行い

ます。第 8 期中も、地域の高齢者のニーズとサービスを展開する事業者の意向をふまえつ

つ、必要なサービスが過不足なく提供される体制を確保するための適切なサービス基盤の整

備について、継続的に検討を進めていきます。 

 

（１）在宅（訪問・通所）系サービス 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に、または、それぞれが密接に連携し

ながら、定期的な巡回訪問と夜間の緊急対応等の随時の対応をあわせてサービスを行いま

す。市内全域を事業区域として、1 事業所がサービスを提供しています。 

■ サービス見込みについての考え方 

現在、第 8 期中での整備予定はありませんが、第 7 期中の利用者数の動向をふまえ、増

加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 13  14  19  25  26  27  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

② 夜間対応型訪問介護 

夜間に、定期的に巡回して行う訪問介護と、利用者からの連絡で随時対応する訪問介護

を組み合わせたサービスを行います。令和 2 年 10 月現在、市内にはサービス提供事業所は

ありません。 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期の見込みはありません。今後、サービスの必要性について検討していきます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 0 0 0 0 0 0 

※ 令和 2 年度は見込値。 
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③ 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症と診断された高齢者に、専門的な認知症ケアによる生活機能の維持または向上を

目指し、日帰りで入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練等の

支援（デイサービス）を行います。家族介護者の負担を軽減する役割も担っています。令和

2 年 10 月現在、特別養護老人ホームの併設事業所として、市内の 3 か所でサービスが提供

されています。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期は、介護サービス・介護予防サービスともにほぼ横ばいを見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 0  1  0  0  0  0  

介護サービス（人/月） 43  44  46  47  48  50  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

④ 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

小規模な住居型施設への通いを中心に、訪問と宿泊のサービスを柔軟に組み合わせ、入

浴・排せつ・食事等の介護、生活や健康等の相談、その他の日常生活上の世話と機能訓練を

行います。令和 2 年 10 月現在、市内で 2 事業所がサービス提供をしています。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

事業所公募を行い、令和 3 年 3 月には市内 3 か所目となる「小規模多機能ホーム東久留

米」が開設予定です。このことに伴い、第 8 期中の介護サービスの利用者数の増加傾向を

見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 2 4 4 5 5 5 

介護サービス（人/月） 48 46 44 62 70 70 

※ 令和 2 年度は見込値。 
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⑤ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

小規模な住居型施設への「通い」のサービスを中心として、訪問介護、訪問看護、リハビ

リテーション等の「訪問」のサービス、施設に「泊まる」サービス等を一体的に提供する柔

軟な支援を行います。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月現在、市内にはサービス提供事業所はありません。第 8 期中において、公

募により 1 か所の整備を予定しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 0 1 1 1 1 16 

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

⑥ 地域密着型通所介護  

利用定員が 18 人以下の小規模な通所介護施設で提供するデイサービスです。以前は定員

にかかわらず通所介護サービスとして提供されていましたが、少人数で生活圏域に密着し

たサービスであり、生活圏域ごとに計画的にサービス基盤の整備を行う必要があることか

ら、平成 28 年 4 月から、利用定員が 18 人以下の事業所で提供されるサービスが、市町村

が指定・監督する地域密着型サービスに位置づけられました。令和 2 年 10 月現在、市内で

21 事業所がサービスを提供しています。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

要介護者の増加を受け、利用者数は増加傾向を見込んでいます。 

なお、令和 2 年度の見込値については、同年度に発生した新型コロナウイルス感染症の

影響により前年度から減少に転じているものと思われるため、そのことをふまえて令和 3

年度以降の推計値を補正しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 404  439  427  480  505  530  

※ 令和 2 年度は見込値。  
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（２）居住系サービス 

① 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症と診断された高齢者が、入浴・排せつ・食事等の介護、その他の日常生活上の世話

と機能訓練を受けながら、共同生活を送る施設です。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月現在、市内で 6 か所がサービスを提供しています。事業所公募により令和

3 年 3 月に「グループホームなごみ東久留米」（3 ユニット）が開設予定です。同年 6 月に

2 事業所（2 ユニット）が廃止される予定です。また、第 8 期中において、公募により 1 か

所の整備を予定しています。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護予防サービス（人/月） 0 0 0 0 0 0 

介護サービス（人/月） 89 89 88 100 100 126 

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

② 地域密着型特定施設入居者生活介護 

小規模な介護専用の有料老人ホーム等の入居者に対し、入浴、排せつ、食事等の介護や

その他の日常生活上の援助、機能訓練、健康管理及び療養上の援助を行います。 
 

■ サービス見込みについての考え方 

令和 2 年 10 月現在、市内にはサービス提供施設はありません。第 8 期の見込みはありま

せん。今後、必要に応じて、サービスの検討をしていきます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 0 0 0 0 0 0 

※ 令和 2 年度は見込値。 
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③ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

小規模な特別養護老人ホームの入所者に対し、入浴、排せつ、食事等の介護やその他の

日常生活上の援助、機能訓練、健康管理及び療養上の援助を行います。令和 2 年 10 月現

在、市内にはサービス提供施設はありません。 
 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期の見込はありません。今後、必要に応じて、サービスの検討をしていきます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 0 0 0 0 0 0 

※ 令和 2 年度は見込値。 

  



 

101 

第４節 施設サービス 

施設サービスについては、市外施設の利用等も考慮し、要介護者の状態にあった施設サ

ービス量の確保に努めるとともに、サービスの質の向上を図っていきます。 

平成 30 年度より新たな介護保険施設として介護医療院が創設され、現行の介護療養型医

療施設（介護療養病床）の経過措置期間が 6 年間延長となり、令和 5 年度末までに順次、

他の機能をもつ施設に転換することもふまえて、第 8 期のサービス見込量を推計します。 

施設サービスの比重を高めることは介護給付費の上昇に繋がり、保険料の上昇の要因と

もなることから、施設サービスと在宅サービスのバランスが取れた利用を促していきます。 

また、東京都の療養病床の入院患者のうち、「医療区分 1」の方の 70％を令和 7 年まで

に介護サービス及び在宅医療で受け入れることとされたことをふまえ、第 7 期計画に引き

続き、医療病床からの移行分として介護施設で受け入れる人数を見込んでいます。 

 

（１）施設サービス 

① 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常時介護が必要で、在宅での介護が困難な方に、入浴・排せつ・食事等の介護、その他の

日常生活上の援助と機能訓練、健康管理、療養上の介助を行います。事業所の指定・指導・

監査は東京都が行います。令和 2 年 10 月現在、市内には 6 つの施設があります。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

市内の介護老人福祉施設の整備率が他地域に比べて高いこと（※）、東京都の介護保険

事業支援計画においても北多摩北部地区は整備充足圏域とされていることなどから、第 8

期における新たな施設整備予定はありませんが、市内施設の利用増や市外施設の利用等を

見込んで、第 8 期中も若干の増加傾向となります。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 491  501  528  540  546  555  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

※ 東京都の市区町村における介護老人福祉施設の施設数（人口 10 万対・平成 30 年）は、本市

が 6.0 施設であるのに対し都の平均が 3.8 施設、近隣市で 4.9 施設となっています。（地域包

括ケア「見える化」システムの指標 K1-a「サービス提供事業者数（介護老人福祉施設）」より

抜粋） 
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② 介護老人保健施設 

安定した病状期にあり看護、医学的管理下での介護や、日常生活上の援助の必要な方が

在宅への復帰を目指して、リハビリテーション等のサービスを行います。令和 2 年 10 月現

在、市内には 1 つの施設があります。 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期における新たな施設整備予定はありませんが、市内施設の利用増や市外施設の利

用等を見込んで、第 8 期計画期間中も若干の増加傾向となります。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 243  262  276  290  299  309  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

③ 介護医療院 

介護療養型医療施設が持つ「医療」「介護」「生活支援」に加え「住まい」の機能を持っ

た長期療養を目的とした施設で、日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れや、看取

り・ターミナル等の機能と生活施設としての機能を兼ね備えたサービスを提供します。 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期において、介護療養型医療施設からの転換を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 0  1  5  8  20  30  

※ 令和 2 年度は見込値。 

 

④ 介護療養型医療施設 

安定した病状期にあり、長期の療養が必要な方に看護、医学的管理下での介護や、日常

生活上の援助・機能訓練・療養上の介助を行います。 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期は、介護医療院等への転換による減少を見込みました。なお、第 9 期計画（令和

6 年度）以降はすべての施設が介護医療院等の施設に転換します。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

介護サービス（人/月） 52  44  29  21  11  6  

※ 令和 2 年度は見込値。  



 

103 

第５節 介護予防・生活支援サービス 

 介護予防・生活支援サービスは、要支援 1・2 の方及び基本チェックリストにより事業対

象者と判定された方が受けることができる、従来の介護予防訪問介護、介護予防通所介護に

相当するサービスです。本市においては平成 29 年度よりサービスの提供が開始され、平成

30 年度に予防給付から完全移行しました。 

介護保険制度の大きな枠組みの中にある事業ではありますが、要介護（要支援）者に対す

る全国一律の介護保険サービスとは異なり、各市区町村が主体となって行う地域支援事業の

うち、介護予防・日常生活支援総合事業として行われる事業の 1 つです。 

本計画では、訪問介護・通所介護相当サービスの利用者数について推計を行います。 

 

① 訪問介護相当サービス 

 訪問介護相当サービスには、総合事業型予防訪問介護（従来の介護予防訪問介護に相当するサ

ービス）、支援強化型訪問介護（通常の訪問介護に加え、リハビリ専門職が月 1 回訪問し、日常

生活動作や助言等を行うサービス）、支え合い訪問介護（有資格者のほか、一定の研修を受けた

地域住民等が行うホームヘルプサービス）があります。 

 令和 2 年 10 月現在、市内で 14 事業所（うち、支援強化型訪問介護は 14 事業所、支え合い訪

問介護は 12 事業所）でサービス提供をしています。 

 

■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期は、増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

総合事業型予防訪問介護（人/月） 

支援強化型訪問介護（人/月） 
437 437 447 461 478 497 

支え合い訪問介護（人/月） 3 3 3 6 9 12 

※ 令和 2 年度は見込値。 
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② 通所介護相当サービス 

 通所介護相当サービスには、総合事業型予防通所介護（従来の介護予防通所介護に相当するサ

ービス）、支援強化型通所介護（通常の通所介護に加え、リハビリ専門職が月 1 回訪問し、日常

生活動作や介護予防に関する助言を行うサービス）、支え合い通所介護（有資格者のほか、事業

所で研修を受けた地域住民等が行うデイサービス）があります。 

令和 2 年 10 月現在、市内で 12 事業所（うち、支援強化型通所介護は 12 事業所、支え合い通

所介護は 6 事業所）でサービス提供をしています。 

 
■ サービス見込みについての考え方 

第 8 期は、増加傾向を見込んでいます。 
 

 
第 7 期実績 第 8 期計画 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

総合事業型予防通所介護（人/月） 

支援強化型通所介護（人/月） 
534 571 585 604 625 650 

支え合い通所介護（人/月） 1 1 1 3 6 9 

※ 令和 2 年度は見込値。 
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・高齢者人口の推計は住民基本台帳人口に基づく（※1） 

・計画期間中の要介護（要支援）認定者の出現数を予測（※2） 

・第 8 期計画期間中のサービスの見込量を算出（※3） 

・高齢者アンケート調査、認定データ、給付費等の分析 

第２章 第８期介護保険事業の見通し 

第１節 サービス見込み量及び介護保険料の算出フロー 

（１）サービス見込み量及び介護保険料の算出フロー 

本計画のサービス見込み量及び介護保険料の算出に当たっては、厚生労働省より提供さ

れる「地域包括ケア『見える化』システム」の将来推計を用います。 

算出の過程においては、市の実績の推移（第 7 期計画期間）の伸び率を基本推計とし、

その各種値に市の実情や将来の見込み等を施策の反映として勘案し、さらに介護報酬の改

定等、制度改正の影響をふまえて算出します。 

保険料算出までのフローは以下のとおりです。 

 

 介護保険料算出までのフロー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

・介護報酬改定率や制度改正、経過措置の影響等を勘案 

第 8 期保険料の算出及び確定 

令和 2 年度までの実績値の整理 

高齢者人口の推計 

地域支援事業費の見込み算出 

・介護給付費準備基金の取り崩し額の決定 

・保険料予定収納率の設定 ・所得段階の設定 

保険料収納必要額の算出 

要介護認定者数の推計 

標準給付費の見込み算出 

・第 1 号被保険者の負担割合（第 8 期は 23％）を乗じる 

保険料の算定に必要な諸数値の決定 

・計画期間における地域支援事業の総事業費を推計 

介護保険サービスの見込量の推計 

自然体推計 施策反映 

地域包括ケア「見える化」システムによる自然体推計に、施策反映値等を加味 

第 1 号被保険者負担分相当額の算出 

・調整交付金相当額等の勘案 
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※1 高齢者人口の推計について 

高齢者人口の推計は、令和 2 年 10 月 1 日現在の住民基本台帳による人口推計を用

いています。転出入や開発等の社会要因による増減を取り除いた「自然体推計」の方

法を用いており、かつ最も直近の令和 2 年 10 月の住民基本台帳のデータを用いてい

ることから、「第 5 次東久留米市長期総合計画」で用いられている人口推計とは異な

る数値となっています。 

 

※2 要介護（要支援）認定者数の推計について 

 要介護（要支援）認定者数の推計値は、令和元年度から令和 2 年度の実績値の推移

から算出した変化をもとに、その変化の傾向が今後も続くものと仮定して推計してい

ます。 

 

※3 サービスの見込量の算出年度について 

 国の基本指針の中で、介護需要及びサービスの種類ごとの量の見込は、第 8 期計

画期間（令和 3 年度～令和 5 年度）だけでなく、2025（令和 7）年度及び 2040（令

和 22）年度についても推計が必要とされていることから、本計画もその趣旨に沿っ

て推計値を示しています。なお、2025（令和 7）年はいわゆる「団塊の世代」が 75

歳以上の後期高齢者になる年、2040（令和 22）年は「団塊ジュニア世代」が 65 歳

以上になり、高齢者人口がピークを迎える年と位置付けられています。 
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第２節 介護保険サービス等の見込み量 

（１）介護報酬の改定 

介護保険サービス等の見込量を推計するにあたっては、令和 3 年 4 月施行の介護報酬の

改定の内容をふまえる必要があります。令和 3 年度介護報酬の改定は、感染症や災害等へ

の対応力強化、地域包括ケアシステムの推進、自立支援・重度化防止の取組の推進、介護

人材の確保・介護現場の革新、制度の安定性・持続可能性の確保等の視点をふまえたもの

になっています。 

なお、介護報酬は、サービスの提供に要する平均的な費用の額を勘案して設定されるも

のであることから、人件費等の地域差については考慮されていません。最低賃金が異なる

等の理由により、サービスの提供に必要な人件費には地域差があることから、この地域差

を調整するため、各市区町村ごとに地域区分が設定され、地域別（8 区分）及び人件費割

合別（3 区分）に 1 単位あたりの「上乗せ割合」が定められています。 

第 8 期中の本市の地域区分は 3 級地（上乗せ割合 15％）となる見込みです。 
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図表 令和 3 年度介護報酬改定の概要 
 

 

新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強

化」を図るとともに、団塊の世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年に向けて、2040 年も

見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推

進」、「介護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図

る。 

 

１．感染症や災害への対応力強化 

◆ 感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提

供される体制を構築 

・日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進 

 

２．地域包括ケアシステムの推進 

◆ 住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要なサービスが切れ目なく提供

されるよう取組を推進 

・認知症への対応力向上に向けた取組の推進 

・看取りへの対応の充実 

・医療と介護の連携の推進 

・在宅サービス、介護保険施設や高齢者住まいの機能・対応強化 

・ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保 

・地域の特性に応じたサービスの確保 

 

３．自立支援・重度化防止の取組の推進 

◆ 制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、科学的に効果が裏付けられた質の高

いサービスの提供を推進 

・リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化 

・介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進 

・寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進 

 

４．介護人材の確保・介護現場の革新 

◆ 喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応 

・介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進 

・テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた業務効率化・業務負担軽

減の推進 

・文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減の推進 

 

５．制度の安定性・持続可能性の確保 

◆ 必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る 

・評価の適正化・重点化 

・報酬体系の簡素化 

 

（厚生労働省の資料を基に東久留米市が作成） 
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（２）介護サービスの見込量 

第 8 期中における介護サービス給付費の見込み額は下表のとおりです。表中の給付費は

年間累計の金額、回（日）数は 1 月当たりの数、人数は１月当たり利用者数です。 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（１）居宅サービス給付費（千円） 3,781,735 4,476,828 4,711,265 4,896,693 5,080,678 5,598,009

給付費（千円） 648,890 702,789 748,634 770,183 824,155 954,545
回数（回） 17,286.7 18,020.6 19,180.8 19,754.3 21,117.6 24,496.0
人数（人） 956 984 1,036 1,073 1,148 1,300
給付費（千円） 51,198 54,847 56,321 58,571 60,408 78,353
回数（回） 331 341.1 350.1 364.1 375.3 486.8
人数（人） 70 72 74 77 79 102
給付費（千円） 363,531 403,334 418,656 434,111 444,829 479,217

回数（回） 6,803.6 7,255.5 7,521.7 7,795.5 7,985.8 8,611.2

人数（人） 734 780 816 855 876 949
給付費（千円） 21,855 24,046 25,447 27,762 27,495 31,020

回数（回） 590.3 629.1 665.1 726.4 718.7 811.3

人数（人） 49 52 53 57 57 64
給付費（千円） 172,953 193,998 206,903 216,434 222,825 250,199
人数（人） 1,119 1,248 1,330 1,391 1,433 1,608

給付費（千円） 848,137 963,051 1,027,328 1,057,004 1,104,564 1,210,406

回数（回） 9,588 10,431.9 11,113.2 11,445.9 12,001.1 13,066.5

人数（人） 965 1,040 1,099 1,140 1,198 1,299

給付費（千円） 185,285 256,268 277,873 292,426 301,410 334,311
回数（回） 1,973.3 2,661.2 2,886.4 3,035.5 3,148.8 3,481.5

人数（人） 270 350 366 382 396 438

給付費（千円） 247,182 362,412 378,758 394,461 391,027 428,721
日数（日） 2,305.5 3,270.4 3,411.4 3,553.8 3,539.0 3,867.4

人数（人） 184 236 246 256 262 287

給付費（千円） 14,807 30,787 32,685 33,975 36,235 40,073
日数（日） 112.4 223.5 236.4 249.4 265.5 296.0

人数（人） 18 26 27 28 31 34

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 273,899 291,427 307,829 326,158 337,852 378,355
人数（人） 1,667 1,790 1,894 2,010 2,094 2,329

給付費（千円） 9,304 8,579 9,134 9,859 10,272 11,712

人数（人） 28 38 41 44 46 54
給付費（千円） 15,710 11,728 13,388 13,955 13,388 14,285

人数（人） 17 23 25 26 26 28

給付費（千円） 928,983 1,173,562 1,208,309 1,261,794 1,306,218 1,386,812
人数（人） 393 484 498 520 539 574

（２）地域密着型サービス給付費（千円） 919,733 1,050,149 1,086,619 1,256,799 1,298,354 1,588,297

給付費（千円） 35,284 32,696 35,301 37,108 43,959 55,994

人数（人） 19 25 26 27 31 38

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 441,269 487,606 503,621 531,128 548,888 614,353
回数（回） 4,459.4 4,726.4 4,847.6 5,100.5 5,304.4 5,914.1
人数（人） 427 480 505 530 555 615
給付費（千円） 61,233 64,912 67,280 79,100 73,447 85,020
回数（回） 504.1 515.7 533.8 618.6 584.9 675.3
人数（人） 46 47 48 50 50 58
給付費（千円） 96,379 138,904 154,205 154,205 170,363 185,959
人数（人） 44 62 70 70 76 83
給付費（千円） 282,892 323,267 323,446 407,941 407,941 574,152
人数（人） 88 100 100 126 126 176
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 2,676 2,764 2,766 47,317 53,756 72,819
人数（人） 1 1 1 16 18 24

令和22年度
（2040年度）

訪問介護

通所リハビリテーショ
ン

サービスの種類
令和2年度
（推計値）

第8期（推計値） 令和7年度
（2025年度）

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーショ
ン

居宅療養管理指導

通所介護

認知症対応型通所介
護

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老
健）

短期入所療養介護（病
院等）

短期入所療養介護(介
護医療院)

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活
介護

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅
介護
認知症対応型共同生
活介護
地域密着型特定施設
入居者生活介護
地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型
居宅介護
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（３）介護予防サービスの見込み量 

第 8 期中における介護予防サービス給付費の見込み額は下表のとおりです。 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（３）施設サービス給付費（千円） 2,784,226 2,916,443 2,985,510 3,077,942 3,364,426 3,812,211
給付費（千円） 1,687,331 1,757,599 1,777,871 1,806,108 1,977,551 2,245,766
人数（人） 528 540 546 555 606 687
給付費（千円） 955,586 1,035,448 1,067,828 1,105,221 1,214,574 1,367,088
人数（人） 276 290 299 309 339 381

介護医療院 給付費（千円） 25,647 36,775 93,765 141,486 172,301 199,357
人数（人） 5 8 20 30 37 42
給付費（千円） 115,662 86,621 46,046 25,127
人数（人） 29 21 11 6

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 455,000 495,812 520,050 540,165 560,558 621,719
人数（人） 2,524 2,645 2,772 2,880 2,996 3,318

合計 給付費（千円） 7,940,693 8,939,232 9,303,444 9,771,599 10,304,016 11,620,236

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

サービスの種類
令和2年度
（推計値）

第8期（推計値） 令和7年度
（2025年度）

令和22年度
（2040年度）

介護療養型医療施設

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（１）介護予防サービス給付費（千円） 178,970 190,176 193,051 201,119 209,780 216,095

給付費（千円） 483 545 546 546 546 546

回数（回） 4.6 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
人数（人） 1 1 1 1 1 1

給付費（千円） 39,617 42,154 44,157 45,220 47,345 48,556

回数（回） 897.3 932.8 978.6 1,002.0 1,048.8 1,077.0
人数（人） 117 119 123 126 132 135

給付費（千円） 824 839 852 864 864 864

回数（回） 27.8 27.4 27.8 28.2 28.2 28.2
人数（人） 2 2 2 2 2 2

給付費（千円） 13,349 13,675 13,682 13,989 14,434 14,878

人数（人） 88 90 90 92 95 98

給付費（千円） 32,941 36,700 35,552 36,787 38,296 39,258

人数（人） 85 91 89 92 96 98
給付費（千円） 3,779 5,794 5,797 6,631 6,353 5,759
日数（日） 50 76 76 86 83 75
人数（人） 7 8 8 9 9 9

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 34,710 35,733 36,250 37,145 38,534 39,766

人数（人） 501 515 523 536 556 573

給付費（千円） 2,413 2,931 2,931 2,931 3,292 3,292
人数（人） 9 16 16 16 18 18

介護予防住宅改修 給付費（千円） 13,302 7,614 6,526 6,526 5,915 5,439

人数（人） 13 14 12 12 11 10

給付費（千円） 37,551 44,191 46,758 50,480 54,201 57,737
人数（人） 45 51 54 58 62 65

2,832 3,555 3,557 3,557 3,557 3,557

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0
回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 2,832 3,555 3,557 3,557 3,557 3,557
人数（人） 4 5 5 5 5 5
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 給付費（千円） 35,673 38,668 39,341 39,936 41,717 43,678
人数（人） 625 652 663 673 703 736

合計 給付費（千円） 217,475 232,399 235,949 244,612 255,054 263,330

令和22年度
（2040年度）

サービスの種類
令和2年度
（推計値）

第8期（推計値） 令和7年度
（2025年度）

介護予防訪問入浴介
護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリ
テーション

介護予防居宅療養管
理指導

介護予防通所リハビリ
テーション

（２）地域密着型介護予防サービス給付費（千円）

介護予防認知症対応
型通所介護

介護予防小規模多機
能型居宅介護
介護予防認知症対応
型共同生活介護

介護予防短期入所生
活介護

介護予防短期入所療
養介護（老健）

介護予防短期入所療
養介護（病院等）

介護予防短期入所療
養介護(介護医療院)

介護予防福祉用具貸
与

特定介護予防福祉用
具購入費

介護予防特定施設入
居者生活介護

※ 令和 7 年度・令和 22 年度については、参考値です。 

 

※ 令和 7 年度・令和 22 年度については、参考値です。 
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（４）標準給付費及び地域支援事業費の見込み 

標準給付費とは、総給付費（介護サービス給付費と介護予防サービス給付費の合計額）

に特定入所者介護サービス費等給付額、高額介護サービス費等給付額、高額医療合算介護

サービス費、算定対象審査支払手数料を加えた費用です。 

また、地域支援事業費とは、介護予防・日常生活支援総合事業費と、包括的支援事業・任

意事業費の合計額です。なお、包括的支援事業には、地域包括支援センターの運営に係る

事業と、社会保障充実分に係る事業があります。 

 

① 標準給付費見込額（第 8 期中） 

 

 

② 地域支援事業費見込額（第 8 期中） 

 

  

（単位：円）

第8期合計 令和3年度 令和4年度 令和5年度

総給付費 28,727,235,000 9,171,631,000 9,539,393,000 10,016,211,000

650,945,993 224,875,104 209,645,808 216,425,081

特定入所者介護サービス費等
給付額

836,360,000 269,501,447 278,922,020 287,936,533

特定入所者介護サービス費等
の見直しに伴う財政影響額

185,414,007 44,626,343 69,276,212 71,511,452

677,137,943 222,944,035 224,805,938 229,387,970

高額介護サービス費等給付額 705,704,000 229,904,000 235,500,000 240,300,000

高額介護サービス費等の見直
しに伴う財政影響額

28,566,057 6,959,965 10,694,062 10,912,030

117,000,000 39,000,000 39,000,000 39,000,000

算定対象審査支払手数料 30,874,479 9,948,734 10,296,495 10,629,250

標準給付費見込額 30,203,193,415 9,668,398,873 10,023,141,241 10,511,653,301

特定入所者介護サービス費等給付
額（財政影響額調整後）

高額介護サービス費等給付額（財
政影響額調整後）

高額医療合算介護サービス費等給
付額

（単位：円）

第8期合計 令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域支援事業費見込額 1,625,366,400 527,832,900 541,980,900 555,552,600

介護予防・日常生活支援総合事
業費

1,105,139,400 354,662,900 367,775,900 382,700,600

包括的支援事業（地域包括支援セ
ンターの運営）及び任意事業費

414,622,000 138,438,000 138,064,000 138,120,000

包括的支援事業（社会保障充実
分）

105,605,000 34,732,000 36,141,000 34,732,000
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第３節 第１号被保険者の介護保険料の検討 

（１）介護保険事業の財源構成及び第１号保険料の負担割合 

介護給付及び予防給付に要する費用と地域支援事業費のうち介護予防・日常生活支援総

合事業にかかる費用の財源は、公費（国・都道府県・市区町村）で 50％、第 1 号被保険者

（65 歳以上）の保険料（第 1 号保険料）と第 2 号被保険者（40 歳から 64 歳）の保険料（第

2 号保険料）とであわせて 50%を、それぞれ負担する仕組みになっています。なお、地域

支援事業費のうち、介護予防・日常生活支援総合事業以外の事業（包括的支援事業及び任

意事業）に係る財源については、第 2 号保険料の負担はありません。 

また、保険料で負担する 50％のうち、第 1 号保険料及び第 2 号保険料の負担割合は、そ

れぞれの人口比率をふまえて政令で定められます。第 8 期中は、この割合は、第 7 期中と

同様に第 1 号保険料が 23.0％、第 2 号保険料が 27.0％となります。 

また、介護保険制度は、加入者の保険料により運営される「共助」のシステムであるとと

もに、公費（国、都道府県、市区町村の税金）を財源として運営される「公助」のシステム

の性質も有しています。第 8 期中における保険料及び公費のそれぞれの負担割合は以下の

とおりです。 

 

 

 

なお、高齢者の分布や所得の分布等、各市区町村の保険者努力によらない事情による地

域間の給付費の偏り等を是正するため、介護給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業

の財源における国の負担分（25.0％）のうちの 5.0％に相当する額については、各市区町村

の高齢者の人口割合（65～74 歳、75～84 歳、85 歳以上）や各所得段階に区分される高齢

者人口の割合等をふまえて調整された額が、「調整交付金」として交付される仕組みにな

っています。 

 

  

介護給付費及び介護予防・日常生活

支援総合事業の財源 

包括的支援事業及び任意事業の財源 
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（２）介護給付費準備基金 

介護給付費準備基金は、各計画期間における介護保険財政の均衡を保つために設置され

ます。各年度において、介護保険特別会計に剰余金が発生した場合には、その剰余金を基

金に積み立てておき、財源不足が生じた際に取り崩して充当するほか、介護保険特別会計

の現金が一時的に不足する場合等に、歳計現金に繰り替えて運用することもあります。大

規模な災害等による保険料収入の減少等の事態に備える必要もあるため（※）、中・長期的

な観点から、計画的に基金を活用する必要があります。 

計画期間の最終年度において基金に残高がある場合には、最低限必要と認められる額を

残して次期計画期間において取り崩すことで、保険料の急激な上昇を抑制します。令和 2

年 10 月現在の推計では、第 7 期末の基金の残高（推計額）はおよそ 5 億 9 千万円ほどに

なると見込んでいます。 

 

※  大規模な災害等による保険料収入の減少等が生じた場合には、国による財政支援策が

受けられる場合があります。これまでも、東日本大震災（平成 23 年）・熊本地震（平成

28 年）等の災害に伴い保険料の減免や利用者負担の軽減を行った市区町村に対する支援

が実施されています。直近では令和 2 年の新型コロナウイルス感染症の影響により収入

の減少等があった被保険者に対する保険料減免を行った場合に国の財政援助（補助金の

交付）が実施され、本市でも同補助金を活用した保険料の減免を実施しました。 

 

（３）介護保険財政安定化基金 

「介護保険財政安定化基金」は、保険料収納不足による歳入の減少や、見込みを上回る

給付費の増額等による歳出の増加等の理由により、市区町村の介護保険特別会計に赤字が

生じるような場合に、市区町村の一般財源からの財政補填をする必要がないように、市区

町村に対し、資金の交付や貸付を行うために設置された基金です。同基金は各都道府県に

設置され、その原資は国・都道府県・市区町村（保険料）がそれぞれ 3 分の 1 ずつを負担

しています。 

具体的には、市区町村の通常の努力によってもなお、保険料の収納率の悪化等により保

険料収入の不足が生じる場合に、不足額の 2 分の 1 を交付するほか、給付費の見込みを上

回る増大等により赤字が生じる場合には、財政不足額の全額を貸付することで財政の安定

化を図ります。 

財政安定化基金の交付や貸付はやむを得ない場合のみにとどめるべきであり、あらかじ

め交付や貸付を見込んで事業計画を策定することはできません。また、貸付を受けた場合

には次期の計画期間において償還する必要があり、次期計画期中における保険料の上昇要

因になることにも留意が必要です。 
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（４）低所得者保険料軽減事業 

所得が少ない高齢者の保険料負担を軽減することを目的として、同一世帯内に住民税が

課税されている方がいない 65 歳以上の方の保険料を軽減する事業です。軽減分には公費

（税金）が充てられており、その負担割合は国が 2 分の 1、都が 4 分の 1、市区町村が 4 分

の 1 となっています。 

なお、当該事業については、第 7 期中の令和元年度の途中（令和元年 10 月）から、軽減

の対象者及び軽減額の拡充が図られています。 

 

（５）保険料歳入確保のための取組 

介護保険財政は、65 歳以上の方が負担する第 1 号保険料のほか、公費（税金）による負

担、40 歳から 64 歳までの第 2 号被保険者の方が負担する第 2 号保険料によりまかなわれ

ています。 

介護保険事業の運営にかかる歳入の安定的な確保という観点及び市民負担の公平性の確

保という観点から、第 8 期計画期中においても第 7 期に引き続き、保険料の徴収の強化を

図ります。本計画では、これらの徴収強化の取組の効果等も見込んで、第 1 号保険料の収

納率を設定しています。 

 

（６）第１号被保険者の保険料及び所得段階の設定 

高齢化の進行、特に介護を必要とする方の割合が高い後期高齢者の人口増加に伴う介護

給付費の増加により、保険料の上昇が見込まれています。そうした中で、介護保険制度の

持続可能性を高め、安定的に運営していくという観点から、必要な保険料収入を確実に確

保する必要があるとともに、負担に係る不公平感をなくし、制度に対する市民の方の理解

をより一層高めていく必要があります。 

共通のリスクを負った人がリスクに対応するために保険料を拠出しあうという保険の本

来の意義に照らせば、保険料の負担は受ける利益に応じた「応益負担」であるべきもので

すが、一方で介護保険制度は医療保険等と同様に強制加入を原則としていることから、所

得の低い人も負担できるよう、負担能力（所得等）に応じた「応能負担」の考え方も取り入

れ、両者のバランスを図ることが必要です。 

令和 3 年度の介護報酬改定にあわせて地域区分が変更されることに伴い、第 8 期中にお

ける介護サービスの費用額が上昇することから、サービスを利用した場合の自己負担額も

上昇する見込みです。これにより「応益負担」が相対的に上昇することをふまえ、両者のバ

ランスを図る必要があります。 

これらを考慮の上、本市における第 8 期の介護保険料を設定します。 
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第４節 第 8期計画の第１号被保険者の介護保険料 

（１）第 8期計画の第 1号被保険者の介護保険料の基準月額 

介護保険料の基準額（年額）を 12 か月で除したもの（1 か月当たりの基準額）を、保険

料の「基準月額」といいます。 

第 8 期計画（令和 3 年度～5 年度）の保険給付費等の推計値から推計すると、高齢者数

の自然増により介護サービスを利用する方が増加すること、介護報酬の改定や地域区分の

変更等により介護給付費の額が増加することなどから、第 1 号被保険者の保険料の基準月

額は、第 7 期の 5,400 円から 500 円上昇し、5,900 円となります。第 6 期から第 7 期の上

昇率が 10.2％であったのに対し、第 7 期から第 8 期の上昇率は 9.3％となっています。 

 

保険料の基準月額の算出方法 

 

  

第8期合計 令和3年度 令和4年度 令和5年度

標準給付費見込額　A 30,203,193,415円 9,668,398,873円 10,023,141,241円 10,511,653,301円

地域支援事業費　E
　B＋C＋D

1,625,366,400円 527,832,900円 541,980,900円 555,552,600円

介護予防・日常生活支援総合事業費　B 1,105,139,400円 354,662,900円 367,775,900円 382,700,600円

包括的支援事業（地域包括支援センターの
運営）及び任意事業費　C 414,622,000円 138,438,000円 138,064,000円 138,120,000円

包括的支援事業（社会保障充実分)　D 105,605,000円 34,732,000円 36,141,000円 34,732,000円

第1号被保険者負担分相当額  F
　（A＋B＋C＋D）×23.0％

7,320,568,757円 2,345,133,308円 2,429,978,092円 2,545,457,357円

調整交付金相当額　G
　（A＋B）×5.0％

1,565,416,641円 501,153,089円 519,545,857円 544,717,695円

調整交付金見込額 H 1,673,855,000円 511,176,000円 556,953,000円 605,726,000円

保険者機能強化推進交付金等
交付見込額　　I

48,165,000円

介護給付費準備基金取崩額　J 540,000,000円

保険料収納必要額　K
　F＋G－H－I－J

6,623,965,398円

所得段階別加入割合補正後被保険者数   L 96,451人 32,051人 32,143人 32,257人

保険料予定収納率  M 97.00%

保険料基準額（年額）（基金投入前） N
 (K+J)÷L÷M

76,573円

保険料基準月額（基金投入前）　O
　N÷12か月

6,381円

保険料基準額（基金投入後）　P
　K÷L÷M

70,800円

保険料基準月額（基金投入後）　Q
　P÷12か月

5,900円
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（２）第 8期計画の第 1号被保険者の所得段階別介護保険料 

算定した保険料基準月額等を基に、第 8 期の所得段階別の介護保険料の月額及び年額を

算定すると、下表のとおりになります。 

 

※ 表中、第 1 段階～第 3 段階は、低所得者保険料軽減事業に係る軽減実施後の額を記載していま

す。なお、軽減前の額は、第 1 段階が 31,800 円、第 2 段階が 42,400 円、第 3 段階が 49,500 円

です。 

※ 土地売却等に係る特別控除がある場合は、合計所得金額から長期譲渡所得及び短期譲渡所得に

係る特別控除額を控除した額を用います。 

※ 平成 30 年度税制改正（令和 2 年分以後の所得税等に適用される、給与所得控除額及び公的年

金等控除額の引き下げ）の影響により合計所得金額が上昇する場合は、その影響を除いた額を用

います。 

所得段階 対象者 保険料率
保険料額

（年額）

第１段階

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で住民税非課税世帯の方、住民税非課税世帯

で「合計所得金額から年金収入に係る雑所得を控除した額＋課税年金収入額」が80

万円以下の方

0.250 17,700円

第２段階
住民税非課税世帯で「合計所得金額から年金収入に係る雑所得を控除した額＋課税

年金収入額」が80万円超、120万円以下の方
0.350 24,700円

第３段階
住民税非課税世帯で「合計所得金額から年金収入に係る雑所得を控除した額＋課税

年金収入額」が120万円超の方
0.650 46,000円

第４段階
住民税課税世帯で本人が住民税非課税、かつ「合計所得金額から年金収入に係る雑

所得を控除した額＋課税年金収入額」が80万円以下の方
0.800 56,600円

第５段階
住民税課税世帯で本人が住民税非課税、かつ「合計所得金額から年金収入に係る雑

所得を控除した額＋課税年金収入額」が80万円超の方
1.000 70,800円

第６段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が120万円未満の方 1.080 76,400円

第７段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が120万円以上、210万円未満の方 1.260 89,200円

第８段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が210万円以上、320万円未満の方 1.290 91,300円

第９段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が320万円以上、400万円未満の方 1.570 111,100円

第10段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が400万円以上、500万円未満の方 1.620 114,600円

第11段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上、600万円未満の方 1.870 132,300円

第12段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が600万円以上、700万円未満の方 1.890 133,800円

第13段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が700万円以上、1,000万円未満の方 1.990 140,800円

第14段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が1,000万円以上、2,000万円未満の方 2.140 151,500円

第15段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が2,000万円以上の方 2.180 154,300円
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第３章 介護保険制度の円滑な運営 

第１節 介護給付適正化の方針 

（１）介護給付適正化計画の位置付け 

介護給付の適正化とは、適切なケアマネジメントにより介護サービスの利用者が真に必

要とするサービスを見極めた上で、事業者がルールに従ってサービスを適切に提供するよ

う促すことです。利用者の状態に応じて、真に必要とするサービスを過不足なく受けられ

るようになることにより、利用者にとっては要介護状態の改善につながる良質なサービス

の提供、不必要なサービスを受けなくなることによる費用負担の減少といった利益につな

がります。 

また、介護給付の適正化で不適切な給付が削減されることは、介護保険制度に対する信

頼感を高めることにもつながり、介護給付費や保険料の増大を抑制することを通じて、持

続可能な介護保険制度の構築にもつながります。 

市町村介護保険事業計画には、介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村が取り

組むべき施策に関する事項及びその目標を定めるものとされております。このことから本

市では、本計画に介護給付適正化の実施目標を定め、高齢者の自立した日常生活のために

必要な質の高いサービスを提供していくとともに、持続可能な介護保険制度の構築を目指

します。 

  出典 厚生労働省 
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■ 主要 5 事業の概要・実施目標 

事業名 概要 

要介護認定の

適正化 

･業務分析データ等を活用し、客観的な状況を把握します。 

･認定調査結果の全件点検・調査員研修・介護認定審査会全体会を行い適正化の

取り組みを引き続き実施します。 

ケアプラン点

検 

・より効果的・効率的な方法を模索し、適宜マニュアルの策定・改定を行います。 

・福祉用具やリハビリ等のサービスを通じて改善しうる疾患のある被保険者のプラ

ンを対象として点検を行います。 

・点検を通じて得た市内ケアマネジャーの課題や好事例について、集団指導等を

通じて周知を行うとともに、点検の効果の把握に努めます。 

・市内の指定居宅介護支援事業所を対象とし、3 年間で全事業所を点検します。ま

た、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入

居者に焦点を当てた点検実施も検討します。 

住宅改修・福

祉用具点検 

・利用者の実態に合わない住宅改修・福祉用具の利用の見直しを促し、適切な給

付を行います。 

・利用者の自立に資する住宅改修であるかという観点から、申請内容を適切に審

査するため、担当職員による専門研修への参加や事例検討を実施します。 

・福祉住環境コーディネーターの有資格者が審査点検業務に関与し、さらなる住宅

改修給付の適正化を図ります。 

・疑義が生じた場合は訪問調査を実施し、適切な給付が行われるよう助言します。 

・福祉用具貸与について、介護給付適正化システムの活用により、軽度者の利用

の状況を把握し、不適切なものについては指導を行います。 

・貸与価格の状況の利用者周知について検討します。 

縦覧点検・医

療情報との突

合 

・国保連合会からの介護給付と医療給付の突合情報をもとに確認、調査照会、過

誤調整等を行います。国保連合会委託外の縦覧点検については、費用対効果の

高い帳票から実施に向けて検討します。 

・国保連合会の介護給付適正化関連システム研修会や出張説明を活用し、点検

の知識やスキルの向上を図ります。 

・縦覧点検・医療情報との突合について、未実施の項目を把握し、点検方法及び

処理方法を検討します。 

・国保連マニュアルを活用し、点検効率を高めながら、定期的に実施します。 

・報酬請求が誤っている可能性のある事業所に関しては、確認を行い適正な報酬

請求（過誤申立て等）を促します。 

介護給付費通

知 

・被保険者が利用したサービスの利用者負担額及びサービス費用額について、費

用が適正であるか、事業者が不適正な請求をしていないか、適正なケアプランが

作成されているか等を確認できるよう、年 1 回、通知します。 

・被保険者にとってわかりやすく伝わる通知となるよう、通知内容を適宜見直しな

がら実施します。また、介護支援専門員に対して利用者への説明協力を求めま

す。 

給付実績の活

用 

・国保連合会における審査支払の結果から得られる給付実績を活用して、不適切

な給付や事業者を発見し、適正なサービス提供と介護費用の効率化、事業者の

指導育成を行います。 

・国保連合会の研修会や出張説明、国保連マニュアルを活用するほか、先行保険

者の事例を参考にし、知識やスキルの向上を図ります。 

・サービス内容の確認のほか、ケアプラン点検や実地指導等、他の事業にも活用

できる帳票を選定・点検します。 
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第２節 介護保険事業の円滑な運営のために 

（１）介護保険事業の円滑な運営のための機関 

介護保険事業の円滑な実施及び運営に当たっては、関係者（利用者、サービス提供事業

者、介護支援専門員、医療関係者、NPO その他民間団体等）間で活発な意見交換を行い、

目標意識の共有や問題解決に向けた話し合いを行う必要があります。 

市では、市民をはじめ、事業者や協力団体、関係機関等との引き続き連携を図っていく

ことで、市内の事業運営が滞ることなく運用していくことのできる環境を整備します。 

 

主な機関 概要 

介護保険運営協議会 介護サービスの実施状況その他の介護保険に関する適正な運営を

確保するため、東久留米市介護保険条例の規定により設置される協

議会です。被保険者を代表する委員 3 名、保健・福祉・医療を代表す

る委員 7 名、学識経験者 1 名、市職員 3 名により構成されています。

市の介護サービス等の実施・運営に関する事項のほか、地域包括支

援センターの組織・運営、地域密着型サービスの指定に関する事項

についても調査、審議をしています。本計画の策定にあたっても同協

議会に諮り、審議及び意見の聴取を得た上で承認を得ることになっ

ています。 

地域ケア推進会議 個別ケア会議、小地域ケア会議で取りまとめられた課題のうち、政策

的な対応が必要となるような課題や市全体に関する課題について、

政策形成や資源開発を検討する会議です。高齢者が、住み慣れた

地域で尊厳ある生活を可能な限り継続できる地域包括ケアシステム

の構築を図ります。 

認知症初期集中支援チー

ム検討委員会 

認知症初期集中支援チームと医療・保健・福祉にかかわる関係者と

連携を図り、関係機関・団体と一体的に認知症総合支援事業を推進

していくために設置されます。医療・保健・福祉・住環境・情報等に携

わる関係機関の代表者等の委員（16 人以内）で構成されます。 

東久留米市在宅療養・介護

連携推進協議会 

地域の医療・介護の資源の把握、在宅医療・介護連携の課題の抽出

と対応策の検討、医療・介護関係者の研修、地域住民への普及啓発

等、在宅療養の推進に関する事項について協議しています。医療及

び介護に関する学識経験を有する者 1 名、医療又は介護関係者 20

名以内で構成されています。また、本協議会の専門部会として、医

療・介護関係者の情報共有部会、24 時間診療体制確保部会等が設

置されています。 
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主な機関 概要 

医療・介護関係者の情報共

有部会 

在宅医療・介護連携推進協議会の専門部会として設置された部会

で、患者・利用者の在宅療養生活を支えるため、医療・介護関係者

間で速やかな情報共有が行われるための課題の抽出と対応策の検

討や医療・介護関係者の研修に関することを所掌しています。 

24 時間診療体制確保部会 在宅医療・介護連携推進協議会の専門部会として設置された部会

で、在宅医療と介護の切れ目のない提供体制（24 時間診療体制）の

構築に向けた課題の抽出や必要な取組の検討や医療・介護関係者

の研修に関することを所掌しています。 
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（２）インセンティブ交付金の活用 

インセンティブ交付金は、各保険者が行う自立支援・重度化防止の取組を評価し、国で

設定した評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じ傾斜配分される交付金であり、

PDCA サイクルの活用による保険者機能の強化や介護予防、自立支援・重度化防止等に資

する取組に対し、財政的インセンティブを与えるものです。平成 30 年度に「保険者機能強

化推進交付金」が創設され、令和 2 年度には新たに「介護保険保険者努力支援交付金」が

創設されました。交付金は、地域支援事業等における第 1 号被保険者保険料負担分に充当

することとされています。 

本市では第 7 期中、国の評価指標の内容に注視し、できるだけ多くの指標を達成し、交

付金の交付を受けることをめざしました。その結果、平成 30 年度に 1,750 万円（保険者機

能強化推進交付金）、令和元年度に 1,944 万円（保険者機能強化推進交付金）、令和 2 年

度に 1,879 万円（保険者機能強化推進交付金）及び 1,766 万円（介護保険保険者努力支援

交付金）の交付を受け、各年度の介護保険特別会計における地域支援事業の第 1 号被保険

者保険料負担分に充当しました。 

第 8 期計画期中においては、これらの交付金を財源として、介護予防、自立支援・重度

化防止に向けた取組を推進していきます。 
  

 
 
 

市町村の評価指標 

Ⅰ PDCA サイクル体制等の構築 
 

Ⅱ 自立支援、重度化防止に資する施策の推進 

（１） 介護支援専門員・介護サービス事業所等 

（２） 地域包括支援センター・地域ケア会議 
市町村の基本方針を定め、地域包括支援センターに周知／地域ケア会議における個別事例の検討件数割合 等 

（３） 在宅医療・介護連携 

（４） 認知症総合支援 
介護保険事業計画等に具体的な計画を定め進捗管理／早期診断・早期対応に繋げるための体制構築 等 

（５） 介護予防／日常生活支援 
○体操等の通いの場への 65 歳以上の方の参加率  ○介護予防と保険事業の一体的実施 

○介護予防の場へのリハビリテーション専門職等の関与 

○社福法人・医療法人・民間サービス等と連携した介護予防の取組 

○介護予防におけるデータ活用 ○高齢者の社会参加を促すための個人インセンティブ 

（６） 生活支援体制の整備 

（７） 要介護状態の維持・改善の状況等 
要介護認定者の要介護認定の変化率／健康寿命延伸の実現状況（要介護２以上の認定率） 

 
Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進 

（１） 介護給付の適正化 
ケアプラン点検の実施状況 

（２） 介護人材の確保 
○介護人材確保のための取組 ○介護人材を養成する研修事業の実施状況、検収修了者のマッチング状況 

○介護助手等の高齢者の就労的活動の促進、高齢者の就労的活動の参加率 ○文書削減の取組 
   

出典 厚生労働省 

2020年度 保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金の評価指標（概要） 
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（１）介護保険運営協議会の概要 

（２）市民説明会等の経過 
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（１）介護保険運営協議会の概要 

① 条例等の規定 

 東久留米市介護保険条例 

（介護保険運営協議会の設置） 

第 17 条 市は、介護サービスの実施状況その他の介護保険に関する適正な運営を確保する

ため、東久留米市介護保険運営協議会（以下「運営協議会」という。）を設置する。 

  

東久留米市介護保険条例施行規則 

（介護保険運営協議会の所掌事務） 

第 45 条 条例第 17 条の規定による東久留米市介護保険運営協議会（以下「運営協議会」

という。）は、次に掲げる事項について調査審議する。 

 (１) 市の介護サービス等の実施及び運営に関する事項 

 (２) 介護保険事業計画及び老人福祉計画の総合的な策定に関する事項 

 (３) 介護サービス等の相談及び苦情への対応その他解決方法に関する事項 

 (４) 地域包括支援センターの設置に関する事項 

 (５) 地域包括支援センターの公正、中立性の確保に関する事項 

 (６) その他介護保険の事業を円滑に実施するために必要な事項 

（委員数等） 

第 46 条 運営協議会の委員数は、16 人以内とし、次に定めるところにより、市長が委嘱又

は任命する。 

 (１) 被保険者を代表する委員 ４人以内 

 (２) 保健・福祉・医療を代表する委員 ８人以内 

 (３) 学識経験者 １人 

 (４) 市職員 ３人以内 

（委員の任期） 

第 47 条 委員の任期は、３年とする。委員が任期の途中で交代する場合の後任者の任期

は、前任者の残任期間とする。 

（会長の選任等） 

第 48 条 運営協議会には、委員の互選により会長及び副会長を各１名置くものとする。 

２ 会長は、運営協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 49 条 運営協議会の招集は、会長が行うものとする。 

２ 運営協議会の開催は、委員の過半数の出席がなければ開くことはできない。 

３ 運営協議会の審議は、原則として公開するものとする。ただし、公開しないことにつき

合理的な理由がある場合については、審議を公開しないことができる。 

４ 運営協議会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

５ この規則に定めるもののほか運営協議会に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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② 東久留米市介護保険運営協議会委員名簿 

任期：平成 30 年 10 月 1 日から令和 3 年 9 月 30 日まで  

委員氏名 選出分野 備考 

 境 美智子 被保険者代表  

 岡本 千鶴子 被保険者代表  

 齋藤 和夫 被保険者代表  

○ 熊野 雄一 保健・福祉・医療代表  

 北村 晃 保健・福祉・医療代表  

 中島 正登 保健・福祉・医療代表  

 篠宮 松美 保健・福祉・医療代表  

 島﨑 宣治 保健・福祉・医療代表  

 

伊藤 正樹 保健・福祉・医療代表 平成 31 年 3 月 31 日まで 

鷺池 正人 保健・福祉・医療代表 令和 2 年 6 月 30 日まで 

堀江 幸司 保健・福祉・医療代表 令和 2 年 7 月 1 日から 

 

柴 和代 保健・福祉・医療代表 令和元年 11 月 30 日まで 

長尾 智恵子 保健・福祉・医療代表 令和 2 年 9 月 30 日まで 

宮崎 栄子 保健・福祉・医療代表 令和 2 年 10 月 1 日から 

◎ 奥山 正司 学識経験者  

 

菅原 信 市職員（福祉総務課長） 平成 31 年 3 月 31 日まで 

中谷 義昭 市職員（福祉総務課長） 平成 31 年 4 月 1 日から 

 

後藤 寿之 市職員（障害福祉課長） 平成 31 年 3 月 31 日まで 

森田 吉輝 市職員（障害福祉課長） 平成 31 年 4 月 1 日から 

 遠藤 毅彦 市職員（健康課長） 平成 31 年 3 月 31 日まで 

 秋山 悟 市職員（健康課長） 平成 31 年 4 月 1 日から 

◎ 会長 

〇 副会長 
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③ 東久留米市介護保険運営協議会の審議経過 

開催回数 開催年月日 主な議題 

第 1 回 平成30年11月15日 1. 

2. 

介護保険運営協議会の概要について 

第 7 期東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の概

要について 

第 2 回 平成 31 年 2 月 7 日 1. 

2. 

3. 

4. 

給付適正化の今年度の状況と来年度の取組について 

地域密着型サービス事業所の整備予定について 

地域包括支援センターの今後のあり方について① 

消費税増税に伴う低所得者保険料の軽減措置の強化について 

第 3 回 令和元年 5 月 23 日 1. 

2. 

地域包括支援センターの今後のあり方について② 

令和元年度新規事業の進捗状況について① 

第 4 回 令和元年 8 月 1 日 1. 

2. 

3. 

4. 

平成 30 年度地域包括支援センターの運営実績等について 

地域包括支援センターの今後のあり方について③ 

地域密着型サービス事業者公募に係る審査結果等について 

第 7 期計画の数値目標の進捗状況について 

第 5 回 令和元年 11 月 21 日 1. 

 

2. 

3. 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について①

（高齢者アンケート調査の実施について） 

令和元年度新規事業の進捗状況について② 

令和元年度保険者機能強化推進交付金について 

第 6 回 令和 2 年 2 月 13 日 1. 

 

2. 

3. 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について②

（高齢者アンケート調査結果の速報） 

地域包括支援センターの今後のあり方について④ 

低所得者保険料の軽減強化について（東久留米市介護保険

条例の一部を改正する条例について（報告）） 

第 7 回 令和 2 年 8 月 6 日 1. 

2. 

 

3. 

 

4. 

5. 

6. 

 

令和元年度地域包括支援センターの運営実績等について 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について③

（事業所アンケート調査の実施について（報告）） 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について④

（計画策定スケジュール・計画の骨子等について） 

地域包括支援センターの今後のあり方について⑤ 

地域密着型サービスの整備等について（報告） 

高齢者福祉・介護保険分野における新型コロナウイルス感

染症に対する対応等について（報告） 

第 8 回 令和2年11月12日 1. 

 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について⑤

（計画の素案について） 

第 9 回 令和 3 年 1 月 21 日 1. 

 

2. 

 

3. 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について⑥

（パブリックコメントの結果及び委員からの提出意見について） 

第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について⑦

（計画案について） 

令和 3 年第 1 回市議会定例会に提出予定の条例案につい

て（報告） 
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（２）市民説明会等の経過 

 

開催等年月日 内   容 

令和 2 年 12 月 1 日 

～令和 2 年 12 月 25 日 

パブリックコメントの実施（計画素案） 

意見提出 23 人 

令和 2 年 12 月 10 日 

令和 2 年 12 月 12 日 

計画素案に関する市民説明会 
 

 〇 市内 3 か所（3 つの日常生活圏域）で開催 

 10 日 （東部）東部地域センター 

 12 日 （中部）東久留米市役所 

  （西部）わくわく健康プラザ 
 

令和 2 年 12 月 22 日 

計画素案に関する事業者説明会 
 

 〇 東久留米市役所で開催 
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